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令和の誓い：
我が国の原子力平和利用と核物質管理の進展を！

日本核物質管理学会 会長

千崎 雅生 (せんざき・まさお)

元日本原子力研究開発機構 特別研究員

核不拡散・核セキュリティ総合支援センター長

日本核物質管理学会(INMMJ)は，エネルギー資源の乏しい我が国が原子力の平和利用と言う基本理念の

下，核燃料サイクル研究開発を本格的に開始していた 1977 年に，米国の核物質管理学会(INMM)の世界初

の国際支部として設立された。現在 INMMJ は，Pu や U等の核物質管理に係る独自の活動とともに，世界

一の会員数を持つ INMM国際支部として，米国の政府関係機関・研究所，我が国の原子力関係機関，産業

界・学界，そして IAEAや EC 等と連携・協力し積極的な活動を展開している。当学会が設立された当時，

我が国の原子力平和利用の将来を大きく左右する，厳しい東海再処理交渉が日米政府間で行われたが，現在

再び我が国の原子力平和利用は大変な危機に直面している。当時は主に米国からの外圧であったが，今や最

近の国際情勢を背景に我が国の核燃料サイクルについても一層の透明性のある開発が要請されるとともに，

福島第一事故を教訓に制定された厳しい新安全規制等に適合させることが求められている。これらの要請を

乗り越え , 早期に原子力発電の再稼働と六ヶ所再処理施設等が運転開始することを強く期待したい。2018 年

に開催された INMM年次大会において日本原燃㈱(JNFL)は，民間の原子力事業者として初となる｢特別功

労賞｣を受賞した。これは JNFL の再処理等の核燃料サイクル施設に係る平和利用を保証するための，保障

措置技術発展への多大な貢献によるものである。INMMは，米国を中心に世界の核不拡散/保障措置，核セ

キュリティ，核軍縮等の分野の政府関係者，研究開発・大学関係者等で構成されているところ，JNFLの保障

措置に関する取組について，国際的に高く評価されたものと考える。

今年はNPT発効 50周年であり，NPT運用検討会議が開催される年でもある。現在，NPTの 3本柱であ

る，原子力平和利用，核不拡散，核軍縮には大きな課題が直面している。原子力平和利用については，人類

が発見した核物質は，遠い将来まで期待出来る大変貴重なエネルギー等の資源であり，その核物質の有効利

用は｢Atoms for Peace｣演説から未だ 60 数年しか経ていない。我が国が主導した 2008 年の G8洞爺湖サミッ

トおよび 2014 年の核セキュリティサミット(オランダ)で，原子力平和利用の推進にとって 3S(Safety，

Security，Safeguards)の重要性が首脳宣言に盛り込まれた。原子力平和利用について，人類が一層知恵を出

して革新的イノベーションを行い，不幸な核兵器等ではなく 3Sを一層高め，平和利用が今後も世界の平和

と人類の幸福に貢献できることが必須である。日本原子力学会会員の皆さん，現在直面している我が国の原

子力平和利用への数々の危機に対し，英知を結集して乗り切ろうではありませんか。

INMMJ は，｢今後も国内外の関係機関と一層の連携・協力を進める。特に核セキュリティ・保障措置技術

等のイノベーション，若い世代の人材育成や学生部会の設置，豊富な知見と経験のあるシニア―の活躍，

アーカイブ・ライブラリーの作成等を進めるとともに，将来ビジョンやアクションプラン等の議論を活発に

行い，正念場にある我が国の原子力平和利用・核燃料サイクルの進展，そして国内外の核不拡散・核セキュ

リティ等にしっかり貢献する｣ことを令和時代幕開けの誓いとし，我が国の原子力平和利用の｢好循環｣を期

待してその実現に微力ながら頑張りたい。 (2020 年 2月 1 日 記)

( 1 )日本原子力学会誌，Vol.62，No.4 (2020)
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時論 エネルギー政策のためのエビデンス：

｢生産｣と｢輸入｣に関する一考察

杉山 昌広 (すぎやま・まさひろ)

東京大学未来ビジョン研究センター准教授

米国マサチューセッツ工科大学にて Ph.D.

(気候科学)および修士号(技術と政策)を取

得。電力中央研究所社会経済研究所主任研究

員を経て 2014 年 4 月より東京大学政策ビ

ジョン研究センター講師，2017 年 4 月より同

准教授，2019 年 4 月より現職。

現代社会の経済は知識により駆動され，データは 21

世紀の石油に相当するとされる。科学的知見は増加する

一方であり，社会経済の複雑さは日々増している。これ

はエネルギー分野も例外ではない。脱炭素化，デジタル

化，分散化など大きな流れがあり，これらはどれもすで

に確立された化石燃料や原子力といった現在の主力エネ

ルギーとは大きく異なる知見が求められる。

政策については世界的に科学的エビデンスに基づく政

策形成(evidence-based policymaking, EBPM または

evidence-based policy, EBP)の機運が高まっている。実

験・自然実験的手法に基づく政策効果の測定手法の進展

および高度に複雑化する社会状況を踏まえて，科学的エ

ビデンスをより一層適切に政策に活用していくべきとい

う運動である。ポスト・トゥルースやフェイク・ニュー

スという言葉も政治で盛んに聞かれることから実践は難

しいことはいうまでもないが，EBPM自体に疑義を呈す

る方は少ないだろう。

一方，国際的に見たとき日本の科学のプレゼンスは長

期的に低下傾向にあるとの指摘は多い。近年日本から毎

年のようにノーベル賞受賞者が出ており，これ自体は喜

ばしいことである。しかしこうしたノーベル章受賞者が

日本の基礎科学の状況について嘆くのは見慣れた風景に

なってきている。こうした話を聞くと物理や化学，生命

科学といった自然科学を想像するかもしれないが，大学

についていえば運営費の低減や大学教員の研究時間の軽

減は分野を問わず進行している。従って日本の知的生産

は減少傾向にあるだろう。

日本政府は 2018年，第 5 次エネルギー基本計画をま

とめて，脱炭素などの世界的な潮流の中でイノベーショ

ンの不確実性などを踏まえると，科学的レビューメカニ

ズムを設けて，定期的に政策の方向性について点検が必

要であると述べた。イノベーションが世界的に加速し，

また中国やインドといった新興国も主要なプレーヤーに

なる中，科学的エビデンスに基づいた不断の見直しは必

須ともいえ，エネルギー基本計画に明示的に盛り込まれ

たことは喜ばしい。ただ，長期的な日本の科学の趨勢を

踏まえると，一つ質問が生まれる。科学的エビデンスは

日本で十分に生産されているのであろうか。

仮に日本の科学的生産能力が減退していなくても，日

本は大国ではないということを忘れてはならない。2018

年の日本の国内総生産(GDP)は米国，欧州連合のそれに

比べて約 3分の 1 である。GDP の一定の割合が広義の

科学に割り振られ，そのうちの幾分かがエネルギー技術

やエネルギー政策などに割り振られるということを考え

ると，日本の知的生産は必ず欧米に比べて低くなる。

これは何も難しいことを言っているわけではない。ス

ポーツのアナロジーを考えよう。近年，日本のスポーツ

の躍進は目覚ましい。例えば 2019 年に日本で開催され

たラグビー・ワールドカップのベスト 8 達成は記憶に新

しい。しかし，日本はすべての競技種目で金メダルや優

勝を達成できるかといえば，それは難しい。過去のオリ

ンピックのメダル数を見てもやはり人口・GDP の多い

米国に比べて当然小さくなる。英国やドイツを見ても同

様な傾向であり，日本が特異なわけではない。言い換え

れば日本が金メダルを取れないスポーツ競技は多数あ

る。いや，むしろそちらの方が多いのだ。繰り返すが，

日本人はスポーツが苦手というわけではない。日本人の

国力から全ての分野では極められない，それだけだ。

同じような考え方をエネルギー政策にあてはめればど

うなるのであろうか。エネルギー政策でも様々な知見が

必要になるが，エネルギー政策の学問分野を細かくみた

ときに，日本に存在しない分野の方が日本に存在する分

野より多くなるだろう。つまり，日本に専門家がいな

い，もしくは十分に存在しない分野は多数存在すること

になる。

イノベーションはどうであろうか。脱炭素だけとって

も日本における重要性は高まる一方である。日本政府が

2019 年に公表したパリ協定における長期戦略は 2050 年

までの温室効果ガス 80％削減を打ち出し，21世紀後半の

早い時期に脱炭素(正味ゼロ排出)という方向性を示した。

( 2 ) 日本原子力学会誌，Vol.62，No.4 (2020)
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その具体的な方策としては非連続なイノベーションが言

及されている(ただ英語では discontinuous innovation で

はなくdisruptive innovation が使われているがdisruptive

の本来の意味は破壊的であり注意が必要である)。原子力

でも小型モジュラー型炉など，新たなイノベーションが

求められる領域は多い。

エネルギー技術イノベーションという学問領域があ

る。イノベーション研究 innovation studies や環境経済

学に影響を受けて進んできた分野であり，(1)イノベー

ションをシステムとして理解することの必要性，(2)エ

ネルギー産業は研究開発投資が他の産業に比べて小さく

強化する必要性があること，(3)技術プッシュのみなら

ず需要プルも必須であること，(4)需要側の対策が歴史

的に見て弱いこと，(5)granularな(生産単位が小さい)

技術の方が技術革新のスピードが速いことなどを明らか

にしてきた。こうした知見は今後益々重要になるが，残

念ながらエネルギー技術イノベーションに関する専門家

は日本には(ゼロではないが)十分に存在せず，コミュニ

ティが形成できていない。

これはエネルギー政策に関連する他の学問領域，エネ

ルギー・シナリオ/排出シナリオと比べると明らかであ

る。日本では本学を含めて複数の研究大学，地球環境産

業技術研究機構，国立環境研究所，日本エネルギー経済

研究所，エネルギー総合工学研究所など国際的なプレゼ

ンスを持つ優れた研究チームは枚挙にいとまがなく，研

究成果は国際的なレポートでもしばしば参照される。

一方，エネルギー技術イノベーションは，少し古い

データになるが，2012 年の国際応用システム分析研究所

(IIASA)が刊行した総合的なエネルギーに関する報告書

Global EnergyAssessmentにおいて，エネルギー技術イ

ノベーションの第 24章では，214篇ほどある参考文献の

うち，(名前から判断される)日本人の論文は 5篇ほどに

限られる1)。

なぜ研究者コミュニティが必要か。それは冒頭で述べ

た EBPM で最もエビデンスの度合いが低いとされるも

のが，研究者個人の意見であるからである。EBPMでは

研究の積み重ね，またそれを専門家集団としてレビュー

して体系的にまとめていく仕組みが必要である。しか

し，こうした取り組みには。研究者の厚みがない場合，

ある研究者が発表した論文や研究資金の申請書をピアレ

ビューする他の研究者を見つけることができない。また

報告書を取りまとめるにしても，分担執筆することもで

きない。

日本ではエネルギー技術イノベーションに関する人材

が不足しているが，何もこれは日本に限られた話ではな

い。欧州のほとんどの国は小さく，知見も圧倒的に不足

している。ドイツや英国でもすべての分野をカバーでき

るわけではない。しかし，欧州の場合，近年多くの政策

分野で統合が進み，エネルギー・環境分野も例外ではな

い。ドイツの国内政策を立案する際も欧州レベルでの政

策との調整は必要であり，必然的に英語での情報が入っ

てくることになる。言い換えれば英語による科学的知見

の｢輸入｣である。これは政策論議が日本語に限定される

日本とは大きな違いである。日本でも，エネルギー情勢

懇談会のような場で海外の有力研究者や有識者が招待さ

れ意見を陳述することがあるが，これはどちらかといえ

ば箔付けの位置づけであり，実質的な情報収集にはなり

切れていない。

アジアでも小国ながら英語での科学的知見の情報収集

に長けている国がある。シンガポールである。筆者が以

前調査したことがあるのはバイオメディカル分野のイノ

ベーションであったが，政策の立案段階から海外の研究

者に真摯に意見を求め，実際の研究能力の開発の際にも

海外の力をフルに活用した。

シンガポールを真似しなくとも，海外の知見を有効に

活用する方法は無数にある。人工知能や自動翻訳の機能

が伸びる中，戦略的な翻訳も一例だろう。公務員や企業

人の異動のテンポを遅くし，個々人の海外とのネット

ワーク強化をすることも考えられる。国際共同研究も一

つの方策であろう2)。あくまでもポイントは世界で最も

良質な科学的知見を，日本の価値や戦略的目標に従って

活用することであって，海外に引きずられることではな

い。

2019 年に活躍し，流行語大賞の｢One Team｣も生み出

したラグビー日本代表は 31人の選手のうち，15 人が外

国出身であった。審議会・研究会のメンバーはほぼ日本

人で占められている。そのままというわけにはいかない

だろうが，エネルギー政策もスポーツから学ぶことがあ

るのではないだろうか。

− 参 考 資 料 −

1)杉山昌広(2016)．気候変動緩和策としてのエネルギー技術

イノベーション政策．環境経済・政策研究，9(1) 103-107.

2) Sugiyama, M., Sakata, I., Shiroyama, H., Yoshikawa, H., &

Taniguchi, T.(2016). Five years on from Fukushima. Nature,

531, 29-31.

(2019 年 12 月 29 日 記)

( 3 )日本原子力学会誌，Vol.62，No.4 (2020)
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NewsNews
規制委，女川 2号機の設置変更を許可

原子力規制委員会は 2 月 26 日の会合で，東北電力が

申請していた女川原子力発電所 2号機の設置変更は新規

制基準に適合すると判断した。東北電力では 2013 年 12

月に，同機の耐震性や津波対策を強化した対策をまとめ

て，規制委員会に審査を申請していたもの。規制委員会

は 176 回の審査会合を経て昨年 11 月に審査書案をとり

まとめ，これに対して寄せられた 979 件の意見とそれに

対する規制委の考え方も今回の会合であわせて示した。

新規制基準に適合した原発はこれで 16 基となり，こ

のうち 9 基が原子炉を起動済。このほか 11 基が審査中

となっている。

(原子力学会誌編集委員会)

チェルノブイリ森林火災跡地の｢地表流｣で放射性物質拡散

福島大学と筑波大学の研究グループはこのほど，ウク

ライナのチェルノブイリ原子力発電所周辺(半径 30 km

圏内)で，土壌に浸透しきれなかった雨水が地表を流れ

る現象｢地表流｣を観測。森林火災跡地で放射性物質を含

む土砂の移動が起きていることを明らかにした。

同研究では，放射性物質の再拡散に対する懸念をとら

えた，ウクライナの研究機関との共同プロジェクト。

2016 年にチェルノブイリ原子力発電所から約 2 km離れ

た地点で発生した大規模森林火災の跡地と，火災の影響

がなかった周辺の森林地のそれぞれに調査区を設け，

｢地表流｣によって流出する放射性物質の量を比較した。

その結果，森林火災跡地では火災の影響がなかった森林

地と比べ｢地表流｣の流量は約 2.7 倍，さらに，｢地表流｣

に含まれて移動する放射性物質は約 30 倍にも上ってお

り，放射性物質の大きな増加は，水中に溶けた状態では

なく，水中に浮遊する微細な土壌粒子などに付着して移

動していることに関係するとされた。

研究グループでは，森林火災跡地において放射性物質

の拡散を防ぐには｢地表流｣による土砂流出を抑えるのが

有効と考えられるが，河川周辺で森林火災が発生した場

合の影響評価・対策に向け，今回の研究成果を発展させ

ていくとしている。

同研究は，科学技術振興機構と国際協力機構との連携

プログラムにより実施された。

(資料提供：日本原子力産業協会)

海外ニュース （情報提供：日本原子力産業協会）

【国際】

IEA 発表，2019 年の世界の
CO2 排出量は｢横ばい｣

国際エネルギー機関(IEA)は 2 月 11 日，世界のエネル

ギー部門から排出される CO2 の量が 2019 年は過去 2 年

続いた増加傾向が停止し，2018年実績とほぼ同レベルの

約 330億トンだったと発表した。

世界経済が 2.9％拡大するなか，CO2排出量がさらに

増加するとの予想に反して｢横ばい｣となったのは，主に

先進経済諸国で発電にともなう排出量が減少したからだ

と説明。これらの国では，風力や太陽光など再生可能エ

ネルギーの役割が強化されるとともに，石炭火力から天

然ガス火力への転換，原子力発電所の高稼働などが功を

奏した。

日本については特に，近年再稼働を果たした商業炉に

より原子力発電量が 40％拡大し，石炭や天然ガス，石油

による発電量を押し下げたと指摘。CO2排出量も対前年

比 4,500万トン(4.3％)減の 10億 3,000万トンになった

が，これは 2009 年以降最速の削減ペースであるととも

に，発電部門での最大下げ幅になったと強調している。

｢横ばい｣の他の要因として，IEAはいくつかの国で気

候が穏やかだったことと，新興国市場の一部で経済成長

が鈍化したことなどを挙げた。このような結果について

F.ビロル事務局長は，｢CO2排出量の増加傾向が一時的

( 4 ) 日本原子力学会誌，Vol.62，No.4 (2020)
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にただ停止したと言うよりも，2019 年に決定的なピーク

を迎えたと後々に記憶されるよう，今こそ最大限の努力

を傾注する必要がある｣と明言。世界にはそのためのエ

ネルギー技術が存在することから，それらはすべて活用

しなければならない。IEAとしては，排出量の削減に向

けて各国政府や企業，投資家，温暖化防止に純粋に取り

組んでいるリーダー達との協力体制を構築中だとした。

同事務局長はまた，排出量の増加が止まったことは，

この 10 年間で地球温暖化に立ち向かえるとする根拠に

なっていると説明。クリーン・エネルギーへの移行が進

んでいる証であり，一層意欲的な政策や投資によって

CO2 の排出量に有意な変化をもたらすことができると

示された。

このような目標の達成支援で，IEAは今年 6 月に｢世

界エネルギー見通し(WEO)特別報告書｣を刊行する予

定。2030 年までにエネルギー関係の CO2排出量を 3分

の 1削減し，世界を長期的な温暖化防止目標の達成に向

かわせる方策を策定する。7月 6日にはさらに，｢クリー

ン・エネルギーへの移行サミット｣をパリで開催し，主要

各国の閣僚や関係企業の CEO，投資家などとともに意

欲的な解決策を探るとしている。

IEAによると，先進経済諸国における CO2排出量の

実質的な低下は，他の国で排出量が引き続き増加するの

を相殺する結果になった。米国は国ベースの下げ幅が最

大値を記録し，2019 年は 1億 4,000万トン(2.9％)の削

減となった。これにより，米国では 2019 年の排出量が

ピーク時の 2000 年から約 10億トン削減されたことにな

る。欧州連合(EU)諸国の排出量も，2019 年は発電部門

の排出量が下がったため，全体で 1 億 6,000 万トン

(5 ％)の排出量が削減された。原因としては天然ガスの

発電量が初めて石炭火力を抜いたほか，風力発電量も石

炭火力と肩を並べるまでに増加したとしている。

一方，残りの国々では 2019 年に CO2排出量が合計

4億トン近くまで増大。増加分の約 80％は，石炭火力発

電量が引き続き上昇したアジア諸国のものだと指摘した。

先進経済諸国では各国ともに発電部門からの排出量が

1980 年代の後半レベルまで低下したが，この当時の電力

需要量は現在の 3分の 1程度だった。これらの国々で

は，再生可能エネルギーや原子力による発電量の増加，

石炭火力からガス火力への転換，電力需要量の低下など

にともない，石炭火力の発電量が約 15 ％低下している。

【EU】

グリーンディール投資計画案，
原子力への支援なし

欧州連合(EU)の執行機関である欧州委員会(EC)は昨

年 12 月，EU域内がクリーンで循環型経済に移行するこ

とにより資源の効率的な利用を拡大し，気候変動を食い

止めることなどを目指した 2050 年までの工程表｢欧州グ

リーンディール｣を公表。1 月 14日にはこれに続き，欧

州グリーンディールの実行を可能にするための投資計画

案と，ポーランドのようにこのような移行から最も影響

を受ける地域や部門に資金提供する｢公正な移行メカニ

ズム(JTM)｣を公表した。

それによると，2050 年までに欧州大陸を世界で初めて

温室効果ガスの排出量実質ゼロ(気候中立)とするために

は，EUと加盟各国の公的部門に加えて，民間からも相

当額の投資が必要になる。今回の｢持続可能な欧州への

投資計画｣では，まず公的な投資手段を結集。とりわけ

EU の複数の投資プログラムを統合した｢InvestEU｣な

ど，EUの資金調達手段によって民間投資を引き出し，

少なくとも 1兆ユーロ(約 122兆 7,000億円)の投資につ

なげたいとしている。

ただし，この投資計画では原子力発電への言及が一切

なく，フォーラトム(欧州原子力産業会議)の Y．デバゼ

イユ事務局長は翌 15日，EC提案がこのような資金援助

の対象から原子力を除外していることを憂慮すると発

表。｢低炭素経済への移行で社会が不利益を被ることは

あってはならない｣とした上で，EUによる資金割当が炭

素集約型部門の従業員を低炭素産業に移行させる一助と

なるよう，全面的に支援したいと述べた。

ECが策定した｢欧州グリーンディール｣では，運輸，

エネルギー，農業などすべての経済分野に加えて，鉄鋼，

セメント，繊維，化学などの産業をカバー。あらゆる政

策分野で気候と環境に関する課題を機会に変え，EU経

済を持続可能なものに転換するとともに，この移行がす

べての域内住民にとって公正なものとなることを目指し

ている。

このため ECは，2050 年までに CO2排出量実質ゼロ

を達成するという政治的な目標を法制化するとしてお

り，100 日以内に初の｢欧州気候法｣を提示する方針であ

る。また，気候と環境に関する EUの目標達成に向け，

新産業政策や循環型経済行動計画，公害のない欧州に向

けた提案も提示する。さらに，2050 年までの目標達成に

現実的な道筋を付けるため，EUによる 2030 年の温室効

果ガス排出量削減目標の引き上げに向けた作業も開始す

る予定である。

＜｢持続可能な欧州への投資計画｣＞

ECは｢欧州グリーンディール｣を公表した際，｢持続可

能な欧州への投資計画｣案も提示した。昨年 11 月に EC

委員長に就任したばかりの U.フォンデアライエン委員

長は，｢2050 年までに欧州で気候中立を達成することは

前例のない移行計画であり，域内住民の誰 1人として置

( 5 )日本原子力学会誌，Vol.62，No.4 (2020)
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き去りにしないよう支援する｣と明言。｢欧州グリーン

ディール｣の実施で重要となる投資の必要性を｢投資の機

会｣に変えて，域内にグリーン投資の波を引き起こす方

向性を示したいと述べた。

今回の発表で ECは，｢持続可能な欧州への投資計画｣

は気候の中立やクリーンで競争力のある経済への移行に

向け，官民の投資促進の枠組を生み出すとともに，必要

な EU資金を調達すると指摘。｢欧州グリーンディール｣

で表明した財政イニシアチブを補完するため，｢投資計

画｣は 3つの特徴を持ったものになるとした。

それらはすなわち，(1)今後 10 年間の持続可能な投資

として少なくとも 1兆ユーロを調達，(2)官民の投資機

会を開放するとともに，その適用を可能とするためのイ

ンセンティブを提供，(3)公的機関やプロジェクトのプ

ロモーターに対し，持続可能なプロジェクトの計画・立

案・実行で必要な実質的支援を EC が提供――など。

(1)においては，欧州投資銀行が主要な役割を果たすと

した。

＜ EC提案に対するフォーラトムの見解＞

このような提案に対し，フォーラトムの Y．デバゼイ

ユ事務局長はまず，｢石炭火力依存国の脱炭素化努力に

財政支援を与えるという EUの目標には賛同する｣とし

た。その一方で，過去 18か月間に｢国連・気候変動に関

する政府間パネル(IPCC)｣や国際エネルギー機関

(IEA)，および ECさえも｢炭素を排出しない原子力は低

炭素経済において不可欠｣とする報告書を公表していた

事実に言及。昨年末になると複数の EU加盟国が，2050

年までに脱炭素化目標を達成するには原子力発電への投

資が必要になることを明確に示していたと述べた。

同事務局長は，｢石炭産業の労働者を原子力産業に移

行させるメリットについては，すでに仏国と英国が立証

済みだ｣としており，フォーラトムとしては，今回のよう

な EC 提案を正当とするのはなかなか難しいと指摘。

｢EUも結局のところ，石炭火力依存地域の人々を低炭素

産業に移す支援に集中的に取り組むのだろうが，資金援

助を受ける資格のある低炭素部門に制限をかけるのな

ら，誰 1人置き去りにせずに今回の目標を達成すること

は非常に難しくなるだろう｣と強調した。

同事務局長はまた，世界最大の会計事務所デロイト・

トーマツの調べによると，欧州の原子力産業界は現在，

110万人以上の雇用を域内で維持しており，域内総生産

(GDP)のうち 5,000億ユーロ(約 61兆 3,800億円)以上

を原子力産業界が生み出していると指摘。原子力産業は

発電部門の低炭素化と欧州域内の雇用創出という両面に

おいて，恩恵をもたらしていると訴えている。

【ロシア】

既存炉 5基で運転期間を最長 60年に
延長

ロシアでは現在，海上浮揚式原子力発電所に搭載の小

型炉 2 基も含め 35基(合計出力約 3,000万 kW)の商業

炉が稼働中だが，これらのうち 5基について昨年 12 月

から 1月にかけてそれぞれ運転期間が延長され，最長の

もので 60 年間になることが明らかになった。

ロシアで近年開発された最新鋭の第 3世代＋(プラス)

のロシア型 PWR(VVER)は，運転期間が当初から 60 年

に設定されているが，それ以前の VVERにおける運転

認可期間は最大 30 年。この年数が経過しつつある商業

炉については，連邦政府の原子力発電所開発プログラム

と民生用原子力発電公社のロスエネルゴアトム社による

｢2013 年∼2023 年までの運転期間延長プログラム｣に基

づき，運転期間が適宜 10∼25年の幅で延長されている。

ロスエネルゴアトム社は，高経年化した既存炉で改修

工事を行い運転期間を延長することは，世界中で実行さ

れている効果的な良好事例だと指摘。取替用の原子炉施

設を建設する準備が整うまで，十分な時間を確保する上

で非常に重要との認識を示した。2001 年以降，昨年 12

月 27 日までに国内で 27 基の原子炉の運転期間が延長さ

れたが，このうち 3基についてはすでに運転が終了。現

在，廃止措置の準備中だと説明している。

昨年 12 月 17 日には，1989 年に送電開始したスモレン

スク原子力発電所 3 号機(100 万 kW の RBMK)につい

て，15年間の運転期間延長が承認され，同炉は 2034年ま

で 45年間の稼働が可能になった。同月の 20日にはまた，

連邦環境・技術・原子力監督庁(ROSTECHNADZOR)

が，コラ原子力発電所 2 号機(44 万 kWの VVER)に対

し，15年間の運転期間延長を許可。1974年に送電開始

した同炉は，2004年時点ですでに 1 回，運転期間が 15

年延長されていたため，合計の稼働期間は 2034年まで

で 60 年に達する。

同月 27日にはさらに，極東地域のビリビノ原子力発電

所で 2号機(1.2万 kW，EGP-6)の運転期間が 6年間延長

された。同炉も 2004年に 15年間の期間延長が許されて

おり，最終的に 2025年末まで合計 51 年間運転を継続す

ることになった。30 日になると，ROSTECHNADZOR

がノボボロネジ原子力発電所 4 号機(41.7 万 kW の

VVER)について 2 回目の運転期間延長を承認。1972 年

に送電開始した同炉の運転期間も，2032 年までで合計 60

年に達する予定である。

このほか，年明けの 1月 10 日，ROSTECHNADZOR

はロストフ原子力発電所 1 号機(100 万 kW の VVER)
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の運転期間を 2031 年末まで延長する新しい認可を発給

したと発表した。同炉は 2001 年 2 月に送電開始したが，

何らかの理由により当初の運転期間が 2020 年までに設

定されていた模様。今回の延長より，同炉も標準的な

VVERと同様，30 年間稼働することになった。

ロストフ発電所の 4 基(各 100 万 kW の VVER)は

2019 年中に目標値を超える合計約 340億 kWhを発電し

ており，ロシア南部地方における信頼性の高い電力供給

源となっている。その他の発電所も 2019 年の発電実績

は良好で，コラ発電所の 4基(各 44 万 kWの VVER)は

100億 kWhを超える電力を発電。ノボボロネジ発電所

では出力の大きいⅡ期工事 1，2 号機(各 110 万 kW 級

VVER)が 2017 年と 2019 年末にそれぞれ送電を開始した

ことから，ロシアの原子力発電所による総発電量の約 10

％分に相当する約 210億 kWhを発電したとしている。

高速実証炉｢BN-800｣に初回取替用
MOX燃料を装荷

ロシア国営の原子力総合企業ロスアトム社は 1 月 28

日，ベロヤルスク原子力発電所で 2016 年 10 月から営業

運転中の高速実証炉｢BN-800｣である 4号機(FBR，88.5

万 kW)に，初回分の取替用ウラン・プルトニウム混合酸

化物(MOX)燃料集合体装荷したと発表した。同炉は燃料

交換を含む定期検査を終え，すでに運転を再開している。

運転開始当時，同炉の初期炉心はウラン燃料とMOX

燃料の両方が含まれる炉心であり，今回の取替により炉

内のMOX燃料集合体は合計 18 体となった。民生用原子

力発電公社のロスエネルゴアトム社とロスアトム社の燃

料製造子会社である TVEL社は，今年中にさらに 180体

のMOX燃料集合体を同炉に装荷し，2021 年末までには

残りすべてのウラン燃料をMOX 燃料に交換。ロシアの

歴史上初めて，フルMOX炉心で運転を行うとしている。

高速炉用のMOX 燃料を産業規模で生産することは，

2020 年までを展望した｢ロシア連邦目標プログラム｣の

目標の 1つに指定されていた。ここでは高速炉とクロー

ズド核燃料サイクルの技術開発が最優先に行われてお

り，ロスアトム社は｢熱中性子炉と高速炉をセットで稼

働｣という 2つの要素を持つシステムに原子力発電を移

行させる戦略である。同社はこれらによって(1)原子力

発電所の燃料物質の量を飛躍的に増加できる，(2)使用

済燃料をただ貯蔵しておくのではなく，リサイクルが可

能になる，(3)施設内に蓄積されている劣化ウランとプ

ルトニウムを有効利用できる――など，様々な重要タス

クが解決されるとの認識を示している。

ベロヤルスク 4号機の初期炉心は，モスクワ州エレク

トロスタリにある TVEL社のエレマシュ工場で製造さ

れたウラン燃料集合体と，ウリヤノフスク州ディミトロ

フグラードの国立原子炉科学研究所(RIAR)で製造され

たMOX 燃料集合体で構成されていた。今回のMOX 燃

料集合体は商業炉の使用済燃料から生成されたプルトニ

ウム酸化物と，ウラン濃縮後の劣化 6フッ化ウランから

生成された劣化ウラン酸化物を材料に，クラスノヤルス

ク地方ゼレズノゴルスクにある鉱業化学コンビナート

(MCC)で製造されたもの。MCC では 2013 年 8 月に

BN-800用の MOX 燃料製造施設(定格製造能力：60 ト

ン/年)が本格着工，2014年 12 月から製造能力 6トン/年

の規模で運転が始まり，取替用MOX 燃料一式について

は 2018年後半から製造開始したとしている。

【エストニア】

SMRプロジェクトにフォータム社と
トラクテベル社が協力

北欧バルト三国の 1つ，エストニアのエネルギー企業

であるフェルミ・エネルギア社は 1月 28日，同国初の原

子力発電プラントとなる小型モジュール炉(SMR)の建

設に向けた調査で，原子力発電所を運転するフィンラン

ドの国営電気事業者のフォータム社，およびベルギーの

大手エンジニアリング・コンサルティング企業であるト

ラクテベル・エンジー社の 3者で協力覚書を締結したと

発表した。

フェルミ・エネルギア社は第 4 世代炉の導入を目的

に，エストニア原子力産業界で SMR開発/建設を支持す

る専門家らが起ち上げた企業である。同国が加盟する欧

州連合は(EU)2018年 6 月，バルト三国とポーランドを

2025年末までに旧ソ連・東欧圏をカバーする旧ソ連の総

合電力システム｢IPS/UPS｣から切り離し，欧州 24か国

が共同管理する｢大陸欧州送電網｣に統合するという政策

ロードマップに全関係国が調印したと発表。ロシアから

の電力輸入停止まで期限が迫っていることから，同社は

SMRの形で原子力発電を国内に導入して EUの｢2050 年

までに CO2排出量実質ゼロ｣目標の達成に貢献するとと

もに，エストニアのみならずバルト三国全体において，

天候に左右されることなく信頼性の高い CO2排出ゼロ

のエネルギーを供給する体制を確立したいとしている。

フェルミ・エネルギア社はすでに昨年 9月，GE日立・

ニュークリアエナジー社が開発中の SMR｢BWRX-300｣

を国内で建設するための可能性調査の実施で同社と協力

覚書を締結した。このほか，英国のモルテックス・エナ

ジー社，カナダのテレストリアル・エナジー社，米国の

ニュースケール・パワー社それぞれが開発する SMRに

ついても，国内で建設する選択肢として検討中と伝えら

れている。
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同社はまた，今回の発表のなかで使用済燃料の管理や

SMR 建設のスケジュール，計画立案等について，詳細

に検討するための了解覚書締結に向け，欧州の原子力企

業 2社と協議中だと表明。これらの調査検討を年内に完

了し，2021 年初頭に公表する方針だ。

今回の 3者の協力覚書で最も意義深い側面として，同

社は原子力発電事業者との実際の共同作業を通じて相互

理解が得られる点を挙げた。原子力発電を導入するには

様々な要素を徹底的に分析し，他のエネルギーオプショ

ンより競争力が備わるよう開発する必要があるとした上

で，同社はすでに最良の解決策を見つける作業の初期段

階にあり，後の段階で相互理解は一層深まることになる

と述べた。

また，協力覚書の結果，同社は EU 域内で最初の

SMR 建設プロジェクトを主導する企業となり，その建

設ノウハウと能力でエストニアを支援する協力モデルが

構築されると説明。SMRに適した許認可体制や軽水炉

型 SMRの事前立地調査等についても，3者で集中的に

研究していく方針を明らかにした。

【英国】

ロールス・ロイス社，2029 年までに
SMR初号機を完成

英国で小型モジュール炉(SMR)の開発企業連合を率

いるロールス・ロイス社の P.ステイン最高技術責任者

は 1 月 24日，同国の公共放送局 BBCのインタビュー

に答え，2029 年までに同社製SMR初号機の完成と運転

開始を目指していることを明らかにした。

同社の企業連合には，国内の大手エンジニアリング企

業や建設企業であるアシステム社やアトキンズ社，レイ

ン・オルーク社などが参加。発表によると，英国原子力

産業界は SMRのような小型原子炉であれば，工場で大

量生産して設置場所までトラック輸送ができ，洋上風力

発電のような再生可能エネルギーと競合できるレベルま

で低コスト化が可能と認識している。

ステイン氏は，ヒンクリーポイント C原子力発電所

の大きさの 16分の 1程度という SMRを約 10 エーカー

(約 4 万平方メートル)の敷地で建設できるとしており，

カンブリア地方やウェールズ地方など，閉鎖済みの原子

力発電所も含めた 3 地点で 10∼15基の SMR 建設を計

画中だと述べている。

英国ではエネルギー気候変動省(DECC)(当時)が

2016 年 3 月，英国にとって最適な SMR設計を特定する

ためのコンペを開始し，SMR技術の開発業者や電気事

業者，潜在的投資家等から関心表明(EOI)を募った。

2017 年 12 月に同コンペの終了後，DECCを改組して発

足したビジネス・エネルギー・産業戦略省(BEIS)は，先

進的モジュール炉(AMR)の実行可能性・開発(F&D)プ

ロジェクトで改めてコンペを実施。2018年 6 月に民生

用原子力部門との戦略的パートナーシップとなる｢部門

別協定｣を発表した際，BEISは AMRの研究開発資金と

して 5,600万ポンド(約 79億 8,000万円)を充てるとした

ほか，同年 9 月にはこの中から 400 万ポンド(約 5 億

7,000万円)をコンペの第 1フェーズで選定した企業 8 社

の実行可能性調査用に提供するとしていた。

この 8 社の中にロールス・ロイス社は含まれなかった

が，同社はこれとは別枠で 2019 年 11 月，BEIS 傘下の

戦略的政策研究機関｢UKリサーチ・アンド・イノベー

ション(UKRI)｣から，英国政府の｢産業戦略チャレンジ

基金｣の中から初回の共同投資金として 1,800万ポンド

(約 25 億 6,000万円)を受けることが決定。同社はまた，

ヨルダンで同社製 SMRを建設するための技術的実行可

能性調査実施に向け，2017 年 11 月にヨルダン原子力委

員会と了解覚書を締結した。2018年 2月には，風力や太

陽光よりも競争力のある英国型 SMRの実証モジュール

を開発するため，ロールス・ロイス社が産業界側の窓口

を勤める英国政府の｢先進的原子力機器製造研究セン

ター(N-AMRC)｣と契約を結んでいる。

今回の発表でロールス・ロイス社は，｢過去数年間に複

数の大型炉建設プロジェクトが資金調達問題により凍結

されたが，再生可能エネルギーのコストが急落するな

か，SMRでコスト削減の可能性があることは，資金面

で苦戦を強いられてきた原子力産業界にとって珍しく明

るいニュースだ｣と指摘。コスト削減の秘訣は，先進的

デジタル溶接法やロボット組立等で予め製造したパーツ

を建設サイトで組み立てることであり，このように原子

炉建設費を大幅に削減することで，電気料金を一層安く

抑えることができると強調した。

同社はまた，SMRの輸出で大量生産によるスケール

メリットを実現し，コスト面の障害を克服したいと表

明。これに関しては地元メディアの情報として，2,500

億ポンド(約 35 兆 6,000億円)規模の輸出市場で出力 44

万 kWの同社製 SMRの建設コストを約 17億 5,000万

ポンド(約 2,500億円)と試算した上で，これは 1MWh

あたり 60ポンド(約 8,500円)を下回ること，すでに複数

の外国政府から書面で関心表明があり，交渉中であると

同社が述べたことが伝えられている。

【米国】

GNF社，事故耐性燃料入り
試験集合体を装荷

米 GE 社と日立製作所の合弁事業体であるグローバ
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ル・ニュークリア・フュエル(GNF)社は 1月 14日，ノー

スカロライナ州のウィルミントン施設で製造した BWR

用事故耐性燃料(ATF)の先行試験集合体(LTA)を，イリ

ノイ州にあるエクセロン社のクリントン原子力発電所

(107.7万 kWの BWR)に装荷したと発表した。

この燃料集合体には，クロムとアルミニウム鉄合金の

燃料被覆材｢IronClad｣，および標準型ジルコニウム被覆

管に｢ARMOR コーティング｣を施すという 2つの技術

による先行試験燃料棒(LTR)が含まれているが，3種類

の｢IronClad｣被覆管に酸化ウラン燃料を充填して装荷

したのは今回が初めてとなる。

同社は 2018年にも，これらのソリューションに基づ

く LTR 入り集合体をジョージア・パワー社の E.I.ハッ

チ原子力発電所 1号機(91.1万 kWの BWR)に装荷した

が，｢IronClad｣の LTRには酸化ウラン燃料を充填して

いなかった。

このような ATF 開発は，米エネルギー省(DOE)が福

島第一原子力発電所事故の教訓から，2012 会計年度予算

で開始した｢ATF 開発プログラム｣の下で行われている。

GNF 社のほかに，フラマトム社やウェスチングハウス

(WH)社，ライトブリッジ社などが産業界から参加協

力。2022 年頃まで 3段階で ATFの開発・実証戦略を進

めることになっている。

GNF 社の｢IronClad｣技術はこれまでの ATF 技術と

の比較で，様々な条件下における一層優れた材料挙動と

確実な耐酸化性の確保を目的としている。高温状態のな

かで燃料や部材の酸化速度を抑えることができれば，安

全性の限界マージンをさらに改善できると同社は指摘。

クリントン発電所に装荷された｢IronClad｣燃料棒のう

ち，1種類については GE 社の研究開発部門が開発に協

力しており，燃料棒の製造に繋がるエンジニアリング支

援や成形加工機器を提供中である。

GNF 社はまた，｢ARMOR コーティング｣によって燃

料棒をデブリによる表面損傷からさらに防護することを

目指しており，この技術で一層優れた材料挙動と確実な

耐酸化性の確保することが可能であり，摩耗耐性や安全

性マージンの改善に導く魅力的な技術になると強調して

いる。

部会等の活動報告

今月号から部会等の主な活動報告を紹介します。詳細

は各部会等のHPをご覧ください。なお本記事は年間に

数回，掲載いたします。

炉物理部会：｢炉物理教科書・初級編，同・中級編｣をアッ

プロード(2020.1, 2020.2)，炉物理部会報をアップロード

(2020.3)

バックエンド部会：｢NUMO包括的技術報告書レビュー

特別専門委員会レビュー報告書｣を公表(2019.12)，｢バッ

クエンド研究 vol.26 No.2｣を発行 (2019.12)

社会・環境部会：｢原子力発電事業者の役員等による社外

からの不適切な金品の受領について｣の声明を発表

(2019.12)

核データ部会：｢核データニュースNo.124｣を発刊

(2019.11)

材料部会：�Nuclear Materials Letters�を発刊(2019.12)

水化学部会：｢水化学ロードマップ 2020｣を 3 月に発行

予定

再処理・リサイクル部会：｢部会セミナー―住民，地元と

の対話活動｣を開催(2019.12)

原子力安全部会：｢ソースターム評価に関わる諸課題と

今後の取り組み｣フォローアップセミナー資料を掲載

(2020.1)

新型炉部会：｢高速炉システム設計に関する講習会｣を

開催(2020.2)

リスク部会：｢ワークショップ-リスク情報の活用と工学

の融合｣(2020.1)，｢安全目標に関するシンポジウムPart2｣

(2019.11)を開催，｢ニュースレター第 2号｣(ASRAM2019

特集)を発行(2019.11)

海外情報連絡会：｢会報第 44 号｣を発行(2019.10)

若手連絡会：｢学生と若手社会人の対話 2020 in 関西｣

(2020.2)，｢若手討論会｣(2020.1)，｢学生と若手社会人の

対話 2020 in 関東｣(2020.1)を開催

シニアネットワーク連絡会：｢2019 年度 SNWシンポジ

ウム実施報告書｣を掲載(2019.12)

倫理委員会：｢倫理委員会へお寄せいただいた声(企画

セッション，研究会等)に対する回答｣を掲載(2019.12)

東北支部：｢第 43 回研究交流会｣を開催(2019.12)

北関東支部：｢放射線オープンスクール｣を開催(2020.2)

中部支部：｢第 67 回原子力エネルギーシステム研究委員

会｣(2020.2)，｢第 27 回原子力エネルギーシステム研究委

員会公開シンポジウム｣(2019.12)，｢第 51 回中部支部研

究発表会｣(2019.12)を開催

中国・四国支部：｢支部設立 20 周年記念講演会｣を開催

(2020.2)

九州支部：｢第 177 回講演会｣を開催(2019.12)
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｢深地層の研究施設におけるこれまでの成果と今後への期待｣−バックエンド部会活動報告 1

原子力機構における深地層の研究施設計画の成果の概要

日本原子力研究開発機構 仙波 毅

日本原子力研究開発機構は，地層処分を実施するために必要な技術や方法の信頼性を実際

の地質環境において確認するため，地元自治体と協定などを締結し，北海道・幌延町と岐阜

県・瑞浪市に設置した 2つの深地層の研究施設計画を進めている。深地層の研究施設におい

て地層処分事業の段階的な進展に先行して段階的に研究開発を進め，研究成果を発信してい

る。本報告ではこれまでに得られた成果の概要を紹介する。今後とも地元自治体と締結した

協定などを遵守し，地層処分の技術基盤の整備を目指して，研究開発に取り組んでいく。

なお，本稿は，日本原子力学会 2019 年秋の大会バックエンド部会企画セッションにおける

講演内容に加筆したものである。

KEYWORDS: underground research laboratory (URL) project, sedimentary rock, crystalline rock, Horonobe

URL, Mizunami URL

Ⅰ．はじめに

日本原子力研究開発機構(以下，｢原子力機構｣)は，わ

が国の地層処分事業と国による安全規制上の施策などの

ための技術基盤を整備し提供するため，地元自治体と協

定などを締結し，北海道・幌延町の｢幌延深地層研究計

画｣(以下，｢幌延計画｣)と岐阜県・瑞浪市の｢超深地層研

究所計画｣(以下，｢瑞浪計画｣)の 2 つの深地層の研究施

設計画(以下，｢URL計画｣)を進めている。

本報告では，これまでに URL 計画で得られた研究成

果の概要を示す。

Ⅱ．URL計画の概要と進め方

1．URL 計画の概要

原子力機構では，わが国の地層処分事業とその安全規

制の両面を支えるため，地層処分を実施するたに必要な

技術や方法の信頼性を支えるため，｢実際の地質環境へ

の地層処分技術の適用性確認｣および｢地層処分システム

の長期挙動の理解｣を研究開発目標とした基盤的な研究

開発を推進している。これらの研究開発目標を達成する

ための研究課題として，①｢深地層の科学的研究｣および

②｢地層処分研究開発(｢工学技術の信頼性向上｣，｢安全

評価手法の高度化｣)を設定している。幌延計画において

は①と②の両方の研究課題，瑞浪計画においては①の研

究課題に取り組んでいる。

原子力機構の 2つの深地層の研究施設は，IAEAの分

類による｢Generic URL｣(最終処分場としない場所で技

術を磨く研究施設)である。幌延計画，瑞浪計画とも開

始するにあたり地元自治体との間で，研究所に放射性廃

棄物を持ち込まないことや使用することをしないこと，

処分場にはしないことなどを記した協定を締結し，それ

を遵守して研究開発を進めている。

幌延計画と瑞浪計画の 2 つの URL 計画の違いとし

て，対象としている岩種の違いがあげられる。前者が堆

積岩(泥岩)を対象とし，後者は結晶質岩(花崗岩)を対象

としている。堆積岩は結晶質岩より軟らかく，地下水は

割れ目とともに粒子の間隙も流れ，結晶質岩は緻密で硬

く，地下水は主に割れ目を流れる。両者の違いを踏まえ

て研究開発を進め，わが国における幅広い地質環境を対

象とした地層処分の技術基盤の整備を目指して，研究開

発に取り組んでいる。

幌延計画は深度 350m以深まで到達する 3本の立坑

(2 坑が 380m, 残り 1 坑が 365 m)および深度 140m，

250m，350mに調査坑道を，瑞浪計画では深度 500m

までの 2 本の立坑および深度 500mと 300mに主要な

水平坑道を整備している(図 1)。

URL計画は，上記①，②に関する地層処分技術を実際

の地質環境に適用して確認する役割，わが国固有の地質

環境を理解する役割とともに，深地層を体験・理解する

場としての役割がある。

2．URL 計画の進め方

URL 計画では，地層処分事業の段階的な進展に先行

して，第 1 段階：地上からの調査研究段階(ボーリング調

査や地表物理探査などの地上からの調査により，地下深

部の地質環境モデルの構築と，地下の地質環境の予測，

Overview of the Results of JAEA’ s Underground Research

Laboratory Projects：Takeshi Semba.

(2019 年 11月 12 日 受理)
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地下施設を安全に建設・維持するための設計・施工計画

の策定など)，第 2 段階：坑道掘削時の調査研究段階(坑

道を堀削しながら坑道堀削による周辺岩盤への影響の把

握，第 1 段階の予測の検証と，堀削技術などの工学技術

の有効性の確認など)，第 3段階：地下施設での調査研究

段階(研究坑道を利用した地表からの調査では取得が困

難な地質環境特性を把握するための調査技術，研究坑道

内の研究環境を適切に維持管理し安全を確保するための

技術の整備，加えて幌延では堆積岩環境における処分場

の設計・施工や操業・閉鎖に関わる処分技術，安全評価

手法などに関わる技術の開発など)と段階的に研究開発

を進めている(図 2)。

幌延計画では，第 1 段階を平成 13年に開始し，現在第

3段階の研究開発を実施している。瑞浪計画では，第 1

段階を平成 8年に開始し，現在第 3段階の研究開発を実

施している。

現在実施している第 3段階の研究開発は，平成 26年

度に抽出した｢必須の課題｣2)を対象としている。

Ⅲ．URL計画の成果の概要

1．第 1段階と第 2段階の成果の概要

第 1 段階においては，調査からモデル化・解析，評価

を通して，地層処分にとって重要な地質環境特性を把握

し，得られた技術的知見を踏まえて，調査・評価のため

の方法論を示すとともに，重要な調査技術や解析技術を

( 11 )日本原子力学会誌，Vol.62，No.4 (2020)
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図 1 坑道展開図

(出典)原子力機構，JAEA-Research 2015-0071)，p.1, 図 1．1-1 より転載

図 2 深地層の研究施設計画の進め方

(出典)原子力機構 HP,

https://www.jaea.go.jp/04/tisou/houkokukai/pdf/nendo_h27_1_

3.pdf, p.4より転載
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整備した。また，地下施設を安全に建設・維持するため

の設計・施工計画を策定した3〜5)。

第 2 段階においては，研究坑道を掘削しながら，坑道

壁面での調査や坑道から堀削したボーリング孔でのモニ

タリング調査などを行い，新規に取得した情報に基づい

て繰り返しモデルの更新を行った。得られた結果と第 1

段階での予測結果を比較することにより，地上からの調

査段階における調査項目・組み合わせや調査の限界など

を例示的に明らかにした。加えて，坑道掘削に伴う水

圧・水質などの変化の調査・評価手法を開発した。また，

坑道掘削中に遭遇する事象(湧水，メタンガス発生など)

に対応する既存技術の有効性評価とともに技術の高度化

を実施し，地下での調査・試験に必要な坑道を安全・確

実に掘削した実例を提示した1, 6, 7)。さらに，幌延計画

においては，原位置において，人工バリアなどの工学技

術の検証の一環として，低アルカリコンクリート施工確

認試験や低アルカリ性セメントのグラウト試験などを実

施し，前者については通常のコンクリート材料と同様に

施工できることを，後者については十分な湧水抑制効果

が得られることを明らかにした6)。

2．第 3段階の成果の概要

(1)幌延計画

Ⅱ．2．で述べた｢必須の課題｣として，以下の 3つの課

題を設定した。研究開発は，国内外の大学や研究開発機

関などの協力を得ながら進めている。また，令和元年度

末を目途として，平成 27年度から令和元年度の間の必

須の課題の研究開発成果の取りまとめを行っているとこ

ろである。

①実際の地質環境における人工バリアの適用性確認

②処分概念オプションの実証

③地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証

①は，実際の地質環境において，人工バリアや周辺岩

盤中での熱-水-応力-化学連成挙動や物質移行現象など

を計測・評価するための技術を確認することを目的とし

て2)，i)人工バリア性能確認試験，ii)オーバーパック腐

食試験，iii)物質移行試験を行っている。

人工バリア性能確認試験については，幌延の地質環境

を事例の一つとして，処分孔竪置き方式を対象として実

規模の人工バリアを設置し，実環境下において人工バリ

ア定置後の再冠水までの過渡期の現象を評価する事を目

的としている。これまでに，人工バリアや埋め戻し材に

関連し，堀削ズリ混合埋め戻し材(ベントナイト：40％，

堀削ズリ：60％)を製作し，転圧締固めおよび埋め戻し

材ブロックによる原位置施工を実証した。埋め戻し材に

ついては管理基準を設けて品質管理し，設計仕様を満た

す施工が行えることを明らかにするなど品質管理手法の

実例を示すことができた8)。また，模擬オーバーパック

を約 100℃に設定した状態で，熱-水-応力-化学連成挙

動に関わる検証データを取得するとともに，連成挙動の

評価手法の整備を進めている。この一環として，緩衝材

の膨潤変形による密度変化に伴う熱特性，水理特性およ

び力学特性の密度依存性を考慮できるようモデルを改良

した9)。

オーバーパック腐食試験については，幌延を事例とし

て，塩水系地下水環境におけるオーバーパックの耐食性

や腐食モニタリング手法の適用性を確認することを目的

とした，工学的スケールでの原位置試験を実施した。約

3.5年間にわたり炭素鋼腐食センサーなどによりモニタ

リングを行った後，試験体を取り出し，オーバーパック

を分析したところ，オーバーパックの溶接部と母材で腐

食挙動に有意な差は認められないことや，腐食深さの平

均は 3.5年間で約 5 mで，炭素鋼腐食センサーによる

モニタリングにより得られた腐食速度(約 1〜5 m)と概

ね整合する結果であることが把握でき，既往のオーバー

パックの腐食評価手法の保守性を確認した9)。

物質移行試験については，割れ目を有する堆積岩の物

質移行特性評価手法を構築することと，泥岩中の割れ目

を対象としたトレーサー試験手法を構築することを目的

としている。これまでに，例えば，溶存ガスが存在する

などの泥岩中で想定される地質環境条件における割れ目

中の原位置トレーサー試験手法を提示10)するなどの成

果をあげた。

②では，人工バリアの設置環境の地質環境条件や深度

依存性を考慮しつつ，種々の処分概念オプションの工学

的実現性を実証することを目的として，多様な地質環境

条件に対して柔軟な処分場設計を行うことを支援する技

術オプションの整備を進めている。これまでに，実際の

地質環境における一連の湧水抑制対策技術を実証するた

めの研究の一環として，突発的な大量湧水を回避するた

めの予測手法を開発した11)。また，地下環境での搬送定

置・回収技術に関する研究として，原子力環境整備促

進・資金管理センターとの共同研究として，処分坑道横

置き・PEM (Prefabricated Engineered barrier system

Module) 方式での地下環境での人工バリアの搬送定置・

回収技術に関する研究を実施し，現場打設のコンクリー

ト坑道面においてもエアベアリング方式で重量物(約 36

t)の搬送が可能であることを明らかにした。また，PEM

と坑道間の隙間に対して下部狭隘部にはペレット方式

で，上部空間には吹付け方式により隙間充填試験を実施

し，全体として目標としていた密度(1.60Mg/m3)を達

成できた9)。

③では，堆積岩が有する地震・断層活動などの地殻変

動に対する力学的・水理学的な緩衝能力を評価し，堆積

岩地域における処分場の立地選定や設計を，より科学

的・合理的に行うための技術と知見を整備した。これま

でに，再活動した断層の透水性を推定するための指標お

よび透水性と当該指標の関係式を提案12)し，その妥当性

( 12 ) 日本原子力学会誌，Vol.62，No.4 (2020)
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を明らかにするための原位置での試験を実施した。試験

により新たにせん断変形が起こったり，有効応力が低下

したとしても，断層帯亀裂の透水性は関係式から求めら

れる値の範囲を超えないことが明らかにでき，当該経験

式により将来的な断層運動に伴う断層の透水性の変化予

測に適用できる見通しを得た9)。

また，深地層を体験・理解する場としての役割を踏ま

え，国民との相互理解の促進に資するための活動を進め

ている。この一環として，定期的に報告会を開催するほ

か，施設見学会を開催するなど地下研究坑道を積極的に

公開している。平成 19 年から平成 31 年 3 月までのゆめ

地創館(幌延深地層研究センターで行っている高レベル

放射性廃棄物の地層処分技術に関する研究内容について

紹介している PR 施設)への来館者数は約 11万人，地下

研究施設の入坑者数は約 11,000人である。

(2)瑞浪計画

Ⅱ．2．で述べた｢必須の課題｣として，以下の 3つの課

題を設定した。瑞浪計画においても幌延計画と同様に，

国内外の大学や研究開発機関などの協力を得ながら研究

開発を進めている。また，令和元年度末を目途として，

平成 27年度から令和元年度の間の必須の課題の研究開

発成果の取りまとめを行っているところである。

①地下坑道における工学的対策技術の開発

②物質移動モデル化技術の開発

③坑道埋め戻し技術の開発

①の課題では，坑道への湧水量をプレグラウチングと

ポストグラウチングの組合せによって制御可能とする

ウォータータイトグラウト施工技術を実証することなど

を目標に研究開発を進めてきた。これまでに，深度

500mという高水圧環境下における湧水抑制技術を開発

した13)。坑道掘削前後のグラウチング(プレグラウチン

グとポストグラウチング)を併用することにより，グラ

ウチングを実施しない場合の予測値に対して，湧水量を

約 100 分の 1まで低減することができた。

②の課題では，花崗岩中の割れ目での物質の移動現象

を理解し，モデル化するための調査解析を実施すること

と，割れ目の透水性および地下水流動・水質の長期的変

化や地下水流動の緩慢さを明らかにすることを目標とし

て，研究開発を進めてきた。これまでに，物質移動経路

となり得る微小空隙の把握手法を整備するとともに，わ

が国の花崗岩健岩部においてもマトリクス拡散が生じる

可能性を提示した14)。また，坑道閉鎖環境において，地

下水および懸濁態粒子に含まれる希土類元素の挙動につ

いて調べた結果，地下水中に溶けている希土類元素が坑

道壁面の吹付コンクリートに沈着したり，微細粒子に付

着した希土類元素が粒子同士で凝集して沈殿することに

よって地下水から取り除かれ，濃度が低下することがわ

かった15)。

③の課題では，坑道の一部を地下水で冠水させること

によって，地下水の水圧・水質および坑道周辺岩盤の化

学的・力学的変化を観察し，地質環境の回復能力などを

評価するとともに，地質環境に応じた埋め戻し技術の構

築を目指すことなどを目標に研究開発を進めてきた。こ

れまでに，深度 500mの坑道に止水壁を設け，その奥側

の坑道を，地下水による冠水と排水を繰り返し，地下施

設の建設・操業により乱れた地質環境の変化を観測した

ところ，坑道掘削に伴う水理学的な擾乱は，坑道閉鎖に

伴い初期状態まで回復する可能性を示すことが明らかに

なった16)。また，坑道の掘削に伴い変化した地下水の水

圧や酸化還元状態は，坑道冠水以降，数か月程度で元の

状態に回復することが確認されるなど17)，坑道の建設・

維持管理時の化学環境の擾乱，坑道閉鎖後の還元環境の

プロセスを推察することができた。

また，瑞浪計画においても国民との相互理解の促進に

資するための活動として，定期的に報告会を開催するほ

か，同じく施設見学会を開催するなど地下の研究坑道を

積極的に公開している。平成 14年から平成 31 年 3 月ま

での入坑者数は約 21,000人である。

Ⅳ．おわりに

原子力機構は，わが国の地層処分事業とその安全規制

の両面を支えるため，地層処分事業の段階的な進展に先

行して，2 つの URL 計画を第 1 段階〜第 3段階と段階

的に進めている。現在は第 3段階の研究開発を進めてい

る。この 2 つの URL 計画で得られた成果はこれまで論

文や技術資料としてとりまとめ発信してきた。今後とも

地元と締結した協定などを遵守し，地層処分の技術基盤

の整備を目指して，関係機関とのより一層の連携・協力

を図りながら研究開発に取り組み，成果を発信してい

く。

加えて，URL計画には深地層を体験・理解する場とし

ての役割がある。これまでも施設見学会を開催し，地下

の研究坑道を積極的に公開するなど，国民との相互理解

の促進に資する活動をしてきた。今後とも，施設の公開

や各種イベントを通じて，国民との相互理解のさらなる

醸成に向け努めていく。
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｢深地層の研究施設におけるこれまでの成果と今後への期待｣−バックエンド部会活動報告 2

原環センターにおける深地層の研究施設を活用した
研究開発について

原子力環境整備促進・資金管理センター 小林 正人

高レベル放射性廃棄物の地層処分の工学技術の開発・整備において，原環センターでは深

地層の研究施設を活用した試験を実施している。地下研究施設はオーバーパックや緩衝材と

いった人工バリア材料の原位置における状態変遷を確認するだけではなく，操業に係る技術

の実証試験の場としても有効である。その利点を最大限に発揮できるよう，｢地上/地下の特

徴を生かした試験の組み合わせ｣，｢段階的な技術開発の一条件｣，｢技術整備状況の説明性の

向上｣などに留意して，試験計画の策定や試験を実施することが望ましいと考える。

KEYWORDS: Underground research laboratory, Development of engineering, Corrosion of Carbon steel

overpack, Large scale experiment, Actual underground environment

Ⅰ．まえがき

地層処分研究開発第 2次取りまとめ1)(以下｢第 2 次取

りまとめ｣という)に示された高レベル放射性廃棄物の人

工バリア構成および定置概念に対して，原環センターで

は製作・施工，品質評価といった工学的観点から技術の

整備を進めてきた。2013 年度から日本原子力研究開発

機構と共同研究契約を締結し，幌延深地層研究センター

(以下｢幌延 URL｣という)の地下研究施設を活用した原

位置試験を行っている。図 1に幌延 URL 地下 350 m 調

査坑道における試験の実施位置と項目を示す。

地下研究施設での試験をより効果的に実施するため，

試験計画における地下研究施設の位置付けや内容の検討

が重要となる。本報告では原環センターが幌延 URL を

活用して実施した工学技術の試験について紹介する。

Ⅱ．地下研究施設における工学技術の試験

高レベル放射性廃棄物の地層処分のバリアシステム

は，ガラス固化体/オーバーパック/緩衝材から成る人工

バリアと，岩盤(天然バリア)で構成されている。工学技

術の地下研究施設での試験をより効果的に実施するた

め，試験の位置付けを整理し，試験計画に反映した。

人工バリアに係るものとしては，例えば地上に設けら

れた施設でのオーバーパックの溶接封入，地下の岩盤内

に建設された坑道内での人工バリアの搬送・定置のよう

に地質環境に直接依存しない部分と，定置後のオーバー

パックの腐食や緩衝材の浸潤・流出挙動のように定置さ

れた環境に依存するものが挙げられる。前者はある目的

を達成するための技術と作業空間(場所)，後者は人工バ

リアの材料と定置環境との関係として整理することがで

きる。これらは空間や環境という境界を設定し技術と場

所を切り分けることで，試験の目的に合致した環境を人

工的にでも構築すれば試験自体は地上施設でも可能とな

る。これは岩盤自体が試験の対象となる天然バリアに係

る試験(例えば，岩盤物性値の取得，岩盤内での物質移行

の挙動評価など)と大きく異なる点である。

さらに幌延 URL はジェネリックな地下研究施設であ

ることから，この URL で整備した技術の実事業への適

用や，炭素鋼製オーバーパックの腐食や緩衝材の流出な

どに影響する環境は実際に地層処分場となるサイトと異

なる。

このような背景を踏まえ，地下研究施設を活用した工

学技術の試験を実施した。

Research and Development at Underground Research

Laboratories by RWMC：Masato Kobayashi.

(2019年 12月 19日 受理)

( 15 )日本原子力学会誌，Vol.62，No.4 (2020)

191

図 1 幌延URLにおける原環センターの取組み
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Ⅲ．地下研究施設における工学技術の試験

図 1 に示した幌延 URL における原環センターの取り

組みは，地下環境での人工バリアの変遷挙動の把握

(オーバーパックの腐食，緩衝材の流出)と，工学技術の

実証(無線伝送技術，人工バリアの操業技術)の 2つに大

別される。以下では｢オーバーパック溶接部の腐食試験｣

を例に，地上施設と地下研究施設の試験の繋がりを紹介

する。

第 2次取りまとめで示された炭素鋼オーバーパックは

耐圧性，放射線遮へい性，腐食代を考慮して 190㎜の板

厚を有する円筒型形状である。原環センターではオー

バーパック製作技術や長期閉じ込め性の評価に資する腐

食データの拡充を主とした研究開発を行ってきた2)。

閉じ込め性を確保したオーバーパックの封入手法とし

て溶接技術を選定し，蓋構造を模擬した厚板狭開先の溶

接試験を通して技術的な実現性を示した。溶接部はその

作業による入熱や溶接ワイヤーの使用により金属組織や

化学成分が母材と異なることから，容器の寿命評価に必

要な腐食速度などの挙動が母材と異なる可能性がある。

そこで溶接部に対してもオーバーパックの腐食代の設定

根拠となった炭素鋼母材の腐食試験と同様の室内試験を

実施し，腐食挙動が母材と同等であることを確認した。

室内試験の特徴として，以下の点が挙げられる。

・ジェネリックな環境を想定した 2種類の模擬地下水

海水系(SSW: ASTM D1141相当)

降雨系(SFW: 2.5mM-NaCl+2.5mM-NaHCO3)

・試験環境

環境を簡易的に再現した水溶液環境

チタン製カラムを使用した緩衝材共存環境

大気開放／低酸素雰囲気(窒素脱気)

・試験片

大きさ：数〜十数㎝，形状：平板

室内試験は試験環境が既知，試験片が小型であるため

数量を増やすことが容易，取出し時期を任意に設定する

ことが可能などの利点があり，腐食現象を詳細に分析・

評価することに適している。一方，チタンカラムを使用

した緩衝材共存下の試験では，小型故に緩衝材が 2週間

程度で飽和し，試験片全体が速やかに均一な環境に移行

する。オーバーパックの寿命評価の信頼性向上のために

は，場の不均一性を含めた腐食挙動を把握する必要があ

る。このような室内試験での実施が難しい項目を，地下

研究施設での腐食試験の目的とした。地下研究施設での

オーバーパック溶接部の腐食試験の狙いを以下に示す。

・室内試験の実施項目の妥当性の確認。

・人工バリアの定置から緩衝材の飽和までの環境の変

遷を再現した試験系。

・試験系の大きさが腐食挙動に及ぼす影響の把握。

上記を実現するための試験設備を図 3に示す。

試験体となる模擬オーバーパックは直径 100㎜，有効

長 1,250㎜の円柱形状で，溶接部の腐食挙動を把握する

ため，長手方向に TIG(Tungsten Inert Gas)溶接線を 2

本付与した。緩衝材は内径 110㎜，外径 300㎜，厚さ

100㎜のドーナツ形状のブロックを基本として，模擬

オーバーパック周囲に積み重ねることで，実際の緩衝材

ブロックでも生じる隙間を再現した。またブロック内に

は種々のセンサーを埋め込んでいる。このような試験装

置を地下試験坑道に掘削した裸孔に設置し，母岩から湧

出する地下水を試験に利用した。

( 16 ) 日本原子力学会誌，Vol.62，No.4 (2020)
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図 2 室内試験の試験片(チタンカラム試験)

写真は還元性雰囲気での水素分析用試験片 図 3 試験設備全景(地上施設での仮組立ての様子)
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この地下研究施設での腐食試験では，環境と寸法の 2

つの因子が室内試験に対して変化していることから，解

体後の分析の際にどちらの因子が有意であるか判断する

ことが難しくなる。そこで環境が制御できる地上施設に

て，図 3 と同じ構成の試験設備を構築し，幌延URLの地

下水組成を模擬した脱気環境下での腐食試験を並行して

実施することで，寸法の影響を確認できるようにした。

一定の期間経過後の試験片に対して腐食量や腐食の不

均一性を取得するため，重量計測や表面形状計測などの

分析を行った。室内試験では図 2のように小型であるた

め，電子天秤による精緻な重量減少量の測定や，数百㎛

ピッチでのレーザーによる非接触の形状計測が可能であ

る。一方，試験体は重量が 100㎏超であり，精緻な計量

は困難である。また試験体の表面積が大きいため，試験

片と同様に数百㎛で形状計測を行うと計測時間やデー

タ点数が膨大になり現実的ではない。場の不均一性によ

る炭素鋼オーバーパックの腐食挙動の把握が地下研究施

設での試験の主目的であるため，この目的に合わせて数

㎝ピッチの形状計測(接触式)や表面の腐食状況のライン

スキャナを改造した表面観察装置(図 4)など試験体の大

きさに合わせた分析方法を採用した。

試験体が円柱形状の為，写真撮影では正面を除く部位

の表面性状が判別し辛くなるが，この工夫により側面の

外観を展開写真として得ることが可能になった(図 5)。

地下研究施設を活用した試験の詳細については当該年

度の報告書3)に譲るが，大型試験体の表面に顕著な腐食

の局在化が見られない，母材と溶接部で腐食挙動に有意

な差が生じていないなど，試験点数 1 の結果ではあるも

のの，実際の定置後の状態変遷に近い環境下での腐食挙

動が室内試験で取得した結果と大きな違いが無いことが

確認できた。これにより定置から緩衝材の飽和までの変

遷期間における炭素鋼および炭素鋼溶接部の腐食挙動が

明らかになり，この変遷期間を酸化性雰囲気と還元性雰

囲気の 2つの条件とした室内試験はオーバーパックの寿

命を評価するための試験として妥当であると言える。

Ⅳ．深地層の研究施設で得られる効果

原環センターが地下研究施設を活用して実施した工学

技術の試験では，地下環境を試験の一条件として利用し

ており，地質構造や地下水の流れなど地下の環境自体を

対象としていない。地下研究施設での試験の位置付けを

以下の様に整理した。

1．地上／地下の特徴を生かした試験の組み合わせ

前述のオーバーパック溶接部の腐食試験は室内(地上

施設)と地下研究施設の 2カ所で実施した。室内試験は，

試験条件を目的に合わせて設定したり，現象に対する要

因を個々に評価するために単純化することができるた

め，現象の因果について精緻に把握することに向いてい

る。一方で，実際の地下での環境条件やその変遷を再現

することが困難である。これに対し，地下研究施設での

試験は，その場で実際に生じる現象を把握可能だが，要

因は複合的であり分離が難しく，また環境条件の把握は

設置した計測器に依存する。室内と地下の特徴を踏まえ

たそれぞれの試験の役割りを設定し，試験計画に反映す

ることが重要である。

2．段階的な技術開発の一条件としての活用

本報告では詳細を割愛したが，幌延 URL 試験坑道 2

において処分坑道横置き・PEM (Prefabricated EBS

Module)方式の搬送定置・回収技術の実証試験を実施中

である4)。この試験の主目的は'地下環境で PEMを回

収する技術がある(ことを示すことであるが，技術開発

の程度を客観的に示すため技術の適用性評価に資する

データも併せて取得することにも主眼を置き，段階的に

技術開発を進める方式を採った。まず，試験条件を設定

し易い地上施設で要素技術の試験，続いて要素技術を統

合した試験と段階を踏んで技術の実現性を確認した。地

下環境での実証試験は'予め地上施設で実施した試験を

試験坑道内に再現すること(とすることで，地上施設で

得られた知見に基づいた試験となるとともに，成果を

( 17 )日本原子力学会誌，Vol.62，No.4 (2020)
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図 4 模擬オーバーパックの外観観察の様子

図 5 円柱形状の試験体表面 展開写真の一例

縦線は 180℃対向で付与した TIG溶接線
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フィードバックすることで，今後の技術開発課題が明確

になるように工夫している。

3．技術整備状況の説明性の向上

地層処分事業に係わる技術や成果を発信する手段は検

討や開発の進捗によって移り変わる。検討初期の概念的

な段階では文章や模式図，技術開発が進むとエビデンス

となるデータ，装置の写真試験状況の動画などより現実

的なものが拡充されていく。地下研究施設を活用した試

験の実施および得られた成果は，地層処分事業の工学技

術の整備状況を広く一般に伝える場面において，内容だ

けではなく地下で実現可能な技術が存在するというファ

クトを示すことによって，信頼性の高い説明に貢献する

と考えられる。先に述べた地下環境での搬送定置・回収

技術の実証試験においても，この点に留意し様々な場面

を動画として記録している(図 6)。

4．精密調査段階前の予行的な検討

1〜3 で述べたように，地下研究施設を活用した試験を

地層処分事業に先駆けて実施し得られた成果は，精密調

査段階後半に計画される地下調査施設での原位置試験・

実証試験で取り扱う課題を明確にし，スムーズな調査施

設の整備計画，試験の遂行に貢献すると考えられる。

Ⅴ．あとがき

地下研究施設を活用した地層処分事業の工学技術の整

備は，大きな効果を得ることができる。計画の立案，試

験の遂行においては，地下研究施設の特徴を把握し，目

的に応じて地上施設(実験室)と併せて活用することが重

要であると考える。今後も開かれた地下研究施設とし

て，多くの技術開発の機会の提供，多くの機関・技術者

の交流の場となることを期待する。

Ⅵ．付記

本報告における地下研究施設を活用した試験は，日本

原子力研究開発機構幌延深地層研究センターと共同研究

契約｢人工バリア等の健全性評価および無線計測技術の

適用性に関する研究｣｢搬送定置・回収技術の実証的検討

に関する研究｣を締結し，地下 350 m 試験坑道で実施し

たものである。

本報告は経済産業省資源エネルギー庁委託事業｢処分

システム工学確証技術開発(平成 25 年度〜平成 29 年

度)｣，｢可逆性・回収可能性調査・技術高度化開発(平成

27年度〜平成 30 年度)｣の成果の一部である。
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図 6 試験坑道内での動画撮影の様子

(流体的方式による隙間充填材除去試験)
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｢深地層の研究施設におけるこれまでの成果と今後への期待｣−バックエンド部会活動報告 3

電力中央研究所における深地層の研究施設を活用した
研究開発について

電力中央研究所 幡谷 竜太，田中 靖治，長谷川 琢磨，窪田 健二

電力中央研究所は，2002 年度より，日本原子力研究開発機構の瑞浪超深地層研究所と幌延

深地層研究センターおよびそれらの周辺において，地質環境分野の地層処分研究を進めてき

た。その主な成果として，1)地下水年代測定手法の改良などによる高度化，2)割れ目が多い

深成岩体(花崗岩類)の原位置でのトレーサー試験とその数値解析手法から成る物質移行特性

評価手法の開発，3)地下深部に掘削された坑道周りの掘削影響領域の経時変化の把握などが

ある。これらの成果は，いずれも，地下深部の地層を直接見ることによって可能となったも

のである。

KEYWORDS: geological disposal, underground research laboratory, groundwater dating, transport property,

excavate damage zone

Ⅰ．はじめに

一般財団法人電力中央研究所(以下，｢電中研｣)では，

2002 年度より，日本原子力研究開発機構(以下，｢JAEA｣)

との共同研究として，瑞浪超深地層研究所と幌延深地層

研究センターおよびそれらの周辺において，地下水流動，

物質移行などの研究を展開してきた。本稿では，これら

のうちの主なものについて紹介するとともに，深地層の

研究施設を活用した研究開発の意義について触れる。

Ⅱ．地下水年代

1．研究の背景とこれまでの経緯

地下水シナリオにおいて，地下水の流速が重要になる

が，流速が遅い場合，直接計測することが難しい。この

ため，電中研では，天然に存在する放射性同位体や希ガ

スを用いた地下水年代(滞留時間)測定による地下水流速

の評価法の開発を瑞浪超深地層研究所と幌延深地層研究

センター周辺を研究対象として進めている。瑞浪では 2

万年程度で地下水が循環1)，幌延では深部に百万年以上

前の地下水が残留しており2)，古い地下水年代測定手法

の開発・適用の研究対象として適している。

2．主な成果

(1)瑞浪における地下水年代研究

瑞浪超深地層研究所を含む地域は，深部に花崗岩類が

広く分布する。広域的には，2万年程度で地下水が循環

していると推定され，研究所は流出域に位置している1)。

流出域のボーリング調査における 14C を用いた年代測

定では，14C の前処理がうまくいかない(沈殿ができな

い)，4He の原位置生成とフラックスの分離ができない

などの技術的な課題があり，適切に地下水年代が推定で

きず，バラツキの大きい結果となっていた。しかし，地

下坑道からの採水では，品質の良いサンプルを比較的簡

単に繰り返し採取することができた。このため，14C の

前処理方法を検討し，沈殿法からガス化法に変更し，こ

れにより安定した測定を実現できるようになった2)。ま

た，4He濃度についても，繰り返し計測を行うことによ

り，原位置生成とフラックスの分離ができることを示す

ことができた。さらに，温度による希ガスの溶解度の温

度依存性から涵養温度を推定する希ガス温度計という方

法についても適用することが可能となった。

この結果，流出域(地下坑道周辺)での地下水年代を 2

万年程度と推定できるようになった。また，希ガス温度

計から，地下坑道周辺の地下水の涵養温度が 6℃程度と

推定できた。これは，周辺でのモダンアナログ法により

推定されている氷期の気温とほぼ一致する。これによ

り，これまで水素・酸素同位体から定性的に推定してい

た氷期に涵養した地下水であることを希ガス温度計と地

下水年代から確認できた(図 1)。

このように，技術的な課題がいくつかあったが，立坑

での調査で解決できた。

(2)幌延における地下水研究

幌延深地層研究センター付近には，新第三系堆積岩類

が広く分布する。ここでは，瑞浪超深地層研究所に比べ

て地下水の流れが遅く，立坑周辺では，非常に古い塩分

の高い地下水(化石海水)が残留している可能性が示唆さ

Research and development at underground research laboratories

by CRIEPI：Ryuta Hataya, Yasuharu Tanaka, Takuma

Hasegawa, Kenji Kubota.

(2019年 11月 11 日 受理)
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れていた3)。しかし，流動性が低いため，ボーリング調

査では，採水が困難であった。また，コアでの調査は，

流れていない部分を調査している可能性(試料の代表性

の問題)が懸念されていた。

これに対し，立坑内の調査では，深部の複数個所で地

下水を採取することができた。この結果，地下水の
36Cl/Cl が放射平衡に達していることを明らかにした

(100 万年以上)。また，コア試料の分析で示唆された
4He の蓄積が，立坑の深部で採取した地下水でも同程度

であること(数百万年程度に相当)を確認できた。これら

のことから，コアと地下水の調査結果が同等であること

を示すことができ，新第三系堆積岩中に古い地下水が残

留していることを確認できた(図 2)。さらに，幌延では

メタンガス濃度が高く，コア試料では地下水中のHe ガ

ス濃度の測定が難しいが，立坑では，相対的に多くの地

下水試料が得られたことから，ガスの採取方法を検討す

ることができた。

一方，立坑中の地層境界などに見られた高透水部で

は，降水の混合が進んでいる傾向がみられた。これらの

ことと，Cl 濃度や水素・酸素同位体比の空間分布は非常

に緩やかに変化することから，地下水の流動は，移流で

はなく拡散が支配的な場ではないかと考えられた。

3．今後の展開

瑞浪超深地層研究所では，今年度，更なる精度向上・

確証を目指して，新しい地下水年代測定法(放射性希ガ

ス)の適用やデータを蓄積している。一方，幌延深地層

研究センターでは，降水の輸送形態や地下水年代を調査

するために，現在，拡散により分離する物質(Clと D)

や 
37Clの分別に基づく評価4)や，新しいトレーサーを

用いた地下水年代測定を実施している。

Ⅲ．物質移行

1．研究の背景とこれまでの経緯

原位置でのトレーサー試験では，地盤・岩盤の物質移

行特性を直接的に評価・確認することが可能である。そ

のため，当所では，①試験孔内で蛍光染料の濃度を直接

計測できる，②トレーサーと水の投入をシャープに切り

替えることができる，といった特長を有する原位置ト

レーサー試験装置を開発した。また，試験結果から割れ

目と岩石マトリクスを表現した 3次元モデルを用いた数

値解析により，岩盤の物質移行特性を評価する手法の開

発も進めてきた。そして，当所の開発した試験装置と評

価手法の有効性を検証するために，瑞浪超深地層研究所

において，花崗岩類を研究対象として，原位置トレー

( 20 ) 日本原子力学会誌，Vol.62，No.4 (2020)
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図 1 瑞浪地域における地下水流動の概念図(Hasegawa et al.1)に基づき作成)

図 2 幌延地区における地下水流動の概念図(Nakata et al.3)に加筆して作成)
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サー試験を中心とした物質移行試験研究を 2010 年より

進めている5)。

2．主な成果

トレーサー試験に先立ち，地下の研究施設の坑内で

ボーリング孔を複数本掘削し，地質・地下水調査により，

孔間距離数 m に広がる単一の水みち割れ目を確認し，

これを試験対象とした。

トレーサー試験では，トレーサーとして非収着性物質

である重水素とウラニン，収着性物質である Rbと Ba

の混合溶液をボーリング孔から対象割れ目に注入し，他

のボーリング孔で揚水を行うことにより回収した。ト

レーサー試験の結果，収着性物質が非収着性物質に比べ

て遅れて回収され，回収濃度のピークも低くなることが

確認された(図 3)。また，3次元モデルを用いた数値解

析(図 4)により，非収着性トレーサーの回収濃度からは

試験対象割れ目の開口幅と分散長を，収着性トレーサー

の濃度からは割れ目周辺のマトリクスに対する分配係数

を，それぞれ推定できた。推定された開口幅と分配係数

の値は，それぞれボアホール TVカメラによる計測結果

や室内収着バッチ試験結果と同程度であった。また，縦

分散長はトレーサー注入孔と回収孔の距離の約 8％と推

定されたが，多くの移行実験結果を整理し縦分散長は移

行距離の 1/10 倍を中心に 1/100〜1 倍の範囲に分布す

るとした先行研究6)と整合的である。

3．今後の展開

今年度は，多数の水みち割れ目のネットワークを対象

とした，より長い孔間距離での原位置トレーサー試験を

実施している。これらの成果は，我が国に多く見られる

割れ目密度の高い岩盤の水理・物質移行特性を調査・評

価する手法の確立に資すると考えられる。

Ⅳ．掘削影響

1．研究の背景とこれまでの経緯

掘削影響領域では，地圧や岩盤の強度との関係による

岩盤の損傷(掘削損傷領域)，間隙水圧の低下や脱ガスの

影響などによる水飽和度の低下(不飽和領域)，坑道周辺

の地圧分布の変化(応力再配分領域)など，岩盤に様々な

変化が生じると考えられており，これらは放射性核種の

移行に影響する可能性がある。そこで，電中研は JAEA

と共同で，幌延深地層研究センターの深部に分布する新

第三系堆積岩中に掘削された地下坑道の掘削影響領域の

調査を 2008年より実施している7, 8)。

( 21 )日本原子力学会誌，Vol.62，No.4 (2020)
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図 3 トレーサー試験結果と解析結果の比較

(破過曲線の実測値と計算値)

図 4 数値解析に使用した 3次元モデル

図 5 140m坑道掘削に伴う弾性波速度(P 波速度)と

比抵抗の経時変化(窪田ほか7))
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2．主な成果

これまでに，坑道掘削に伴う坑壁の周辺における割れ

目の形成や弾性波速度，比抵抗の変化等が捉えられた

(図 5)。また，掘削影響の深度による違いも見られた。

掘削損傷領域の範囲(坑壁からの距離)は，GL-140mで

最大約 0.45 m，GL-250mで最大約 1mと推察され，後

者がより割れ目が進展していると推察された。一方，不

飽和領域の範囲は，140m では坑壁から 1m 以内，

250m坑道では不飽和領域はほとんど形成されていない

と推察された。

3．今後の展開

今後は，岩盤の力学特性や化学特性，透水特性に関す

る深度による違いを詳細に検討することで，両深度の掘

削影響領域において生じた物理変化の要因を明らかにし

ていきたい。

Ⅴ．おわりに

深地層の研究施設では，ボーリング調査では得られな

い試料やデータを取得することができる。

欧米の楯状地(非常に古い地層)などと比べて割れ目の

分布密度が比較的高い岩盤，比較的新しい堆積軟岩，と

いった我が国に特徴的な地層を地表の影響(風化など)が

少ない状態で直接観察できる。

封圧採水や掘削水の除去は，地表からのボーリング調

査で実施する場合には多大な労力を要するが，深地層の

研究施設では相対的に容易であり，溶存ガスなどの地化

学特性の品質の良いデータを提供してくれる。

掘削影響領域に関する調査では，深部の坑道周りの岩

盤の経時変化についても 10 年以上にわたって調べてき

たが，地層処分の深度相当の地質環境の経時変化を直接

観察・計測して捉えられるという点でも施設の意義は大

きい。

これらのメリットは，地質環境特性の調査・評価技術

にとって，決定的に重要である。一方で，具体的には坑

道間で，あるいは，坑道と地表間でなど，地表とは異な

る条件下で，物理探査やトレーサー試験の深化といった

調査・評価技術の開発にも期待がかかる。

付記

本稿で紹介した地下水年代と物質移行の研究は，経済

産業省｢高レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技

術開発事業(岩盤中地下水移行評価確証技術開発)｣，同

｢高レベル放射性廃棄物等の地層処分技術に関する調査

等事業(岩盤中地下水流動評価技術高度化開発)｣の一環

である。また，掘削影響の研究は，日本原子力研究開発

機構と共同で実施したものの一部である。
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｢深地層の研究施設におけるこれまでの成果と今後への期待｣−バックエンド部会活動報告 4

海外施設での共同研究例と今後への期待

原子力発電環境整備機構 澁谷 早苗，藤﨑 淳

地層処分の実施主体である原子力発電環境整備機構は，現状において地下研究所などの研

究施設を有していないため，国内外の研究機関との連携を強化することで技術力の向上を

図っている。グリムゼル試験場(スイス)における国際共同研究においては，コロイドの生成

と移行挙動，セメント中の核種移行挙動，結晶質岩中の核種移行挙動，金属材料腐食挙動，

ベントナイトの高温影響に関するプロジェクトに参加し，地下研究施設での実測データ取得

と数理モデルの妥当性の確認に取り組んでいる。こうした海外施設での共同研究に携わるこ

とで，事業実施に必要なマネジメント能力向上や現場経験を通じた人材育成のみならず，国

際貢献にも寄与することが期待される。

KEYWORDS: Radioactive waste, Geological disposal, Collaboration project, Grimsel Test Site, Colloid,

Diffusion in granite and cement, Corrosion, T-H-M-C

Ⅰ．はじめに

原子力発電環境整備機構(以下，｢NUMO｣)は，高レベ

ル放射性廃棄物およびTRU等廃棄物の地層処分の実施

主体として，

①技術課題に関わる技術力の獲得

②研究インフラを利用した包括的な人材育成

③プロジェクト管理技術の強化

④国際貢献

といった様々な目的から国際共同研究を積極的に進めて

いる。表 1に NUMOが参加している国際共同研究およ

びプロジェクトとその目的を示す。特に地下研究施設を

利用したプロジェクトは，地層処分場を設置するような

実際の地下深部の条件で現象の理解やモデル・データの

開発，工学技術の実証という観点で重要な場と位置づけ

ている。

地層処分場の閉鎖後長期の安全性の評価においては，

処分場で生起する現象に関する知識や数理モデルを用い

て処分場の状態変遷を考慮したシナリオを記述し，シナ

リオに対応した核種移行プロセスのモデル数値解析を行

う。事業期間を通じて安全性の評価の信頼性を確保し，

より高めていくために，現象に関する知識の蓄積や数理

モデルの妥当性を絶えず確認していくことが重要であ

る。このことから，室内試験および原位置試験における

実測データの取得や，実測データとモデル計算の結果と

の比較・評価を行うための｢場｣が必要であり，その一つ

として，NUMO はスイス放射性廃棄物管理組合(以下， ｢Nagra｣)のグリムゼル試験場(以下，｢GTS｣)における

国際共同プロジェクト(以下，｢GTS Phase VI｣)1〜3)に

2016 年度から参加している。GTS Phase VIには，日本

原子力研究開発機構(以下，｢JAEA｣)と共同で参加して

Overview of International Cooperation at Foreign URL and Its

Future Development：Sanae Shibutani, Kiyoshi Fujisaki.

(2019 年 11 月 29 日 受理)
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表 1 NUMOが参加する国際共同研究と目的

国際共同研究／プロジェクト 目 的※

NWMO：銅コーティングオーバーパック ①

LBNL：断層の水理／力学的挙動 ①，②，④

Nagra：地下水調査手法整備 ①，③，④

Nagra：グリムゼ

ル試験場における

国際共同研究

(Phase VI)

CFM(コロイド生成・核種

移行試験)
①，②

CIM(長期変質セメント中

の移行試験)
①，②

LTD(長期拡散試験) ①，②

MaCoTe (金属材料腐食

試験)
①，②

HotBENT(ベントナイト

の高温影響試験)
①，②

SKB：エスポ岩盤

研究所における国

際共同研究

横置き定置概念 KBS-3H

の実規模実証試験(解体)
①，②，③

人工バリアタスクフォース ①，④

OECD/NEA 国際

プロジェクト

EGOS(操業安全性に関す

る検討)
①，④

Clay Club(堆積岩に関す

る検討)
④

Crystalline Club (結晶質

岩に関する検討)
③，④

FEP Database(国際 FEP

データベース整備)
④

国際共同プロジェクト(ボーリング孔閉塞技術) ①，④

国際共同プロジェクト BIOPROTA(生活圏

モデル・データに関する検討)
①，④

国際共同プロジェクトNAWG(ナチュラルアナ

ログに関する検討)
①，④

※表中の番号は左段の①②③④と対応
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おり，原位置における試験データの取得・評価に協働し

て取り組むことによって，これまで研究開発機関として

GTS Phase VIにも参加していた JAEAに蓄積されてい

る知識や経験をNUMOへ円滑に移転することを併せて

志向している。

Ⅱ．GTS Phase VI の概要とNUMOが

参加しているプロジェクト

GTSはスイスアルプスの結晶質岩中に位置し，1984 年

からNagraが運営している。特筆すべき特徴として，試

験場内の放射線管理区域(IAEA Level B/C)としている坑

道で放射性トレーサーを用いた試験の実施が可能である

ことがあげられる。GTS PhaseVIでは，現在 12ヶ国から

20を超える機関が参加し，10件の国際共同研究プロジェ

クトが進行中である2, 3)。NUMOはこれらの国際共同研

究プロジェクトのうち，CFM (Colloid Formation and

Migration)，CIM(Carbon IodineMigration)，LTD (Long

Term Diffusion)，MaCoTe (Material Corrosion Test)，

HotBENT (High Temperature Effects on Bentonite)の 5

件に参加している(2019 年 11 月時点)。以下にこれらの

プロジェクトにおける試験の概要を示す。

1．CFM(Colloid Formation and Migration)

本プロジェクトでは，人工バリア材料であるベントナ

イトが地下水との接触によりベントナイトコロイドを生

成する挙動，生成されたベントナイトコロイドが母岩の

割れ目中を移行する挙動，および放射性核種の移行挙動

に対するコロイドの影響の理解を目的として，原位置・

室内試験の実施と解析モデルの構築，実測データと解析

結果との比較によるモデルの検証を図る。

GTSでは，坑道から母岩に掘削したボーリング孔に

放射性核種の溶液を内包したベントナイトを設置し，坑

道に設置した回収孔を通して亀裂中を移行したコロイド

と放射性核種の量を計測した(図 1参照)。本プロジェク

トは 2004 年から継続されている。現在はコロイド移行

試験を完了し，原位置から回収したベントナイト，母岩，

亀裂におけるコロイドや放射性核種の分布を分析してい

る。

2．CIM(Carbon Iodine Migration)

本プロジェクトでは，セメント系材料中の C-14 と

I-129の移行遅延特性の理解を目的として，試験手法の

開発と解析手法の高度化を図る。セメント系材料で埋め

戻した過去の別プロジェクトで用いられたボーリング孔

(セメント系材料で埋め戻してから 14 年経過)中に放射

性トレーサー(C-14, I-129, H-3, Cl-36, Cs-134, Ba-133)

を循環させ，セメント系材料中の移行挙動をモニタリン

グする試験を行う(図 2参照)。

本試験は 2018 年までに試験条件を検討し，2019 年は

試験装置類を設置している。日本においても，トレー

サー循環用に掘削したセメント系材料試料を用いた物性

分析，実験室内における拡散試験等を実施することを計

画している。

3．LTD(Long Term Diffusion)

本プロジェクトでは，母岩中の拡散による核種移行挙

動の理解を目的とし，坑道から掘削した 2 本のボーリン

グ孔間で放射性トレーサー(HTO, Na-22, Cl-36, Cs-134,

Ba-133)を用いて拡散試験を行う(図 3参照)。

( 24 ) 日本原子力学会誌，Vol.62，No.4 (2020)
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図 1 CFMにおける原位置試験の概念図

(出典)参考文献 1), Figure 3より転載

図 2 CIMにおける原位置試験の概念図

(出典)参考文献 1), Figure 11より転載

図 3 LTDにおける原位置試験の概念図

(出典)参考文献 2), Figure 8より転載
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本プロジェクトは 2004 年から継続されており，図 4

のように原位置観測データと拡散モデルによる計算結果

の良い一致が見られている4)。

4．MaCoTe(Material Corrosion Test)

本プロジェクトでは，嫌気性環境下における圧縮ベン

トナイト中での，炭素鋼，ステンレス鋼および銅の腐食

速度の確認，ベントナイト緩衝材による微生物活動の阻

害および微生物による腐食への影響に関する情報の取得

を目的として，圧縮ベントナイト中に金属片を埋設した

モジュール試料を坑道から掘削したボーリング孔内に設

置して腐食試験を行う(図 5参照)。

本プロジェクトは 2013 年から始められており，2018

年までに試験期間 1 年の試料分析を終え，データ解析を

進めている。2018 年からは，日本のオーバーパック材料

候補である炭素鋼試料を試験モジュールに加え，試験が

進められている。

5．HotBENT (High Temperature Effects on

Bentonite)

本プロジェクトでは，200 ℃までの高温環境における

実規模試験を行うことで，人工バリア材料の性能に及ぼ

す熱の影響について理解を深めることを目的としてい

る。主に高温下におけるベントナイト緩衝材の特性に対

するデータベースの拡充を図り，室内試験で得られるベ

ントナイト緩衝材の熱‐水理‐応力‐化学連成現象の評

価データやモデリング技術を実規模スケールで適用でき

るかについて実証的研究を行う。

原位置試験に関して，2018 年より詳細検討が始めら

れ，2020 年から試験開始される予定である。図 6に検討

中の試験体モジュールの構成案を示す。ベントナイトブ

ロックを土台として，その上に廃棄体を模擬したヒー

ター(図の中央部)を配置し，周りを粒状ベントナイト

(granular bentonite materials ; GBM)で埋め戻すという

構成である。

ベントナイト緩衝材の材料として，MX-80(Wyoming

タイプ Na 型ベントナイト)と BCV(チェコ産 Feの含

有量が多いベントナイト)が候補とされている。ベント

ナイト材料，ヒーター温度，試験期間等の試験条件を変

えた複数の試験体モジュールを坑道内に配置し，長期モ

ニタリングを行う。試験開始後は，5 年程度経過した時

点でいくつかの試験体を回収して状態の分析を行い，そ

の分析結果やモニタリングデータを基に他試験体の試験

期間を検討する計画となっている。

Ⅲ．海外の地下研究施設への期待

NUMOは包括的技術報告書(レビュー版)5)において，

これまでに蓄積されてきた科学的知見や技術を統合し，

地層処分の実施主体として，わが国の地質環境に対して

安全な地層処分を実現するための方法を説明するととも

に，技術的信頼性をさらに高めるために今後取り組むべ

き課題について示している。地層処分事業に対するス

テークホルダーの信頼をより強いものとしていくため

に，引き続きこうした課題に取り組む。その中では，サ

( 25 )日本原子力学会誌，Vol.62，No.4 (2020)
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図 4 原位置試験データとモデル計算結果の比較の例

(出典)参考文献 4) 図 1(a)より転載

図 5 MaCoTeにおける原位置試験の概念図

(出典)参考文献 2), Figure 4より転載

右：モジュール内のベントナイト中に試験片を設置した状態

左：モジュールをボーリング孔に設置した状態

図 6 HotBENTにおける原位置試験の概念図

(出典)参考文献 1), Figure 8より転載
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イトが特定された場合の，深部地質環境条件を含むサイ

トの環境条件の調査や評価，サイトの条件に適した処分

場の設計，建設・操業・閉鎖等を行うための技術の実証

を進める。合わせて，安全性の評価のための技術の信頼

性を向上させていくことも重要である。

こうした技術開発への取り組み，また，必要となる人

材の育成，プロジェクト管理技術の強化，日本の国際貢

献の場として，海外の地下研究施設には地層処分事業を

支援する有効なインフラとして機能することが期待され

る。
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解説

送配電設備に対する防災・減災対策の現状と課題

激甚化する台風災害への対応

電力中央研究所 地球工学研究所 朱牟田 善治，石川 智巳

2018 年，2019 年に台風をはじめとする気象災害が立て続けに発生しており，激甚化する傾向

にある。本論では，近年激甚化する傾向にある台風災害を例として，電力流通設備の防災・減

災対策の現状について解説する。2019 年に発生した台風 15 号，台風 19 号を含む既往の台風被

害事例を紹介し，特に都市圏に敷設されている電力流通設備の被害の特徴を例示する。これを

受け，送電設備と配電設備に着目した防災・減災対策として，近年，電力レジリエンスという

考え方に注目が置かれていることを指摘し，その現状と課題について解説する。

KEYWORDS: electric power transmission equipment, electric power distribution equipment, disaster

mitigation, resilience, typhoon disaster, damage prediction, disaster restoration, transmission tower, indirect

damage, flying object

Ⅰ．はじめに

近年，台風に関連する災害が立て続けに発生してお

り，気候変動に伴う災害の激甚化が懸念されている。一

方，都市機能を維持するうえで必要不可欠な基幹エネル

ギーである電力を供給するために必要な送電設備や配電

設備は，電力流通設備と呼ばれ，膨大な数に上る設備が

敷設されている。このような電力流通設備の災害対策

は，大きく 2つに大別できる。ひとつは，耐風設計や補

強対策を行い，構造物を気象外力に対して物理的に強く

するという視点からの防災対策(ハード対策)である。も

う一方は，設計で想定する以上の未曾有の地震が発生す

ることを前提として，ネットワーク多重化を含む応急復

旧等に関わる対応の合理化・迅速化という視点からの減

災対策(ソフト対策)である。多様な電力流通設備からな

る電力系統全体のレジリエンスは，このハード対策とソ

フト対策をバランスよく総合的に勘案することにより実

現されている。

本論では，近年，激甚化が懸念されている台風による

送電設備と配電設備の被害に着目し，その防災・減災対

策を例として，電力レジリエンス強化に向けた対策の現

状と課題について解説する。

Ⅱ．既往災害事例

1．送電設備の台風被害事例

台風による強風被害としては，支持物の倒壊，部材の

変形が挙げられる。古くは 1959 年の伊勢湾台風により

152 基，および 1961 年の第 2 室戸台風により 28 基の鉄

塔損壊が発生した。これらの被害を契機に，大型鉄塔の

損壊原因および設計手法などが検討され，現行の

JEC-1271)に反映された。その後，約 30 年は特に目立っ

た被害はなかったものの， 1990 年台に入り基幹送電線

路を含む設備被害が発生した。2000 年代以降，大規模な

災害は減少傾向にあったものの，2019 年台風 15 号にお

いて，鉄塔 2基の倒壊事故が発生した。以下，1991 年台

風 19 号，1999 年台風 18 号および 2002 年台風 21 号，

2019 年台風 15 号による鉄塔被害事例を示す。

(1)1991 年台風 19 号2)

1991 年台風 19 号により，九州地方，中国地方，四国地

方において，計 39 基の鉄塔損壊，61条の電線断線被害

が生じた。たとえば，四国地方では，愛媛県伊予三島地

区における法皇山脈の尾根上で鉄塔損壊被害が生じた。

ここは｢やまじ風｣と呼ばれる南よりの局地風の発生が知

られている箇所であり，被害発生時，最大瞬間風速

73.2m/sが記録された。この事故を受けて，地形影響の

重要性が改めて認識され，局地風の特性などに関する研

究3)が行われることとなった。

Current status and issues of disaster mitigation measures for

electric power transmission and distribution equipment：

Yoshiharu Shumuta, and Tomomi Ishikawa.

(2020 年 1月 8日 受理)
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(2)1999 年台風 18 号2)

1999 年台風 18 号により，九州地方において 220 kV

(500 kV設計)送電線路 4基(熊本県八代市から天草上島

に延びる宇土半島中央稜線部のやや南側東西に走行，南

側海岸線から約 3 km，標高約 300m)を含め，15 基の鉄

塔損壊および電線の断線(6条)，がいし破損(12 基)の設

備被害が生じた。基幹送電線路である 220 kV(500 kV

設計)送電線路の損壊は，台風による強風が局所的に強

まる｢海岸付近の特殊地形｣に位置し，地形による増速お

よび大きな風力を受ける線路走行(風向に対してほぼ直

角)により，設計を超える風荷重が作用したことが原因

とされた。

(3)2002 年台風 21 号2)

関東に上陸した 2002 年台風 21 号により，茨城県南部

(潮来市)の 275 kVおよび 66 kVの東西に延びる 2 線路

において，鉄塔 9基の損壊，1基での部材変形が生じた。

当該地点は台風中心部進路の東側約 50 kmに位置し，最

大旋衡風速半径の近傍にあったこと，風上は粗度の小さ

い水田・湖であったこともあり，被災地点近傍の送電用

鉄塔頂部に設置された風速計で，最大瞬間風速 56.7m/s

が記録された。本損壊事故では，上部のみが損傷を受け

た(1)，(2)の事例とは異なり，トリガー鉄塔とされる鉄

塔基礎(井筒基礎)に大きな鉛直変位(引上げ方向に最大

591mm)が生じており，この基礎の破壊による倒壊と考

えられた。なお，その他の設備被害は，強い強風に加え

てトリガー鉄塔倒壊による電線張力の増加が重なった 2

次被害であった。

(4)2019 年台風 15 号4)

2019 年 9月 9日に関東地方に上陸した台風 15 号は，

記録的な暴風となり，建物被害や崖崩れ等，甚大な被害

が発生した。台風 15 号の最大風速は，伊豆諸島と関東

地方南部の 6 地点で最大風速 30m/s以上の猛烈な風を

記録し，関東地方を中心に 19 地点で最大風速観測史上 1

位の記録を更新した。また，千葉県を中心に最大停電戸

数約 93.5万件の大規模停電が発生し，全面復旧までに約

2週間を要するなど，長期にわたる停電により国民生活

や経済活動に甚大な影響を及ぼした。本台風により，千

葉県君津市の東京電力管内の東西方向に延びる 66 kV

6回線の鉄塔 2基の倒壊事故や 1基の部材変形が発生し

た(図 1)。

2019 年台風 15 号の鉄塔被害を受け，2019 年 12月現

在，経済産業省電力安全課電力安全小委員会のもとに設

置された｢令和元年台風 15 号における鉄塔および電柱の

損壊事故調査検討WG｣において，倒壊・損傷の事実関係

の整理，事故原因調査，現行の技術基準の適切性，今後

の対策などについて検討が進められている4)。本WGに

報告された東京電力 PGの原因調査結果によれば，気圧

傾度の大きい台風が東京湾を通過することで千葉県にお

いて著しい強風が発生していたことに加え，数 km風上

の地形による風の増速に，直近斜面の風の増速が重畳し

たことで，設計風速以上の風速となり倒壊に至ったとし

ている。本台風で明らかとなった特殊地形は，1991 年

19 号台風被害では認識されておらず，現在，再発防止策

や技術基準への反映などが検討されている。

2．配電設備の台風被害事例

表 1は，2018 年，2019 年で多大な被害を発生させた台

風による電柱被害と最大停電戸数を比較している。台風

による電力設備被害のほとんどは，架空に設置されてい

る電柱などの配電設備に集中し，電力供給支障の主な原

因は配電設備の被害である。

これに対し，図 2は，被害の発生した 2018 年台風 21

号と 2019 年台風 15 号における原因別の電柱被害の内訳

を示す。配電設備被害の主要因は，風圧による直接被害

よりも図 3，図 4に示すような飛来物や樹木倒壊による

周辺施設の被害による 2次被害である。飛来物による被

害は，市街地ではトタン等の屋根材，郊外ではビニルハ

ウスの飛来によるものが多い。一方，森林地域などの山

間部に多発する配電設備被害は，配電設備に近接してい

( 28 ) 日本原子力学会誌，Vol.62，No.4 (2020)
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図 1 2019 年台風 15 号鉄塔被害状況

(出典：経産省WG資料4))

表 1 近年の配電設備被害概要5)

図 2 近年，発生した台風による電柱被害の主要因5, 6)



27-31_vol62_04-C_解説_PK.smd  Page 3 20/03/06 13:43  v3.40

る樹木の倒壊や枝折れなどが発生し，損傷した樹木が電

柱・電線などに接触することが主要因となっている。特

に，上記 2 台風は，周辺施設被害による電柱折損・倒壊

の多発した都市圏を含む配電設備被害であり，配電設備

の台風対策を考えるうえで周辺施設被害による 2次被害

への対応は，大きな課題となっている。

Ⅲ．送電設備の防災・減災対策

1．送電用鉄塔の設計基準と台風による鉄塔損壊

被害軽減対策

送電設備は，新規電源の遠隔化や用地取得事情等によ

り，海岸部，山岳部など，地理，地形的に複雑な箇所に

建設する場合が多い。このため，様々な地域特有の自然

の脅威に曝され，多様な自然災害に見舞われる。一方

で，台風や地震などによる力学的作用により設備損壊が

発生した場合には，物理的復旧は容易ではない。このた

め，設計時における地域の実情に合わせた適切な荷重の

折り込みが重要となる。

送電用鉄塔の設計にあたっては，電気設備技術基準7)，

送電用支持物設計標準1)，架空送電規程8)のいずれか，ま

たはすべてが参照される。それぞれの風荷重に関する設

計基準は以下のとおりである。

①電気設備技術基準および解釈7)

・設計風速は，全国一律(高温季 10分間平均風速 40m/s)

・常時荷重(架渉線断線を考慮しない)は鉄塔部材の規格

降伏点応力度の 1/1.5 に対応

②送電用支持物設計標準(JEC127-1979)(電気学会標準

規格)1)

・設計風速は地域毎に異なる風速(地上高 10mにおける

最大瞬間風速 VG10＝ 40.8〜63.2 m/s)を設定

・強風時荷重(最大瞬間風速)は規格降伏点応力度に対応

③架空送電規程(JEAC6001-2018)(民間の自主規定)8)

・電気設備技術基準の補足，および実運用面での詳細解

説として制定

Ⅱに示したように台風による鉄塔被害の多くは，設計

で想定した以上の風が作用した場合であり，地形の影響

による風の増速がその主要因であった。架空送電規程で

は，1991 年台風 19 号での被害をうけ，被害箇所の特徴

を以下のように整理している。

・従来から強い局地風の発生が知られる地域における稜

線上の鞍部等，風が強くなる箇所

・主風向に沿って地形が狭まる湾の奥等の小高い丘陵部

にあって収束した風が当たる箇所

・海岸近くで突出している斜面傾斜の大きな山の頂部

等，海からの風が強まる箇所

・岬・小さい島等，海を渡る風が吹き抜ける箇所

台風の襲来頻度が多く，強風の発生が懸念される地域

においては，上記の特徴を参考に風速が増大する特殊地

形箇所の把握に努め，極力このような箇所を回避する

ルートを選定するよう努めることが推奨されている。具

体的には，特に重要なルートについて気象統計資料の収

集，気流解析による増速の有無などを検討し，これに基

づき送電ルートの設定，設計風速の割り増しなどの事前

対策を実施するようになった。また，既設の設備に対し

ては，台風の襲来頻度や海岸からの距離，地形条件，線

路走行により一層配慮して風荷重を精査し，必要に応じ

部材および部材接合部の強度向上対策が実施されてい

る4)。

2．送電用鉄塔の近年の耐風設計合理化・実用化

への取り組み

1991 年台風 19 号による送電設備被害を契機として，

全電力会社と電中研により送電用鉄塔の耐風設計に関す

る研究がすすめられ，特に地形の影響を受けた風況推定

手法や鉄塔・架渉線の動的効果を考慮した風荷重評価法

などが整備された。その成果は，｢送電用鉄塔の風荷重

指針・同解説(2005)｣(以下，風荷重指針)9)としてとりま

とめられた。さらに，2015 年に電気学会｢送電用鉄塔設

計標準｣JEC-TR-00007(JEC-127-1979 の改正案。以下，

JEC-TR)10)が刊行され，風荷重指針の考え方が全面的

に導入された。なお，現在，JEC-TRの試用を踏まえた

｢送電用鉄塔設計標準｣の本改正が進められており，今後

設計実務に本格的に適用される予定である。

JEC-TRの風荷重の特徴として，地域別風速(風向別

基本風速マップ)や地形による風の割り増し係数が導入

された点にある。特に，地形による風の割り増し係数

は，過去の被害事例で明らかとなった特殊地形に具体的

に対応するものである。本割り増し係数については，図

5 に例示した増速率図により算定できる。本増速率図

は，風洞実験により精度が検証された数値流体解析を用

いて，種々の傾斜角に対して評価され，データベースと

して提供している。

風速の割り増し係数は，風上側 10 km程度前方から建

設地点までの地形の状況から，斜面の高さ Lz，斜面の水

平距離 Lx，算定高さ z，および算定水平距離 xを読みと

り，増速率図を用いて算定される。なお，2019 年台風 19

号の鉄塔被害原因とされている，風上側増速地形による

風の増速と直近斜面の風の増速の重畳現象については，

( 29 )日本原子力学会誌，Vol.62，No.4 (2020)
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図 3 典型的な飛来物

(2018 年台風 21 号)

図 4 典型的な樹木倒壊

(2019 年台風 15 号)
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今回の台風によって明らかとなった今後の課題である。

Ⅳ．配電設備の防災・減災対策

1．配電設備の耐風設計法の基本的考え方11)

配電設備の設計は，｢電気設備に関する技術基準を定

める省令｣(以下，省令)12)｢電気設備の技術基準の解釈｣

(以下，解釈)12)および配電規程13)で規定されている。

1997 年 3月の省令の全面的な改正により，必要な性能の

みを省令で定める性能基準化が行われ，｢電線等による

引張荷重，風速 40 m/秒の風圧荷重および当該設置場所

において通常想定される気象の変化，振動，衝撃その他

の外部環境の影響を考慮し，倒壊のおそれがないよう，

安全なものでなければならない｣とされた。また，解釈

は，省令で定める技術基準の技術的用件を満たす技術的

内容の一例として，具体的な材料の規格，数値，計算式

等を定めている。

一方，配電規定は民間規格であり，解釈に定められた

内容をより具体的に規定している。たとえば，本論で主

な対象とする台風などによる災害の場合，配電規定では

次の 3つの風圧荷重が規定されている。

(1)甲種風圧荷重:高温季(夏季・秋季)において，40 m/s

の風があるものと仮定した場合に生ずる荷重

(2)乙種風圧荷重:低温季(冬季・春季)において，架渉線

に氷雪が付着した状態(架渉線について，その周囲に

厚さ 6 mm，比重 0.9 の氷雪が付着した状態)で甲種

の場合の 1/2 の風圧により生ずる荷重(一般的にこ

の季節に強風はなく，氷雪の多い地方を対象とする)

(3)丙種風圧荷重：甲種の場合の 1/2 の風圧により生ず

る荷重(人家が連なっている場所および低温季にお

いて，強風がない氷雪の多くない地方を対象とす

る。)

そのほか，地域性を踏まえた防災対策として，支線対

策や根かせなど補助的な対策を行っている11)。

2．配電設備のレジリエンス強化策

配電設備の場合，2017 年現在で，約 2,179万本という

電柱(電力会社管轄分のみ)が敷設され，需要家設備にも

近接している設備を多く含み，広域にネットワークを形

成している設備である。また，施設条件が多様で，Ⅱで

示したように周辺施設被害による間接被害が多発する。

このため，想定される外力を設計で規定することには限

界があり，需要家設備や周辺施設の被害をある程度前提

としたレジリエンス(回復力)という観点，すなわち，停

電時間をいかに少なくするかという対策に，近年，特に

重点が置かれている。

一般に，電力の早期供給支障解消を目的とする応急復

旧は，①災害情報の収集，②系統切り替え，および③物

理的修復というプロセスをたどる。

このうち，①災害情報の収集に関しては，無線，携帯

電話，FAX，社内 LAN等による情報連絡体制により，

被害情報や地震など各種ハザード情報が災害対策本部等

に集約され，復旧関連部署に配信される。また，近年，

巡視結果などのオフライン情報を携帯型情報端末装置

(タブレット端末)や携帯電話などを活用して，迅速に広

域な被害情報が収集されるようになってきている。

これに加え，ヘリコプター，衛星などのリモートセン

シングデバイス，および自治体などにも自社施設を含む

周辺施設の広域な被災情報を補間情報として収集する方

法にも注目が集まっている5)。ところが，復旧効率に大

きな影響がでる初動対応において，必要な災害情報とそ

れら情報を取得できるまでの時間にはタイムラグがあ

る。被害が広域化・大規模化すればするほどその時間的

ずれは一般に大きくなる。このため，電力会社では，復

旧に必要な人員・資材を事前に配備し，強風による電柱

折損や倒壊およびそれらに起因する停電等の被害に備え

るために，風速と被害発生箇所・規模の予測情報を積極

的に実務で活用するようになってきた。特に，電力中央

研究所の開発した配電設備の台風被害予測システム

(Risk Assessment and Management system for Power

lifelineTyphoon：RAMPT)14)は，近年，電力各社の復旧

実務で実践的に活用されている復旧支援ツールとして，

電力レジリエンスワーキングでもその活用例15)が紹介

されている。

2019 年に発生した台風 15 号および台風 19 号を受け

て，電力レジリエンスワーキングでは，上記①〜③に関

連して，激甚化する災害に対処するための課題として，

以下を指摘している5)。

(1)被害状況の迅速な把握・情報発信，国民生活の見通し

の明確化

(2)被害発生時の関係者の連携強化による事前予防や

早期復旧

(3)電力ネットワークの強靱化によるレジリエンス強化

(4)復旧までの代替供給・燃料の確保

(5)地域間連系線の増強，電源等の分散化によるレジリ

エンス強化

Ⅴ．まとめと今後の課題

本論では，近年激甚化する傾向にある台風災害を例と

して，電力流通設備の防災・減災対策の現状について解

( 30 ) 日本原子力学会誌，Vol.62，No.4 (2020)
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説した。特に，2019 年に発生した台風 15 号，台風 19 号

では，都市圏の災害脆弱性が課題としてとりあげられて

おり，電力レジリエンスの強化対策が国家レベルで検討

すべき課題となっている。また，合同電力レジリエンス

ワーキンググループでも，以下のような台風被害を踏ま

えた喫緊の対策を中長期的課題として指摘している5)。

(1)2019 年台風 15 号被害を踏まえた対策

政府における対策として，技術基準7)の見直しを行う

こととしている。具体的には，送電用鉄塔については，

①現行の基準風速 40 m/sを維持，｢10分間平均風速｣を

明確化，②地域の実情を踏まえた地域別風速の設定，③

特殊地形を考慮(従来の 3類型に加え，台風 15 号の被害

発生個所の地形を追加)の 3 点について規定する方向性

を示している。また，今回の被害発生個所と類似の地形

について全電力大で総点検を行い，状況の把握と今後の

更新等に向けた計画の策定が明記されている。配電柱に

ついては，技術基準において連鎖倒壊防止に関する留意

事項が示される予定である。

(2)電力システムの分散化と電源投資

地理的制約により復旧が困難なケースにおいては，あ

らかじめ分散型電源(再生可能エネルギー，蓄電池，コ

ジェネ，電動車等)を活用することにより，災害時・緊急

時のレジリエンスを向上させる方策について検討の必要

性を指摘している。

(3)遠隔分散型グリッドの導入

台風による停電復旧の課題や電力需要の変化を踏まえ

れば，山間地などの一部においては，特定の区域を独立

系統化して地域分散電源による電力供給を行う方が，災

害への耐性(レジリエンス)も高まるエリアが出てくるこ

とを指摘している。
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解説

新検査制度の本格運用に向けた大飯発電所の

対応状況について

関西電力 桝本 晋嗣

原子力規制検査の 2020 年 4 月からの本格運用に向け，これまでの試運用における事業者の

取り組み状況として，特にパフォーマンスベース検査に対する対応状況およびマインドチェン

ジの必要性を紹介する。今回の検査制度見直しの特徴の一つであるパフォーマンスベースの検

査への見直しは事業者としてもパフォーマンス向上への良い契機であると考えている。

KEYWORDS: ROP, Reactor Oversight Process, nuclear regulation inspection reform, CM, Configuration

Management, SDP, Significance Determination Process, CAP, Corrective Action Program

Ⅰ．はじめに

2020 年 4月から本格運用が開始される原子力規制検査

に向けて，ʼ18 年 10 月から各発電所にて試運用が実施さ

れている。本稿では当社での試運用を踏まえた現状の課

題認識として，特に｢パフォーマンス｣をキーワードとし

た事業者のマインドチェンジに関する状況を紹介する。

本解説は日本原子力学会 2019 年秋の大会での発表予

稿1)に加筆・補足を行ったものである。

Ⅱ．試運用フェーズ 1，2の当面の課題

1．パフォーマンスベースの検査

新検査制度の特徴として，リスク情報を活用したパ

フォーマンスベースの検査を志向しており，規制庁検査

官がフリーアクセス(事業者に頼らずに事業者図書を確

認し，事業者エスコートなしで現場を観察)の仕組みに

より，実際の事業者活動に原子力安全上の問題がないか

どうか(パフォーマンス)を効果的に検査できるよう，試

運用が実施されている2, 3)。

・試運用フェーズ 1(2018 年度)：検査ガイド内容確定，

フリーアクセスの実践/習熟

・試運用フェーズ 2(2019 年度上期)：全プラントで

日常検査，代表プラントでチーム検査

・試運用フェーズ 3(2019 年度下期)：フェーズ 2 を

継続し，チーム検査を可能なプラントで実施

なお，リスク情報活用の試運用の現状としては，図書

や現場観察の検査対象選定において，事業者の PRA モ

デルを活用して原子力安全の観点からリスクが高いもの

を抽出する計画とされているが，現状は事業者側の

PRAモデルが整備途上であるプラントが多く，また，提

供済みの大飯発電所の PRAモデルについても規制庁で

内容確認中であることから，検査対象の選定は定性的な

判断によって安全系機器や系統が選定されている。

パフォーマンスベースの一つの観点としては事業者の

パフォーマンスとして安全実績指標(パフォーマンス指

標，PI)を確認されるとともに，PI では確認できない範

囲を対象として｢検査｣により安全上の問題の有無を確認

される。検査ガイドは規制庁サイトで公表されており，

規制庁検査官が日常検査，チーム検査の 2種類の方法に

より，事業者活動について確認(検査)がされることとな

る。本格運用後はフリーアクセスの運用により検査官の

活動(どの機器を検査しているか等)をその時点では基本

的には事業者は感知しない状況で検査が遂行される状況

となる。

現在の試運用フェーズ 2までは，そのフリーアクセス

の成立性確認(特に事業者図書の確認方法)に注力されて

いる。その成立性の確認も必要ではあるものの，一方

で，実際の安全上の影響の有無を確認するという観点の

パフォーマンスベースの検査の成立性や運用性も確認す

べきである。現時点では，規制側と事業者の双方同席の

振り返り会議(面談)において，試運用の結果が共有さ

れ，意見交換が実施されているものの，安全上の影響の

有無を確認するというパフォーマンスベースの観点から

は，検査指摘となる新たな気付きなしという簡潔な内容

となっており，事業者意見としてもフリーアクセスの運

Efforts at Ohi Power Station (KEPCO) for Introduction of

Nuclear Regulation Inspection：Shinji Masumoto.

(2019 年 12 月 25日 受理)
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用に対する意見提示に留まることが多い4)。本来，制度

設計の観点からは，制度の変更点を網羅的に確認するこ

とで本格運用が円滑に進むように試運用期間を活用する

ことが求められる。

試運用期間では，特に米国の検査制度である ROP

(Reactor Oversight Process：原子炉監視プロセス)を参

考とし，事業者側は自身が保証すべき原子力安全上のパ

フォーマンスが何であるのかを明確化(見える化)し，検

査官はそれをどう確認したのか(確認できる見通しが得

られたのか)を共有することが理想的である。その際，事

業者活動を従来からのコンプライアンスベースの視点の

みの確認に留まったのか，あるいはパフォーマンスベー

スの検査として事業者活動を確認し安全に影響を与える

ようなパフォーマンスが十分に確認できたのか，換言す

れば，安全上の観点から事業者活動に不足がなかったの

かを確認し，本格運用の円滑な開始に向けた共通認識を

醸成することが出来れば，有益な試運用になると考え

る。現時点では，事業者側からの意見提示(パフォーマン

スの明確化の一助となる設計ベースの提示や確認の質

疑)が不十分のため，共通認識の醸成には至っていない。

設計ベース自体は，複数の図書(設置許可，工認，保安規

定，あるいは建設当時からの多くの社内資料等)に分散さ

れた情報であり，また再稼働前の審査対応者やベテラン

社員等の知識や経験にも依存している情報である。設計

ベース図書(DBD)はこれらを体系的に整理して理解しや

すくするための文書であり現在，順次作成している途上

であるが，試運用においては仮の事例や過去事例等を題

材に議論することで，検査指摘の重要度判断の相場観お

よび検査対象とすべき事業者活動が何かという共通認識

を醸成することで有益な試運用になると考える。

2．試運用で醸成すべき事業者のマインドチェンジ

事業者としては検査制度見直しの有無に関わらず，従

来から事故時に必要となる活動を含めてプラントの安

定・安全運転(パフォーマンス)を維持および向上させる

ために継続的に活動している。一例としては事業者活動

を外部機関からレビュー(WANO，JANSIピアレビュー

や他電力の独立オーバーサイト)を受けて事業者のパ

フォーマンスを向上させる活動として，いわゆる世界の

エクセレンスとの差分を埋める取り組みを行ってきてい

る。また，当社として CAP(是正処置活動)を見直して

おり，先例の米国事業者を手本として広く情報(CR，

Condition Report)を収集し，プラントのパフォーマンス

を改善させるための試運用を開始している。

一方で今回の原子力規制検査では，原子力安全，放射

線，核物質防護の観点(7つの監視領域，いわゆる米国

ROP のコーナーストーン)を念頭において，事業者が安

全上保証すべき状態が不足している場合(パフォーマン

ス欠陥あり，かつ，マイナーを超える場合)に，当該の事

業者活動の状態が検査の指摘事項となる。

原子力規制検査において検査の指摘事項となる事象

は，パフォーマンス欠陥であって軽微を超えるものであ

るが，パフォーマンス欠陥とは規制要求事項または事業

者の自主ルールに抵触している状態かつ予見および予防

可能なものであり，軽微を超えるものとは，監視領域の

一つである原子力安全を例にすれば，プラントの事故等

が発生した時の停止操作(炉心損傷防止，格納容器破損防

止のための操作)が行えない状態等であれば指摘事項と

なる。ここで重要な点は，｢事故等が発生した時の状態｣

を想定した場合において必要なパフォーマンスが発揮で

きるかという点である。換言すれば，非常用発電機(DG)

や安全系ポンプ等の機器が｢今｣動作していることを確認

するだけではなく，｢事故時等の状態で必要な性能を発揮

できるかどうか，いわゆるパフォーマンスが維持できて

いるか｣を常に自問自答することが重要であり，この点に

おいて事業者のマインドチェンジが必要である。

例：『プラント運転中，非常用 DGの月例定期試験に伴

い，DG室の冷却ファンを起動したが，｢冷却ファン風

量低｣警報が発信。運転員が調査したところ，ファン

の外気取入口が塗装作業用のシートで養生されてい

( 33 )日本原子力学会誌，Vol.62，No.4 (2020)

209

表 1 現行検査との比較(発電用原子炉施設)

実施者 現行 2020 年 4 月以降

国

保安検査 原子力規制検査

・検査に合格しないと使えな

いという強制力はなし。(米

国の検査制度：ROP と同じ)

施設定期検査

定期安全管理審査

溶接安全管理審査

使用前検査 原子力規制検査

・確認を受けないと使えない

強制力(法定確認)は維持。燃料体検査

事
業
者

適合性確認検査 使用前事業者検査

溶接事業者検査 使用前事業者検査

定期事業者検査 定期事業者検査

図 1 原子力規制検査の指摘事項抽出の概略フロー
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た。警報発信から養生撤去まで数十分の短時間で完

了したため，DGの機能喪失はしておらずオペラブル

であったと判断。今後の分析にも用いるため，本事象

を CAPに登録した。』

この例の場合，事業者として CAP に登録する際に考

慮すべき事項の例示を下記に挙げる。

・要求事項は何か。(この例では｢ファンの風量｣では

なく，｢DG室の温度が一定以下｣と考えられる)

・夜間や週末の人手が少ない時間帯，あるいは最も過

酷な季節において LOCA 等が発生して DGの機能

が要求された場合にも同じように短時間で対応可能

か。

・機能喪失していない(オペラブルであった)と判断し

た自身の技術的評価は妥当か。

・他の DGの待機状態は問題ないか。等

このように｢要求事項｣や｢事故を想定した場合にもオ

ペラブルであったと判断をしたこと｣が分かる情報を

CAP に登録しておくことで，効率的にプラントのパ

フォーマンスの把握が出来ると考える。

Ⅲ．事業者におけるCAP試運用

1．CAPによるパフォーマンスの理解状況

当社は CAP 会議を従来から実施してきているが，今

回の新検査制度に併せて，CAP 会議の見直しを行って

おり，その特徴としては，広く情報を収集し，重要度に

応じた原因分析および是正処置を行うこととしている。

見直し版の CAP 会議として，大飯発電所で 2018 年

10 月から社員を対象に開始し，高浜および美浜発電所は

2019 年から開始し，現在は 3サイトともに協力会社から

も情報収集するように対象を拡大して試運用を行ってい

る。具体的には CAPシステム試運用データベースを構

築し，CR(Condition Report)を CAPシステム DBに入

力し，スクリーニング会議で安全への影響度(CAQ高/

中/低，Non-CAQ)の分類案および処置担当課の割り当

て案を議論し，CAP 会議にて重要度および処置担当課

を決定する。スクリーニングメンバーの職位は品質保証

室(責任者)，発電室，機械系および電気系の役職者であ

り現在 6 名で試運用を行っている。ʼ19 年 5月末までの

大飯サイトでのスクリーニング実施件数は 2,600件/8 か

月，CAQ/Non-CAQ比は 1/50程度であった。

今後の改善策は，前述のように，当該系統や設備に対

する要求事項は何か，それに反している状態および問題

は具体的に何か，重要度を踏まえた処置期限になってい

るか等の CAP 情報の記載を拡充していく。また，検査

官が直接 CAPシステム DBへアクセスして検査対象を

選定すると想像しているが，米国同様に CAP の情報閲

覧のみで検査指摘の重要度が判定されることはなく，事

業者への聞き取り等の事実確認も経て判定されるものと

考えている。

2．米国事業者のCAPスクリーニング要員の

養成例

米国のある事業者はスクリーニング要員を社内資格制

度で管理および養成し，CAP スクリーニングのパ

フォーマンスを一定に維持させているため，参考に紹介

する。要員候補者は，事前に資料および関係法令を理解

し，実際のスクリーニングおよび CAP 会議を観察し，

先行有資格者との議論を経て，役務の理解度を確認した

上で資格が付与される。理解度確認の項目で重要なもの

は，｢オペラビリティとは何か，また，それを維持してい

るか｣である。

Ⅳ．事業者のパフォーマンス意識の向上

1．SDP要員育成計画および実施状況

一言で｢パフォーマンス意識｣と表現しているが，｢維

持すべきパフォーマンスは何か｣を意識，理解するため

に SDP(重要度決定プロセス)が活用できる。SDP自体

は検査官が検査指摘となる可能性がある気付き事項(軽

微を超えると判断した事項)の重要度を判定する(緑白黄

赤の色判定する)ための簡易的かつ技術的評価ツールで

ある。日本版 SDP｢原子力規制検査における個別事項の

安全重要度評価プロセスに関するガイド｣は米国 SDP

(IMC609)を参考に作成されており，IMC609 にはプラン

ト安全上の観点から管理が必須である項目が具体的に記

載されており，IMC609 の理解は事業者としても安全確

保のためのパフォーマンス向上のためにも得策である。

当社は ʼ18 年度下期から米国 SDP(IMC609)を理解す

るための教育を自主的に行っている。具体的には ʼ18 年

度は本店の検査対応事務局(6 名)が講師となり米国
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表 2 米国事業者のスクリーニング要員の力量維持

事前確認資料(例)

社
内
資
料

パフォーマンス改善の実施，CAP 概要(CAQ，Non-

CAQ分類)，パフォーマンスの傾向監視，セルフアセス

メント/ベンチマーキングのプロセス，運転経験(OE)プ

ログラム，オペラビリティの決定と機能性の評価，通知

/報告性の評価，保守規則プログラム 等

社
外
資
料

INPO-12-009 (ICES Reporting Requirements and

Standards)，INPO 12-012(Traits of a Healthy Nuclear

Safety Culture)，INPO 14-004(Conduct of Performance

Improvement)，NEI16-07(Improving the Effectiveness

of Issue Resolution to Enhance Safety and Efficiency)

法
令 10CFR 50 Appendix B(品質保証)等

理解度確認の項目

1.CR起票の閾値，2. オペラビリティ，3. 報告の適切性，4. 保

守規則，5. 即時の是正処置，6. 重要度レベル，7. 評価レベル，

8.CAP/Non CAPの分類，9. 経験に基づく傾向分析，10. スク

リーニング時の意見，11. 責任者，処置，実施期限
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NRCのウェブサイトに載っている検査報告書から指摘

事項の実例を抽出し，試運用フェーズ 1の分野に限定し

て発電所の関係課(約 20名/3 サイト)に対し，約 30 事例

の簡易な教育を実施した。

本年度(ʼ19 年度)は更なる充実方策として，発電所に

SDP 要員を育成すべく，教育受講者を拡大(約 60名/3

サイト)かつ明確化(責任者およびキーマンを選定)して

教育を開始している。

2．コンフィグレーション管理の充実に向けた

一時的な構成変更管理の試運用

発電所の運用においてコンフィグレーション管理のう

ち，一時的な構成変更(TCC：Temporally Configuration

Change)の管理も必要である。一時的な変更管理とは，

発電所の設計時(建設時)には明示的には考慮されていな

い資機材，仮設足場，鉛遮へい，計測器，ベント・ドレン

ホ−ス，車両等を発電所構内に一時的に設置する場合に

も，本設機器・配管等の機能(設計ベース)を損なうこと

がないように管理するものである。仮設足場について

は，米国では NRCから注意喚起文書が発行され，仮設足

場が安全系機器等に影響を与えないように管理すること

を求めている5)。これら米国先行事例も参照しながら，

当社発電所のパフォーマンスを一定レベルに維持および

向上させるため，既存手順書の見直しおよび新たな手順

書を制定し，現在，感度を高めて試運用を行っている。

Ⅴ．まとめ

今回の検査制度見直しの特徴の一つであるパフォーマ

ンスベースの検査への見直しは，事業者としても原子力

安全(パフォーマンス)をより一層向上させる良い契機で

ある。保証すべきパフォーマンスとして，原子力安全，

放射線安全，核物質防護の観点(7つの監視領域)を念頭

に，事故の発生防止および事故時に発揮すべき原子力安

全の性能を維持し，平常時の被ばく量を低減し，核セ

キュリティ対策を確実に行うことが重要である。ここ

で，｢実際のパフォーマンスに問題がないか｣を常に自問

自答するマインドチェンジが必要であり，先行する米国

事業者の実例も参考にしながら，原子力規制検査の本格

運用の円滑な開始および運用定着に向けた改善活動を継

続的に実施していく。

− 参 考 資 料 −

1) 日本原子力学会 2019 年秋の大会 予稿 3O-PL01.

2) 検査制度見直しに関する試運用実施のための説明会資料,原

子力規制庁，平成 30 年 8 月 20 日．

3) 検査制度の見直しに関する試運用実施のための説明会資料

(フェーズ 2)，原子力規制庁，平成 31 年 2 月 5日．

4) 検査制度見直しに関する関西電力株式会社との試運用に関

する面談 議事要旨，原子力規制庁，令和元年 5月 8，9，14

日，6月 4日他．

5) NRC Information Notice(IN 2007-29, Temporary Scaffolding

Affects Operability of Safety- related Equipment), NRC,

2007年.
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関西電力株式会社 原子力事業本部

発電グループ

(専門分野/関心分野)機械工学，新検査

制度見直し対応
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表 3 米国 SDP 事例の社内教育実績(2018 年度)

米国事例(件数)
米国 SDP

(IMC609 App.)
米国の検査ガイド

荒天前の不十分な

点検他(7)

A(運転中)，

M(定性的)

IP71111.01

自然災害防護

ISI 検査期間の不

適切な延長他(3)
A

IP71111.08

供用中検査

作業連絡不備で保

守時リスク評価せ

ず他(4)

K(保守リスク)

IP71111.13

メンテナンスリス

ク評価

溢水対策リストの

漏れによる RHR

機能喪失リスク増

加他(7)

A，

G(停止中)

IP71111.15

オペラビリティ判

断および性能評価

D/G リレーの不適

切な保守他(3)

A，

G

IP71111.19

メンテナンス後試

験

弁の誤操作で SFP

水位低下他(4)

A，

F(火災防護)

IP71111.20

停止中操作

不適切な放射線管

理による計画外の

内部被ばく他(4)

C(従業員被ばく),

D(公衆被ばく)

IP71124.04

放射線被ばく管

理，IP71124.06

放射性廃棄物管理
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解説

放射線を駆使したバイオマス由来機能材料の開発

放射線グラフト重合と多成分連結反応の融合による新潮流

群馬大学 覚知 亮平

近年高分子科学において注目が集まっている多成分連結反応による高分子合成と放射線グラ

フト重合との組み合わせにより，材料表面の新しい修飾反応が可能になりつつある。放射線グ

ラフト重合の優位性を活用し，合成ポリマーのみならず，バイオマス由来ポリマーの表面修飾

反応も実現可能になっている。以上，本稿は多成分連結反応と放射線グラフト重合の融合によ

る新しい材料改質の新展開ならびにそれに立脚したバイオマス由来ハイブリッド有機材料の合

成を紹介する。

KEYWORDS: multi-component reaction, surface chemistry, radiation-induced graft polymerization

Ⅰ．緒言

本解説では，多成分連結反応と放射線グラフト重合の

組み合わせを活用したポリマー材料表面の新しい修飾法

の開発，最終的にはバイオマス由来ハイブリッド材料の

合成ならびにその表面修飾を紹介する。このため，はじ

めに要素技術である多成分連結反応ならびにポリマー材

料の表面修飾法に関する概要を解説し，新しい研究の潮

流を紹介したい。

1．多成分連結反応とは？

前述のように，はじめに多成分連結反応に関して紹介

する。多成分連結反応とはその名の通り，三種類以上の

反応基質が一度に反応し，単一の生成物を与える反応群

を指す。通常の化学反応の多くが単分子反応や二分子反

応であることを考えると，多成分連結反応は複雑な反応

系と言っても差し支えないであろう。このため，有機化

学と距離がある読者の中には，¡最新鋭£の化学反応とい

う印象を与えうる。ところが，有機化学の歴史を紐解く

と，正反対な歴史的経緯である。実際には，最も重要な

多成分連結反応である Strecker 反応は有機化学のまさ

に黎明期に発見されている。Strecker 反応はアミン，ア

ルデヒド，およびシアン化物間から −アミノ酸を与え

る。この反応はアミノ酸の人工合成における最も重要な

反応であり，現代的には三成分連結反応として分類され

る。さらにこの発見を契機として，20 世紀中盤までに

は，多くの多成分連結反応が発見され，創薬化学などの

分野で活躍している。

ところで，本報ではポリマーならびに材料表面の修飾

が重要なテーマとなる。ポリマー合成における素反応の

多くは有機化学からヒントを得ている。このため，有機

化学における研究の新しい潮流は高分子合成にも大きな

影響を及ぼす。このような観点から，多成分連結反応も

高分子合成において活用されていただろうとお考えの読

者も多いかと思われる。ところが，遠藤らが Pd 触媒に

よる三成分連結反応を重縮合反応に適用した報告が数例

あるものの，その適用例は非常に限定的である。これ

は，高分子合成が事実上 100 ％の化学選択性と反応性を

要求するため，多成分連結反応の複雑性がその適用を躊

躇させた背景が推察される。多成分連結反応と高分子合

成との最も重要な出会いのは，2011 年の Meier らの報

告である。Meier らは，Passerini 三成分連結反応が高分

子合成に有用な反応である事を実験的に証明した1)。こ

の報告を契機とし，多成分連結反応を活用した数多くの

研究が報告され始めており，高分子合成の新しい潮流と

なり始めている2〜4)。合成高分子化学での地位を築きつ

つある多成分連結反応であるが，その材料表面修飾反応

への展開は未だに限定的である。続いて，表面修飾反応

と合成高分子化学の現況に関して触れる。

Toward a biomass-derived organic hybrid material based on the

utility of radiation technology ; A new trend in material

chemistry by the combination of radiation-induced graft

polymerization and multicomponent reaction：Ryohei Kakuchi.

(2019年 10月 31日 受理)

( 36 ) 日本原子力学会誌，Vol.62，No.4 (2020)

212



36-40_vol62_03-B_解説_PK.smd  Page 2 20/03/06 13:48  v3.40

2．表面修飾反応

有機材料の多くは，その由来にかかわらず，高分子化

合物である。例えば，ポリエチレンやポリスチレンなど

は代表的な石油由来ポリマーであり，セルロースやキチ

ンなどは代表的な天然由来高分子である。このため，有

機材料の表面修飾反応は原理的に高分子合成化学と密接

に関連している。とりわけ，材料の表面特性を制御する

ために，表面開始重合であるグラフト重合は重要な技術

である。グラフト重合は固相・液相の異相間での反応で

あり，溶液反応と比較すると，合成的難易度は高い傾向

にある。現状，最も重要な表面開始重合は表面開始リビ

ングラジカル重合であろう。例えば，表面開始原子移動

ラジカル重合(以下，SI-ATRP)や表面開始可逆的付加

脱離リビングラジカル重合(以下，SI-RAFT)は ATRP

ならびに RAFT技術の進展と進歩を共にし，21 世紀に

入り様々な材料応用へと展開されている。SI-ATRP や

SI-RAFTは非常に優れたグラフト重合技術であるが，

一方でその限界や弱点も認識され始めている。はじめ

に，SI-ATRP や SI-RAFTを行うためには，有機材料の

表面にあらかじめ重合開始剤を化学的に導入する必要が

ある。このために，SI-ATRP や SI-RAFTの前段階で

数ステップの化学処理が必要になり，さらに用いる基材

ごとに異なる前処理が必要になるなど，グラフト重合の

前段階が煩雑になる。さらに，SI-ATRP や SI-RAFT

の重合過程の均一性も問題になる。繰り返しになるが，

SI-ATRP や SI-RAFT は異相間での重合反応であり，

重合がすべての開始剤から均一に開始される保証は無

い。このため，基材とモノマーとの相性次第では，不均

一な重合になる可能性が指摘され始めている。

以上のような背景から，著者は放射線グラフト重合に

着目した研究を展開している。放射線グラフト重合は

SI-ATRP や SI-RAFT開発以前から知られており，材

料修飾という意味では¡温故知新£であるが，SI-ATRP

や SI-RAFTと比較した優位性がある。前述のように，

SI-ATRP や SI-RAFT が複雑な前処理が必要な一方，

放射線グラフト重合は放射線の照射のみでグラフト重合

を実現可能であり，簡便性や普遍性という観点から大き

な利点がある。さらに，一般的にどのような材料に対し

ても適用可能である。

3．多成分連結反応と放射線グラフト重合の組み

合わせによる新潮流

上述のように，本報では二つの要素技術の融合に関し

て，最新の技術動向を解説する。つまり，最近になり高

分子科学に取り入れられ始めた多成分連結反応と表面修

飾の温故知新である放射線グラフト重合との組み合わせ

である。本解説では，初めに筆者が開発している多成分

連結反応による高分子合成を解説した後に，放射線グラ

フト重合との融合によるバイオマス由来材料を含む有機

材料の改質へと軸足を移す。

Ⅱ．放射線グラフト重合と多成分連結

反応の組み合わせによる表面修飾

1．Kabachnik‒Fields 三成分連結反応(KF-3CR)

を活用した高分子合成

はじめに，筆者が展開している多成分連結反応による

高分子合成に関して，簡単に紹介したい。Meier らの報

告から，高分子合成においても多成分連結反応が用いら

れ始めている。現状高分子化学において多用されている

多成分連結反応は Passerini 反応と Ugi 反応が挙げられ

る。これらの反応はイソシアニドを反応剤とした効率的

な反応系であるが，有機イソシアニドの多くは悪臭を放

つことが知られている。このため，上記反応の実際的な

応用展開の制限となり得る。上記の状況を考慮し，筆者

はイソシアニドを反応剤としない多成分連結反応として

Kabachnik‒Fields 三成分連結反応(KF-3CR)に着目し

た。KF-3CRは Strecker 三成分連結反応と類似した特

徴を有した有機反応である。具体的には，アルデヒド，

アミン，およびフォスファイトから対応する -アミノ

リン酸を効率よく生成する反応であるが，高分子合成に

おいては，ほとんど活用されてこなかった。ここで，

KF-3CRによる高分子合成を簡単に解説する(図 1)5, 6)。

著者は KF-3CR が重縮合反応ならびに高分子反応の

素反応として適用可能かどうか試みた。ここで図 1 を参

照しながら，高分子化学と距離がある読者のために解説

するが，重縮合反応は高分子の鎖を形成する重合反応の

ことである一方，高分子反応とは高分子の変換反応を指

す。詳細は割愛するが，KF-3CRによる重縮合5)ならび

に高分子反応の両方が達成された6)。以上より，これま

で高分子科学において未活用の KF-3CRが，高分子合

成に有用な反応系であることを実証した。さらに，高転

化率で高分子状 -アミノリン酸エステルが得られるこ

とは本合成法の大きな特徴であり，材料応用においても

重要な点である。
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図 1 KF-3CRによる重縮合ならびに高分子反応
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2．放射線グラフト重合との融合による表面修飾

反応への展開

上述のように，筆者は KF-3CRが高分子合成におい

ても効率的な反応となることを明らかにし始めている。

緒言でも言及したように，高分子に有用な反応系は材料

表面の修飾反応への展開が期待される。このため，筆者

は KF-3CRに立脚した材料表面の修飾反応の開発に軸

足を移す。KF-3CR による表面修飾を実現するために

は，アルデヒド基を材料表面に導入する必要がある。こ

こで，筆者は放射線グラフト重合の活用に着目した。繰

り返しとなるが，放射線グラフト重合の活用により，

様々な有機材料への展開が普遍的に可能になる。この点

は後述のバイオマス由来材料への展開において非常に重

要であり，放射線グラフト重合を用いる動機でもある。

以上を考慮し，筆者ははじめに放射線グラフト重合と

KF-3CR の組み合わせによる有機材料の表面修飾を

行った7)。本修飾反応の優位性を示すため，はじめに

フッ素系ポリマーである四フッ化エチレン・エチレン共

重合樹脂(以下，ETFE)を膜材料として選択した。これ

は，ETFE等のフッ素系樹脂はフッ素の特異的性質のた

めに通常の化学反応を受け付けないことから，放射線グ

ラフト重合の優位性を活かせるためである。さらに，筆

者らは本法の優位性を示すため，クラウンエーテルの表

面導入を目指した。クラウンエーテル類はカチオン種の

選択的補足能が知られており，吸着・分割材料において

重要な官能基であるが，その両親媒性のために表面導入

は通常困難を伴う。以上を実現するために，はじめにア

ルデヒド含有ビニルモノマー(4-ビニルベンズアルデヒ

ド，以下 St-CHO と略す)のグラフト重合を行った(図

2)。放射線グラフト重合は，Tween 20 を乳化剤とした

エマルジョン重合を選択した。重合反応を行う前に，不

活性ガス下で ETFE 膜に対して 50 kGyの電子線照射を

行った。続いて，得られた ETFE 膜を 3.3 wt％の

St-CHOのエマルジョン溶液中，60 ℃でエマルジョン重

合を行った。その結果，グラフト率(元の基材からの重

量増加率)が約 30 ％となり，ETFE 膜からの St-CHO

のグラフト重合の進行が強く示唆された。さらに，放射

線グラフト重合前後での FT-IRスペクトルを測定した

結果，重合前には観測されなかったアルデヒド由来の強

いピークがグラフト重合後には 1,698 cm-1に観測され

た。このことから，ETFE 膜上にポリ(4-ビニルベンズ

アルデヒド)(以下，PSt-CHOと略す)がグラフトされた

ことが判明し，ここで得られたグラフト膜を ETFE-g-

PSt-CHO と略す。つづいて，ETFE-g-PSt-CHO に対

する KF-3CRを行った。上述のとおり，本研究ではク

ラウンエーテルの導入が目的なため，アミン基質として

市販の 4ʼ-アミノベンゾ-15-クラウン -5-エーテル

(15-C-5-Ar-NH2)を用い，フォスファイト基質として

ジイソプロピルフォスファイトを用いた。ETFE-g-

PSt-CHOに対する KF-3CRを上記のアミンおよびフォ

スファイトを用い，1,4-ジオキサン中，80 ℃で表面修飾

反応を行った。反応評価は FT-IR 測定により行い，

KF-3CRの進行に従いアルデヒド由来のピークが消失

し，一方でリン酸エステル基に由来するピークが強く観

測された。以上の結果から，KF-3CRは ETFE 膜表面

でも高効率に進行し，クラウンエーテルが表面に固定化

された ETFE 膜(ETFE-g-PAP-15-C-5-Ar)が得られ

た。

上述のように，放射線グラフト重合と多成分連結反応

の組み合わせにより，クラウンエーテルが固定化された

ETFE 膜である ETFE-g-PAP-15-C-5-Ar が得られた。

続いて，ETFE-g-PAP-15-C-5-Ar のゲスト吸着能を評

価した。通常，ETFE膜はフッ素原子の存在により，イ

オン性の物質を寄せ付けない化学的特徴がある。表面上

でのクラウンエーテルのゲスト補足能を評価する目的

で，得られた ETFE-g-PAP-15-C-5-Ar をゲスト水溶

液(4-アミノアゾベンゼン塩酸塩；以下，azo-NH3Cl)に

浸潤した(図 3)。azo-NH3Cl 水溶液に浸した後には，

ETFE-g-PAP-15-C-5-Ar の色が劇的に変化すること

が分かった。対照実験として，元の ETFE 膜と ETFE-

g-PSt-CHOに対しても同様の実験を行ったが，予想通

り膜の色調変化は観測されなかった。従って，放射線グ

ラフト重合と KF-3CRの組み合わせにより導入された

クラウンエーテルと azo-NH3Clとのホストーゲスト錯

体の形成が強く示唆された。以上のように，放射線グラ

フト重合と KF-3CRの融合により，困難なフッ素系樹

脂の表面修飾反応が可能となった。この結果は，フッ素

系樹脂以外の様々な有機材料の表面修飾反応に応用可能
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図 2 放射線グラフト重合と KF-3CRによるフッ素系樹脂の

修飾反応

図 3 表面改質 ETFE膜上でのアンモニム塩との

表面ホストーゲスト相互作用
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であることを示している。

Ⅲ．バイオマス由来材料の有効利用を

指向した応用展開

前項までに示したとおり，放射線グラフト重合と

KF-3CRの融合により高分子合成のみならず，様々な有

機材料に適用可能な表面修飾反応への展開が可能になっ

た。この結果を受け，筆者は更なる研究の展開を指向し

た。具体的には，喫緊の課題であるバイオマス成分の高

度活用に本研究手法が適用可能であると着眼した。繰り

返しとなるが，KF-3CRはその反応基質にアルデヒドを

用いる。ここで，木質系バイオマスであるリグノセル

ロースの構成に着目した。リグノセルロースの主要成分

は，主に三種類である。つまり，芳香族ポリマーである

リグニン，ならびに多糖であるセルロースおよびヘミセ

ルロースである。ここで興味深いことに，リグニンはそ

の分解物として芳香族アルデヒドであるバニリンおよび

シリンガアルデヒドが知られている。これらのリグニン

誘導体はアルデヒド基を有しているため，KF-3CRの反

応試剤となりうることが期待される。一方，セルロース

は歴史的にも重要な膜材料である。このため，膜材料で

あるセルロースの表面からリグニン分解物を放射線グラ

フト重合により固定できれば，リグノセルロースの化学

構造を人工的に組み替えられる。さらに，得られるバイ

オ由来有機ハイブリッド材料の膜表面にはバイオ由来ア

ルデヒド基が存在することから，KF-3CRによる表面修

飾反応が可能となる。これにより，バイオマス由来であ

り，かつ任意の機能性を付与可能な有機ハイブリッド材

料が合成可能になる。

上述の仮説を実験的に実証したので，以下に紹介す

る。はじめに，リグニン分解物であるバニリンおよびシ

リンガアルデヒドが KF-3CRに適用可能か検証した(図

4)8)。このため，バニリン誘導メタクリレート(MV)お

よびシリンガアルデヒド誘導メタクリレート(MS)のフ

リーラジカル重合により，それぞれ対応するポリメタク

リル酸誘導体である PMVおよび PMS を合成した。つ

づいて，PMVもしくは PMSを 1,4−ジオキサンに溶解

させた後，アルデヒド基に対して過剰量の芳香族アミン

およびフォスファイトを加え，80℃で反応を行った。前

項までの反応と同様に，KF-3CR により PMV および

PMS は対応する高分子状 -アミノリン酸エステルへと

変換された。以上のことから，リグニン誘導物質である

バニリンおよびシリンガアルデヒドが多成分連結反応の

反応場として有用である事が判明した。

以上のように，リグニン分解物であるバニリンおよび

シリンガアルデヒドが KF-3CRに対して非常に高い親

和性を示したことから，つづいてバイオマス由来有機ハ

イブリッド材料の合成ならびにその表面修飾反応による

機能化に軸足を移したい(図 5)。具体的には，セルロー

スを膜材料とし，リグニンから誘導可能なMVをビニル

モノマーとした放射線グラフト重合を試みた9)。セル

ロースが高極性であることから，放射線グラフト重合

は，メタノールを溶媒とした溶液重合を選択した。重合

前に，不活性ガス下でセルロース膜に対して 50 kGyの

Co60線照射を行った。続いて，得られたセルロース膜

を MV のメタノール溶液中，60 ℃でグラフト重合を

行った。その結果，グラフト率が約 57 ％となり，セル

ロース膜からのMVのグラフト重合の進行が強く示唆

された。さらに，放射線グラフト重合前後での FT-IR

スペクトルを測定した結果，重合前には観測されなかっ

たアルデヒド由来(1,692 cm-1)およびエステル由来

(1,753 cm-1)の強いピークがグラフト重合後には観測さ

れた。このことから，セルロース膜上に PMVがグラフ

トされたことが判明し，ここで得られたグラフト膜を

Cell-g-PMVと略す。つづいて，Cell-g-PMVに対する

KF-3CRを行った。具体的には，アミン基質として p-

アニシジンを用い，フォスファイト基質としてジイソプ

ロピルフォスファイトを用いた。Cell-g-PMVに対する

KF-3CRを上記のアミンおよびフォスファイトを用い，

1,4-ジオキサン中，80 ℃で表面修飾反応を行った。反応

( 39 )日本原子力学会誌，Vol.62，No.4 (2020)

215

図 4 バイオマス由来物質と多成分連結反応との組み合わせ

図 5 バイオマス由来物質と多成分連結反応との組み合わせに

よるバイオマス由来有機ハイブリッド材料の合成
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の進行は FT-IR 測定により行い，KF-3CRの進行に従

いアルデヒド由来(1,692 cm-1)のピークが消失し，一方

でリン酸エステル基(979 cm-1)に由来するピークが強く

観測された。以上の結果から，KF-3CRはセルロース膜

表面でも高効率に進行し，−アミノリン酸エステル基

が表面に固定化されたセルロース膜(Cell-g-PAP)が得

られた。セルロースはその化学構造からもわかる通り，

表面構造は親水性である。一方，セルロースに対して放

射線グラフト重合ならびに続く KF-3CRによる表面修

飾を経ることで，膜表面が疎水的になることが実験的に

判明した。表面の物性が変化した一方，セルロース膜の

繊維構造が維持されることも併せて判明した(図 6)。こ

のことは，放射線グラフト重合と多成分連結反応との組

み合わせにより，バイオマス由来材料の材料特性を制御

可能であることを萌芽的ではあるが示している。

Ⅳ．展望

本稿では，放射線グラフト重合と多成分連結反応によ

る新しい材料の表面改質を紹介した。放射線グラフト重

合ならびに多成分連結反応は共に長い歴史を有する反応

形式である。しかしながら，その融合は意外にも最近に

なり実現された。Strecker 三成分連結反応が 1850 年代

に発見されたことを考慮するに，多成分連結反応と放射

線グラフト重合との融合はまさに夜明けである。繰り返

しとなるが，放射線グラフト重合はどんな材料に対して

も基本的に適用可能である懐の深さがあり，表面開始リ

ビングラジカル重合の発展に伴い，その実際的な優位性

が改めて脚光を浴びている。とりわけ，持続可能な開発

目標(SDGs)の実現が求められている昨今，上記の観点

は今後重要性が増すと考えられる。さらに本稿で示した

通り，放射線グラフト重合と多成分連結反応との融合は

バイオマス由来材料の高機能化にも道筋を示しうると考

えている。従って，今後は放射線化学者のみならず，高

分子化学者や材料化学者の参画により，真に放射線グラ

フト重合と多成分連結反応との融合の特徴を引き出しう

る材料創成の開拓が望まれる。

− 参 考 資 料 −

1) Kreye, O.; Tóth, T.; Meier, M. A. R., Introducing

Multicomponent Reactions to Polymer Science: Passerini

Reactions of Renewable Monomers. J. Am. Chem. Soc. 133

(6), 1790-1792, (2011).

2) Kakuchi, R., The dawn of polymer chemistry based on

multicomponent reactions. Polym. J. 51 (10), 945- 953,

(2019).

3) Kakuchi, R.,Multicomponent reactions in polymer synthesis.

Angew. Chem. Int. Ed. 53 (1), 46-8, (2014).

4) Kakuchi, R., Metal-Catalyzed Multicomponent Reactions for

the Synthesis of Polymers. In Advances in Polymer Science,

Springer Berlin Heidelberg: 2015; pp 1-15.

5)Moldenhauer, F.; Kakuchi, R.; Theato, P., Synthesis of

Polymers via Kabachnik- Fields Polycondensation. ACS

Macro Lett. 5 (1), 10-13, (2016).

6) Kakuchi, R.; Theato, P., Efficient Multicomponent

PostpolymerizationModification Based on Kabachnik-Fields

Reaction. ACS Macro Lett. 3 (4), 329-332, (2014).

7) Omichi, M.; Yamashita, S.; Okura, Y.; Ikutomo, R.; Ueki, Y.;

Seko, N.; Kakuchi, R., Surface Engineering of Fluoropolymer

Films via theAttachment of Crown Ether Derivatives Based

on the Combination of Radiation- Induced Graft

Polymerization and the Kabachnik‒Fields Reaction.

Polymers 11 (8), 1337, (2019).

8) Kakuchi, R.; Yoshida, S.; Sasaki, T.; Kanoh, S.; Maeda, K.,

Multi- component post- polymerization modification

reactions of polymers featuring lignin-model compounds.

Polym. Chem. 9 (16), 2109-2115, (2018).

9) Hamada, T.; Yamashita, S.; Omichi, M.; Yoshimura, K.; Ueki,

Y.; Seko, N.; Kakuchi, R., Multicomponent-Reaction-Ready

Biomass- Sourced Organic Hybrids Fabricated via the

Surface Immobilization of Polymers with Lignin- Based

Compounds. ACS Sustainable Chem. Eng. 7 (8), 7795-7803,

(2019).

著者紹介

覚知亮平 (かくち・りょうへい)

群馬大学 理工学府 分子科学部門

(専門分野/関心分野)高分子合成/多成分

連結反応，放射線グラフト重合，超分子化

学

( 40 ) 日本原子力学会誌，Vol.62，No.4 (2020)

216

図 6 反応前後でのセルロース膜の SEM画像

(a：セルロース膜，b：Cell-PMV，c：Cell-PAP)Reprintedwith permission

from ref. 9. Copyright 2019 American Chemical Society.
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NIMBYなごみの行方

フリージャーナリスト 井内 千穂

人間が活動すれば必ずごみが出る。日頃ホイホイごみを捨てながら，その行き先をほとんど意識する

こともない我が身を省みると，NIMBY(Not In My Back Yard)という言葉が胸に突き刺さる。

東京都が主催する｢お台場埋め立て地見学会と周辺海域無料クルーズ｣に参加してみた。東京港界隈に

は，時代と共にごみで埋め立てた土地が増え，中には緑あふれる｢海の森｣に生まれ変わって，来たるオ

リンピックの馬術競技場になるごみの山もある。その脇にボートやカヌーの競技会場になる水路があ

り，橋を渡ってバスは中央防波堤外側処分場に入った。広大な敷地に東京 23 区のごみが焼却・破砕など

の中間処理を経て運び込まれ，埋められ，覆土され，その上にさらに埋め立てられていく。可燃ごみで

も資源ごみでもない不燃ごみの中には，ゴマ油のびんやツナの空き缶のように食品にまみれたものもあ

る。あちこちにパイプが立っているのは，そういうごみから発生するメタンガスを抜くためだとか。捨

てた時の袋ごと破砕されるので，埋め立てられた斜面の端をよく見ると，色とりどりのビニールの断片

がヒラヒラ飛び出していてゾッとした。あれは私が捨てた袋の切れ端かもしれない。

かつての夢の島の惨状や江東区と杉並区との間で起きた激しいごみ戦争の話を聞くにつけ，各区にご

み清掃工場を建てて中間処理したごみを集約して東京港に埋め立てるという｢解決｣にどうにか到った先

達の努力に頭が下がる。中央防波堤外側処分場はあと 50 年ぐらいで満杯になるそうだ。隣接して埋め

立てが進む新海面処分場もいずれは満杯になるだろう。その後はどうすればいいのか？ バスを降りて

クルーズ船に揺られていると，西の空に夕陽が沈み，大井コンテナふ頭に並ぶガントリークレーンのシ

ルエットが，未来の東京湾にできるごみのサバンナを行くキリンの群れのように見えた。

立場の違いによって生じる相互理解の難しさ

京都教育大学附属京都小中学校 9年生 上野 和花

私が以前参加した科学技術振興機構交流事業で，｢いくら科学的に数値で安全を示しても，国民の心に

は響かない｣｢これは文系の人と理系の人(科学者)の考え方の違いだ。｣と大人達が白熱した討論をしてい

るのを見たことがある。私は当時まだ原発に対する知識が殆ど無かったため特に気にかけることはな

かったのだが，学びを深めていくうちにこの時の討論を思い出し興味を持つようになった。

｢最終処分地が決まらない｣｢全量全袋検査がやめられない｣など解決の糸口が見つからない現実があ

る。その原因は，｢全て政府の政策や最先端の科学技術，様々な数値データといったものに対する国民の

不信感に起因している｣という意見を色々な場面で耳にしてきている。その｢一般の人々の不信感｣はと

ても複雑で，データを提示しただけでは決して解決しない問題であるようだ。

実際に私もテレビからの情報や沢山の方々から話を聞く中で，｢0 だから大丈夫｣｢基準値を超えていな

いから大丈夫｣との声を聞くことが多い。しかし，その｢大丈夫｣という言葉に問題解決への糸口，説得力

があるのか？一般の人々の不信感が払拭できるのか？と考えるようになった。科学者の提供するデータ

を元に未来に向かって行動する，その為にはそれぞれの立場に寄り添いながら現状を知ることや未来を

考えることの大切さを訴える人も欠かせない…

それが先述の討論で聞いた文系の人という意味なのだろうか。この春私は高校生になりほどなくして

文理選択を迫られる。将来どのようにこの課題に取り組むのか立ち位置をよく考えていきたい。
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広島高裁，伊方 3号の運転を差し止め

本誌 佐田 務

広島高裁が伊方 3号機の運転を差し止める仮処分を認めた。高裁は，敷地近くの活断層調査が不十分

であり，噴火による火山灰量の想定も過小であると評価。当該発電所が基準に適合したとした規制委の

判断そのものも，不合理であるとした。

福島原発事故以降，原発の運転停止を求める司法判断がすでに 5件に達している。国や電力会社は，

新規制基準によって原発の安全性は大幅に向上した結果，そのリスクは許容範囲にあり，再稼働は合理

的だと見ている。しかし，それに異を唱える今回のような司法判断では，原発の事故リスクは今も許容

範囲を超えるとし，その結論を裏付けるための理由を強引に列挙している印象をうける。

かつての司法は，原発のような専門性が高い分野の問題に対する判断の根拠を，当該分野の専門家に

よる知見に委ね，それによって判断にともなう複雑性を縮減させてきた。けれども福島原発事故は，そ

のような司法の姿勢に内省を迫るできごととなる。別の言い方をするならば，裁判官の中には福島原発

事故の衝撃を強く受け，この事故を防ぐことができなかったことや，事故の影響を軽減させることがで

きなかったことに対する悔悟の念をもっている人がいることは，想像に難くない。

さらに，この問題の本質は，今回の高裁決定のような司法判断と科学技術の知見が食い違うことにあ

るのではない。科学技術をめぐる問題の中でも，原発や遺伝子組換のようなテーマは対立的な論争にな

りがちだ。それらの受容をめぐる問題は客観的なデータで決着がつく話ではなく，価値の調整を含む問

題である。このようなテーマについて，今の日本においては多様な意見を調整する社会的な回路がない

ことに，構造的な問題がひそんでいる。

オーストリア，スロバキア，チェコの原発三国志

コメニウス大学医学部英語コース 妹尾 優希

プラハよりこんにちは。2020 年元旦は，列車で 4時間のチェコの首都プラハに来ました。本稿では，

スロバキアとチェコとオーストリアの原発事情について触れたいと思います。以前も紹介しましたが，

2016年のスロバキアのエネルギー発電量のうち原子力発電が占める割合は 57 ％で，反原発国である隣

国のオーストリアとの間で 30 年にも及ぶ争いの種となっています。対して同じくオーストリアに隣接

するチェコの原子力発電比率は，約 35％と国際的に見て決して低くはありません。

そもそも，チェコは欧州きっての原発推進国です。2011 年の福島第一原子力発電所事故後に，様々な

国で原子力発電への懸念が高まる中，チェコ産業相は 2011 年 10月に，2060 年までに原子力発電率を 80

％にするとの推進方針を示しています。また昨年 11月 13 日には，チェコ首相のアンドレイ・ハビシュ

が 2036年までにドコバニ原子力発電所に新規原子炉を建設すると発表しました。同原子力発電所は，

チェコの南側に位置し，プラハまで約 180 km，オーストリアの首都ウィーンまで約 120 kmの場所にあ

ります。対して，オーストリアより新規原子炉の増設に対して提訴されているスロバキアのモホフツェ

原子力発電所は，ウィーンまで 180 kmの位置にあります。

原子力発電を巡る争いにより，オーストリアとスロバキアの間には国際送電網は繋げられておらず，

オーストリアは代わりに【原子力発電からではない保証書付き】の電力をチェコやハンガリーより輸入

しています。名目上は，原子力発電を支援せずに，100％原子力発電フリーの国内給電をしていると主

張するオーストリアですが，チェコの原子力発電の開発が進む中，今後の両国の電力事情をめぐるダブ

ルスタンダードの観察が楽しみです。
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知る・共有する・議論する

福島県立安達高等学校 3年 服部 杏菜

昨年の台風 19号の影響で，福島第一原発事故後の除染で出た廃棄物を入れたフレコンバックが一部，

福島県内の仮置き場から河川に流出したらしい。私が住む市でも 15 袋流出した。環境省が言うには，

回収地点周辺の水質や空間線量に影響は確認されていないそう。それが本当ならばひとまず安心だ。し

かし，問題は結果としての悪影響の有無以前にあると思う。まず 1つに，なぜ対策が出来なかったのか。

仮置き場を設置した時点で，実際にリスクが高くなる条件を満たす状況にならなくても，起こりうるリ

スクを考えることは出来たはずだ。ましてや今回の事は前例があった。それなのにそのリスクをヘッジ

しようとしなかったのは甚だ疑問だ。とはいえ，私はこうしてただ疑問に思うことしか出来ない。そこ

で 2つ目の問題だ。この出来事が家庭や学校，その他私が属するコミュニティで話題に上らなかったの

だ。知らなかった人，知ってはいた人，知っていてかつそれについて考えた人，それぞれいると思う。

知らないことは罪と言うが，知っていたにも関わらずそれを共有したりそれについて議論したりしない

ことも罪だと思う。その意味で私も罪人であるので偉そうには言えないが，｢知る・共有する・議論す

る｣ことの難しさと重要性を再確認した。

昨年のことなど何を今更，と思う。しかし｢何を今更｣な事を掘り返し，時空を超え世代を超え議論す

ることで，改めて知ることや新たに気付くことがあるのではないか。少なくとも私はそう信じている

し，それが出来る人間でありたい。

｢たられば｣がふさわしからぬとき

フリーライター 服部 美咲

JR 常磐線が 9年ぶりに全線で再開する。沿線では，東京電力福島第一原発事故による帰還困難区域

の避難指示解除も始まる。周辺地域に人家の明かりが増え始めた。変化を受け，廃炉の工程が変更され

た。放射性物質飛散を抑制する。記者会見で，芸人の女性が｢周辺環境が変わらなかったら，廃炉工程に

変更はなかったのか｣と訊いた。廃炉の指揮を執る東電の小野明氏が制し，｢この件にxたらればyはな

い｣と語気を強めた。

福島県川内村は，モリアオガエルの群生地で知られる。一時全村で避難した。翌年の帰村宣言と共

に，村の商工会長はひとり帰宅した。その夏，｢蛙が鳴かなかった｣という。蛙の村に根差して生きる人

に，蛙の声が届かない――。川内村の人口は，原発事故前の 8割以上にまで回復した。孤独を忍んだ人

の覚悟と無関係ではないはずだ。一方で，家族の就学や就職などのために，帰還を望みながらも別天地

で新たな生活を始めた人もいる。いずれも，考え抜いた決断だ。他者が安易に口にできるxたらればy

があろうはずもない。

福島第一原発の構内では，日々数千人が廃炉作業を続ける。作業環境が大きく改善されたとはいえ，

厳しい作業が続く。原発周辺地域に再び日常が築かれることを願う作業員の声も聴く。周辺地域の復興

は廃炉作業の最大の目標である。｢もし避難指示解除がなければ｣｢もし住民の帰還がなかったら｣。配慮

に欠く｢たられば｣への回答を拒む小野氏の脳裏を，住民や現場の人々の顔が過
よぎ

ったのではないか。
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核セキュリティ入門
連載
講座 第 1回 核セキュリティとは何か？

京都大学 宇根崎 博信

連載講座｢核セキュリティ｣を始めるにあたって，核セキュリティとは何か，原子力安全と核

セキュリティとの関連，原子力研究の中での核セキュリティ研究の位置づけなどについて解説

する。

KEYWORDS: Nuclear Security, Nuclear Safety, Physical Protection

Ⅰ．はじめに

本号より，新たな連載講座｢核セキュリティ入門｣を始

めることとなりました。本連載講座は，日本原子力学会

の｢核セキュリティ・保障措置・核不拡散連絡会｣のメン

バーが主たる執筆者となり，核セキュリティについて，

読者の皆さんにできるかぎりわかりやすく，かつ興味を

持っていただくように解説することを目指してスタート

したものです。そして，第 1 回目では，そもそも核セ

キュリティって何？ということについて，あえて｢です

ます｣表現を使って，核セキュリティという少し仰々し

いコトバについて，親しみを感じていただけるように解

説を試みることといたしました。

｢核セキュリティ｣という言葉，読者の皆さんはどこか

で耳にしたことがあるかと思います。その一方で，みな

さんがもし｢核セキュリティって何？｣と問われたら，ど

のように答えれば良いでしょうか？

そもそも｢セキュリティ｣という言葉，実は日本語で

ぴったりのコトバがなく，｢ホームセキュリティ｣とか

｢インターネットセキュリティ｣というように，そのまま

カタカナで使われていることがほとんどといっても良い

と思います。

まず，セキュリティについて考える上で，私たちの暮

らしに最も身近なセキュリティであるホームセキュリ

ティについて考えてみましょう。私の暮らしている K

町では，昔ながらの近所付き合いがいまだに健在で，地

元の方々はお出かけするときもご自宅は開放したまま，

近所の皆さんが自由に行き来していることもしばしばで

す。

一方で，残念ながらこのような良き時代の名残がある

ところは少なくなってきており，今日では｢ホームセ

キュリティ｣という言葉が生まれてきました。見知らぬ

者が入ってこないようにご近所さん同志がお互いを見守

る，お宝が盗まれないようにするために戸締まりを厳重

にする，火災を引き起こさないようにガスコンロをきっ

ちりと消す，見回りを行って監視を強化するとともに賊

に対する抑止力を高めるなど，基本的でシンプルな｢戸

締まり用心，火の用心｣に加えて，近年の社会情勢の変化

を踏まえて，火災や侵入者を検知し，在宅していない時

でもメールによる自動通知を行うなど，最新のテクノロ

ジーを導入することで身近に存在する脅威に対抗してい

る。これが今日のホームセキュリティであると言えま

す。

さて，本講座の主題である核セキュリティについて

も，ますます増加してくる脅威と，それに対する対策と

いう観点で整理をして考えると，話が分かりやすくなる

と思います。脅威とは何か，その脅威によってもたらさ

れるリスクは何か，対策としてどのようなものがあるの

か，その対策をより効果的なものとするためにはどのよ

うな技術が必要となるのか。そして，それらのための制

度はどのようになっているのか，国際的な動向はどう

なっているのか。これらについて，これからの連載で解

説していくことといたします。

Ⅱ．原子力安全と核セキュリティ

1．原子力安全と核セキュリティとの関係

本誌 2019年 4 月号の原子力学会 60 周年記念特集にお

いて，筆者は，核セキュリティと核不拡散・保障措置の観

点から今後の原子力学会に期待することについて寄稿い

たしました。その中で，3S(Safety, Safeguards, Security)

の中で，特にセキュリティについて書かせていただいた

文章1)に若干の手を加えて，原子力安全と核セキュリティ

との関係について紹介いたします。

原子力の安全は，工学的な安全，核セキュリティ，核

不拡散・保障措置の 3本柱(以降，｢3S｣と呼びます。)か

Introduction to Nuclear Security (1) ; What is Nuclear

Security?：Hironobu Unesaki.

(2019年 10 月 1 日 受理)

( 44 ) 日本原子力学会誌，Vol.62，No.4 (2020)
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ら成り立っており，どの｢柱｣が欠けても，原子力の安全

はその礎から崩れ去ってしまうことは言うまでもありま

せん。

しかしながら，これまでの状況や動向を振り返ってみ

ると，3Sのうち，核セキュリティと核不拡散・保障措置

に係る学術的な活動への総合的な取り組みは必ずしも古

くから充実していたとはいえないのでは，と感じていま

す。振り返ってみると，これらの方面での本格的な取り

組みがなされるに至ったのは，特に平成に入ってからの

大きな動き，すなわち，原子力に関連する社会科学分野

の重要性の認識の高まりを受け，社会科学と自然科学と

の接点の好事例としての核セキュリティと核不拡散・保

障措置の認識があったものと考えています。

この点において，まず，原子力安全と核セキュリティ

との関係について述べることといたします。ここでは，

私たちが普段実感する｢セキュリティ｣の代表として，空

港におけるセキュリティ措置を例にとってみます。

皆さんもご経験のとおり，空港では，搭乗口に向かう

途中の保安検査場で，搭乗券の確認・手荷物検査・携帯

品検査等のチェックが行われ，それをパスすると，搭乗

口で再度搭乗券の確認が行われます。また，近年では，

搭乗予定者が全員指定された座席に搭乗していることを

再度確認することもしばしばです。到着地においても，

機内預け荷物の受け取り場所に入ると逆戻りできない，

といった動線管理が行われています。加えて，空港内の

各所には監視カメラが設置されており，不審な行動が監

視されています。機内においても，操縦席は厳重な施錠

管理がされています。

筆者が子供の頃に飛行機に乗るときは，搭乗券確認と

手荷物検査，携帯品検査はあったものの，機内では希望

すれば操縦席を見学できました。今では考えられないこ

とですが，極めて単純な整理をすると，航空安全の世界

では，近年の社会情勢の変化を踏まえ，セキュリティ面

での脅威の想定が従前の(単純な)ハイジャックから広域

な物理的・社会的被害を生じうる組織的なテロ行為へと

格上げされている，そして，そのことが，セキュリティ

措置の強化につながっている，ということができます。

このような情勢の変化を受けて，セキュリティ技術の

面でも，従前の X 線透過法による手荷物検査と金属探

知機によるボディチェックから，ボディースキャナーや

3D 手荷物検査システムなど，後方 X 線散乱やミリ波技

術を応用したより高度な検知装置が導入されると共に，

多重の本人確認，なりすましや不正な荷物持ち込み防止

のための動線管理などのソフト的防護措置が強化される

に至っています。当然ですが，筆者が子供であった 50

年前のセキュリティ措置が全く通用しないのが現状で

す。

さて，原子力安全の世界のうちの核セキュリティや核

不拡散・保障措置についても，このような流れは全く同

様です。9.11 テロをはじめとする社会的脅威の顕在化，

社会情勢の変化を受けた想定脅威の変化があり，それに

対応するための制度的・技術的措置の改革と高度化，そ

して，そのニーズを受けた技術開発の進展は目覚ましい

ものがあります。これからの連載で詳しく述べることと

いたしますが，例えば技術面では，核物質検知における

小型加速器技術の応用や放射線検出システムの高度化，

核鑑識(nuclear forensics)における物質分析技術の高度

化や画像処理技術の応用など，学際的かつ横断的な取り

組みが活発に行われています。また，制度面において

も，内部脅威者(インサイダー)に対する規制上の対策と

しての信頼性確認制度の導入や情報管理・鍵管理措置の

強化，原子力施設のデジタル化の進展を踏まえたサイ

バーセキュリティへの対応の強化など，国際的な視点を

も考慮して，社会的・技術的な変革，進展を踏まえた制

度強化が進められています。

このように，核セキュリティは，工学的な安全に対す

るものと同様もしくは場合によってはそれ以上に社会的

な要請を踏まえた早いペースでの変革が要求されるもの

ということができ，それに呼応して関連する技術を開発

して，それを適切な制度の下で適時かつ的確に社会にイ

ンプリメントすることが要求される分野であるといえま

す。言い換えると，核セキュリティは，社会と科学技術

のインターアクションの好事例として，これからの原子

力研究の中でより一層の進展が望まれる分野であり，魅

力ある横断的な分野と考えている次第です。

このような考えのもと，これからの連載では，核セ

キュリティと原子力研究との深いつながりを様々な視点

から紹介していきたいと思います。

2．核セキュリティの基礎：何を，何から守るのか？

さて，セキュリティを考える上では，｢何を，何から守

るのか？｣ということが最も基礎的なものとなります。

この観点は，セキュリティだけではなく，様々な｢安全｣

のあり方を考える上でも共通するものです。この点にお

いて，有意な損害を引き起こしうる脅威と，それに対す

る対抗措置という観点で整理をすることにより，原子力

安全，保障措置，核セキュリティの関係をよりスッキリ

とした形で理解できると考えます。

脅威はどこにでも存在します。これを，外部からの脅

威なのか内部からの脅威なのか，意図しないものなのか

意図されたものなのか，という観点で分けていきましょ

う。

まず，システムの境界の外から襲ってくるものとして

一番わかりやすいものは地震や竜巻等の自然災害でしょ

う。これらは，人間の意図が介在せずに襲ってきます。

また，機器の故障は，システムの内側で発生しますが，

自然災害と同じく，人間の意図とは関係なく生じるもの

と考えることができます。これらに対して，(極端な例
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ではありますが)例えばシステムにミサイルを撃ち込む

という行為は，システムの外部からの脅威ですが，人間

の意図が介在しています。また，システムの中からわざ

と機器を故障させる，システムにとって重要なモノを盗

み出すということも人間の意図が介在しています。

このような観点から整理すると，(工学的な)原子力安

全は｢人為的/意図的でない脅威｣に対する措置であると

とらえることが可能だといえると考えます。ということ

は，これの反対である｢人為的/意図的な脅威｣について

は 3Sの残り二つ，すなわち核セキュリティと保障措置

で担保するもの，と整理することができます。核セキュ

リティと保障措置との間にはオーバーラップする領域が

存在するのですが，簡単にいうと，核兵器開発につなが

り得る(国家レベルを含む)組織的な行為を阻止するため

の様々な措置が保障措置であり，施設の破壊と核物質の

盗取を意図した組織・個人の行為(特にテロ行為や社会

的騒乱)を阻止するための措置が核セキュリティである，

と整理できます。非常に乱暴な整理ではありますが，次

のように考えるとわかりやすいのではないでしょうか。

｢ある国家のある原子力施設 Aにおいて，申告された

量や種類，使用目的の核燃料物質が存在し，申告された

内容に沿って利用されている｣というケースを考えま

しょう。加えて，この施設では，核燃料物資が第三者に

よって盗まれないような(上述した核セキュリティ)措置

が施されていると仮定します。

さて，その組織を運営管理する最高主体である国家

が，組織的にかつ意図的に核燃料物質を申告外の目的で

使用し，秘密裡に核兵器開発を行っている場合は，核セ

キュリティ措置ではその行為を防ぐことはできません。

仮に核セキュリティ措置で核燃料物質の不審な取り扱い

を検知できたとしても，国家が組織的に意図的にそれら

の検知結果を無視して何事もなかったことにする，とい

うことすら可能かもしれないからです。このような不法

行為を阻止するためには，この国家そのものが信頼でき

ないという前提に立って，その国家からは独立している

第三者機関が客観的に状況を分析し，評価して確認する

というプロセスが不可欠です。この役割をはたしている

のが IAEAであり，施設や国家から提出される情報の信

ぴょう性を分析するとともに，施設現場において核燃料

物質の実在庫状況や利用状況を検認し，申告内容との整

合性を確認することで，国家による組織的かつ意図的な

犯行に至っていないことを確認する(IAEAの査察官は，

AWe trust you, but we have to verify.Fという言葉をし

ばしば使います)。そのことで，世界における核兵器の

拡散を防止するという役割を持っている機関です。

一方で，例示した同じ施設に対する個人・小組織によ

る悪意をもった核燃料物質の盗取や原子炉施設の破壊に

よる放射性物質の放散や社会的騒乱の展開については，

完全に核セキュリティの世界での課題であり，例えば秘

密裡の核燃料物質の盗取は，万が一核セキュリティ措置

で検知できなかったとしても，保障措置検査における実

在庫検認で検知できる可能性があります。このように，

核セキュリティと保障措置とは前提としている脅威に異

なる点はありますが，お互いが相補的に機能できる可能

性も大いにあることがお分かりいただけるかと考えま

す。

3．核セキュリティの二つのターゲット：

盗取と妨害破壊行為

ここまで原子炉安全，核セキュリティと保障措置との

関連を説明してきましたが，以降，核セキュリティにつ

いてもう少し踏み込んでいきます。

先の例の中でもすでにふれたとおり，核セキュリティ

で想定される不法行為は｢核燃料物質に対する盗取

(Theft)｣と｢施設に対する妨害破壊行為(Sabotage)｣の

二つに大別されます。この二つは，前者が核燃料物質

を，後者が施設を対象としているという点で大きく違っ

ており，セキュリティ面では異なったアプローチが要求

されます。

まず，盗取は，核燃料物質を意図的に盗み，それを放

射性物質飛散装置(いわゆるダーティボム)や核兵器に転

用することを目的とした不法行為で，また，RIセキュリ

ティにおいては，盗取した放射性物質を用いた被ばく事

故を引き起こすための材料として用いるというリスクも

考える必要があります。一方の妨害破壊行為は，原子力

施設等を人為的・意図的に破壊することによって，人為

的に原子力・放射線事故を引き起こして環境に悪影響を

及ぼすことを目的としたものです。さらに，これらの不

法行為を達成することにより，社会的な混乱が引き起こ

されることもリスクのうちに含めて考えるのがふさわし

いと考えています。

さて，核セキュリティの同意語として我が国の法令等

で用いられている｢核物質防護｣という言葉からも推察で

きるように，歴史的には，核セキュリティは，第一義的

には核物質を防護することによる核兵器拡散の防止策と

して産まれた，すなわち，上述した 2つの不法行為のう

ち，盗取が主なものと想定されていたと理解することが

できます。このことは，現在，核セキュリティの要求レ

ベルを示す｢区分(Category)｣が，核兵器転用の蓋然性の

観点から核物質の種類と量から決められていることから

もうかがい知ることができます。区分表においては，高

濃縮ウランやプルトニウムなど，核兵器の材料となりう

る蓋然性の高い物質については，低濃縮ウラン，天然ウ

ラン等のそれ以外の物質に比べ，はるかに少ない量でも

より上位の区分(＝より厳格な措置が要求される)に区分

されます。また，照射済みであって，表面線量が一定値

を超える核燃料物質(使用済み燃料等)については，表面

の放射線量が高いために賊がそれを盗取できないとい
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う，自己防護機能というべき性質を有するということ

で，区分が 1ランク下がる，という扱いになっています。

それに対して，妨害破壊行為については，工学的な原

子力安全における各種の事故解析結果をも参照しつつ，

安全性に係るシステム機器が人為的に無条件で破壊され

たときに，システム全体としてどのような挙動を示すの

かということを分析し，その機器の破壊が有意な環境影

響につながり得るか否かで，防護すべき機器・施設を特

定し，適切な防護措置を施す，という流れです。すなわ

ち，核燃料物質そのものという観点ではなく，原子炉施

設としての安全設計と密接に関連したものであると言え

ます。

このように，核セキュリティの対象が核燃料物質と施

設の二つであることを明確にするため，IAEA の核セ

キュリティ関連文書等では，APhysical Protection of

Nuclear Material and Nuclear FacilitiesFと書かれてい

ます2)。

核セキュリティの目標である盗取と妨害破壊行為は根

本的に見ているものが違っているため，核セキュリティ

措置といっても，様々なハード，ソフト両面の対策・措

置を組み合わせて，この二つの目標を同時にかつ効果的

に達成する必要があります。

ハード的な措置は，強固な壁で対象となる核燃料物質

を守る，不法者の侵入を検知する，主要な出入口やフェ

ンス等をカメラ等で監視する等の措置が代表的なものと

して挙げられます。核セキュリティの上では，まずハー

ド的(｢物理的｣)に核物質を防護することが肝要であり，

核物質防護の意味でAPhysical ProtectionF(直訳すると

｢物理的防護｣)という言葉が一般的に使われている所以

です。また，原子力規制上の核物質防護措置以外でも，

核燃料物質の盗取が発生した後に如何にしてそれをト

レースして検知するかという核物質検知技術や核鑑識技

術も，核セキュリティをより幅広い視点から強化するた

めの重要なハード対策であると位置づけることができま

す。

一方で，ソフト的な措置は，ヒトに対する措置と情報

に対する措置に大別され，前者については立入許可証の

発行と主要な境界での出入管理や，その個人が核セキュ

リティ上十分な信頼性を有することを確認する｢個人の

信頼性確認｣等が，後者については核セキュリティ措置

に影響を及ぼし得る各種情報の適切な管理・保管が代表

的なものとして挙げられます。

ハード的な措置をいくら施しても，その効果を存分に

発揮するためには緻密なソフト的措置が必要であり，逆

に，いくら厳密なソフト的措置を施しても，万が一の外

部からのアタックに対してハード的な措置が脆弱であれ

ば核セキュリティを維持することはできません。このこ

とは，工学的な原子力安全の確保において，工学的な安

全機能の充実と，それを適切に運用できるソフト的なシ

ステムの充実を両立させることと全く同一の考え方であ

ると言えると思います。

核セキュリティと工学的原子力安全が，特に妨害破壊

行為の面において密接に関連したものであるという点

は，原子炉施設の設計段階において，核セキュリテイ措

置を考慮して設計するというASecurity by DesignFの考

えや，工学的原子力安全のための措置と核セキュリティ

措置がお互いに悪影響を及ぼさないことを十分に担保す

るというセーフティ-セキュリティのインターフェー

ス3)という概念に繋がっています。

Ⅲ．核セキュリティにまつわる話題：

これからの連載に向けて

以上，核セキュリティという考え方を理解する上で，

脅威とは何か，その脅威によってもたらされるリスクは

何か，対策としてどのようなものがあるのか，というこ

とを述べてきました。

これからの連載においては，核セキュリティに関連す

る様々な話題について，それぞれの専門家の方々から詳

説いただきます。

第 2回では，核セキュリティの強化に向けた取り組み

について，これまで国際的にどのような取り組みが行わ

れてきたのかという点について，制度の発展の経緯を含

めて紹介いたします。歴史的な経緯から始めて，特に近

年における国際的な核セキュリティ強化の動きを紹介す

ることにより，なぜ核セキュリティが今日重要なトピッ

クスとなっているのかということを学んでいただけると

考えています。

第 3回および第 4回では，核セキュリティに関連した

技術的な取り組みの一環として，核物質検知に関わる技

術開発と，核鑑識(Nuclear Forensics)に関わる技術開発

に関する最新の研究開発動向を紹介いたします。この分

野は，保障措置とも密接に関連したものであり，また，

技術的には加速器開発，放射線計測等さまざまな原子

力・放射線関連分野の進展と歩みを共にしている，総合

工学として近年注目を集めている分野です。読者ご自身

の専門分野が，核セキュリティ技術とつながっているこ

とを発見いただけることもあるのではないでしょうか。

第 5回では，本稿でも触れた原子力安全と核セキュリ

ティのインターフェースについて詳しくご紹介いたしま

す。原子力安全と核セキュリティのインターフェース

は，我が国原子力規制に対して平成 28年にとりおこな

われた IAEAの総合規制評価サービス(IRRS)において

も，原子力安全とセキュリティに対する規制がより一層

統合された形で行われるような仕組みの構築が課題とし

て明らかとなっており，以来，原子力規制の中でも重要

課題として取組が進められているものです。工学的安全

設計や安全対策において，核セキュリティという視点が
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如何に重要なものであるかということについて，より一

層の理解を深めていただけることを期待しています。

最終回となる第 6回では，次世代炉・次世代燃料サイ

クルにおける核セキュリティについてご紹介いたしま

す。工学的な原子力安全と核セキュリティの関係が，次

世代の原子力システムにおいてどのような重要性を持つ

のか，そのために要求される技術開発，学術的取り組み

はどのようなものなのか，特に原子力工学を志す学生の

皆さんにとって興味深い解説となることを期待していま

す。

Ⅳ．おわりに

本稿では，核セキュリティ入門として，核セキュリ

ティそのものの説明，原子力安全とのかかわりからス

タートして，制度・技術の両面から学術的な発展が期待

できることがらを紹介いたしました。次回以降は，それ

ぞれの各論について，より専門的な観点から，最先端の

状況を紹介いたします。本連載講座を通じて，普段は別

世界のもののように感じられるかもしれない核セキュリ

ティが，実は様々な研究テーマと密接にかかわっている

こと，そして何よりも，核セキュリティが原子力安全に

とって欠かせない重要な柱であることをお伝えできるこ

とを祈念しています。
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倫理問題は，ある日突然やってくるものである。そのときに

冷静な判断ができなければ技術者としての責務を果たせない可

能性があり，結果として大きな災禍にみまわれることも考えら

れる。そのような観点から今回の事例を通じて，さらに倫理観

を向上させることは重要である。事例はいずれも実際に起こっ

たことであり，リアリティをもって読み進んでもらえるものと

考える。そうすることで，より効果的に理解が促進されるもの

と思われる。(本書｢事例の活用について｣より抜粋)
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基礎から分かる未臨界
連載
講座 第 7回 動力炉(BWR)での未臨界度監視手法の開発

グローバル・ニュークリア・フュエル・ジャパン 田代 祥一

原子炉の未臨界度を常時監視すれば，想定外の臨界到達を未然に防止でき，原子力の安全性

向上につながる。そこで，炉心シミュレーション技術と反応度計技術の二つの既存の技術を組

み合わせることで，動力炉(とくに BWR)に適用しうる未臨界度の常時監視技術の開発を行っ

た。第 7回では上記の監視技術について，周辺技術と共に紹介する。

KEYWORDS: subcriticality, reactor physics, microscopic burn-up model, AETNA, noise filter, reactivity meter,

BWR, SRNM

Ⅰ．はじめに

原子力発電所は，大量の放射性物質を取り扱っている

ことから，ひとたび事故が発生し，これらの放射性物質

が環境中に放出されると，周辺環境に重大な影響を及ぼ

すことになる。そこで，各種の設計で，十分な安全余裕

を持たせることで，万一の場合でも，重大な事故への進

展を防止することが重要である。

BWRの炉心設計は，熱水力設計と核設計などから構

成されている。この炉心設計における燃料装荷位置や制

御棒パターンなどの違いによって，原子炉周りの安全余

裕の大小が著しく変わり得るため，必要な運転条件を満

たした上で，いかに安全性の高い炉心を設計するかが，

炉心設計の重要事項となっている。

運転中の炉心特性に係る評価指標は，安全性にとって

とりわけ重要度が高いため，原子力発電の黎明期から現

在に至るまで盛んに評価精度向上のための技術開発が行

われている。それに対して停止中は，炉心全体が常温程

度の冷水に浸かっていることと，多数本の制御棒が挿入

されていることなどから，熱的にも核的にも余裕が比較

的大きい。このような事から停止中の炉心特性は，運転

中に比べると注目を浴びにくい技術開発分野であり，

Ñ未臨界度Òは，停止中の炉心特性として特に重要な指標

であるにも関わらず，発電用原子炉で常時監視に至って

いないのが現状である。

さて，東日本大震災の大きな教訓は，想定外への備え

が重要である，ということであった1)。停止中の炉心の

安全性に当てはめてみると，制御棒を誤って引き抜いた

り，燃料を誤った位置に装荷したりしたまま作業を続け

た場合，想定外の臨界に至ることも考えられる2)。この

ような背景から，新規制基準の策定段階で，未臨界度の

常時監視技術が話題に挙がった。未臨界度の常時監視に

よって，誤操作などによる未臨界度の異常変化を検知

し，それを運転員に知らしめ，作業を中断させれば想定

外の臨界到達を未然に防止できることが期待される。そ

こで，発電用原子炉に適用しうる未臨界度の常時監視技

術の開発を，文部科学省国家課題対応型研究開発推進事

業英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業に

おいて行った3)ので，周辺技術と共に紹介する。

Ⅱ．発電用原子炉の反応度測定

1．BWRの炉物理試験

発電用原子炉では，試験結果と計算結果とを比較する

ことで，炉心設計が妥当であること，すなわち，運転期

間を通じて十分な安全余裕が維持されることを確認する

必要がある。このために炉物理試験とよばれる試験が実

施されている。ここでは，BWR の炉物理試験として代

表的な，停止余裕試験と冷温臨界試験について紹介す

る。

(1)停止余裕試験

停止余裕とは，全ての制御棒が完全に挿入された状態

での未臨界度であり，原子炉の停止能力の大きさを示す

指標である。極論すれば未臨界(<1)でありさえすれ

ば良いが，炉心設計では，炉心の様々な状態変動，不確

かさなどを考慮した上でも，いつでも未臨界にできる事

を設計上の要求事項にしている。具体的には，減速材

(水)の密度が高く，核分裂が起こりやすい冷温状態で，

最も停止能力の高い 1体(又は 1組)の制御棒(以下，Ñ最

大反応度価値制御棒Òという。)が挿入されなくても，

Subcriticality - from basics to applications (7) ; Subcriticality

monitoring in power reactors：Shoichi Tashiro.

(2019 年 9 月 26日 受理)

■前回タイトル

第 6回 加速器駆動システム(ADS)
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≤0.99(1％ Δk 以上の停止余裕)となるように設計さ

れる(図 1参照)。

停止余裕試験では，全ての制御棒を挿入した状態か

ら，最大反応度価値制御棒のみを全引き抜きし，更に近

接する制御棒を後述する反応度補正量分だけ引き抜き，

未臨界であることを確認する(図 2参照)。発電用原子炉

は，運転に入ると次の定期検査まで運転を止めないた

め，停止余裕試験は，運転開始前のみで実施し，運転期

間を通じて停止余裕があることを示す必要がある。そこ

で，反応度補正量には，運転期間中の最大反応度価値制

御棒の価値の変化，停止余裕解析の基準温度と試験時の

炉水温度の差，燃料および制御棒の製造公差，解析値の

ばらつきなどが考慮されている。

(2)冷温臨界試験

冷温臨界試験は，冷温状態で原子炉をわずかに臨界超

過とし，炉心の反応度を評価する試験である。その目的

は，反応度特性が特異な挙動となっていないこと(例え

ば臨界超過領域の計数率が，図 4のように指数関数的に

増加していること)を確認することと，試験結果に対す

る計算結果のずれを見積もり炉心設計の精度向上を図る

ことなどである。そのために，様々な制御棒パターンで

冷温臨界試験を行っている(図 3参照)。

BWR の冷温臨界試験ではペリオド法が用いられてい

る。臨界超過で出力が指数関数状に増加している時に，

出力が e(自然対数の底)倍になる時間がペリオド Tであ

り，臨界超過中の任意の二つの測定値から評価できる。

評価したペリオド Tと，炉心解析による炉心定数(β：遅

発中性子割合，λ：遅発中性子先行核の崩壊定数)から反

応度 ρ が求まる(図 4 参照)。安全保護系などの様々な

監視を受ける制約の中で，試験ケース毎に制御棒パター

ン調整，ペリオド測定，制御棒挿入を慎重に行う必要が

あるため，相応の時間が掛かるのが難点である。

2．リアルタイム反応度評価技術

(1)式は，逆動特性法(IPK; Inverse Point Kinetics)と

呼ばれる第 3回目に紹介した反応度の評価手法であり，

中性子の動特性方程式を反応度 ρt について解いた式

である。

ρt =β+Λ
d

dt
ln nt −

ΛS

nt 

−
1

nt 





βn0e+λ



nτe dτ (1)

β：第i群の遅発中性子割合 β=∑ β

λ：第i群の遅発中性子先行核の崩壊定数

Λ：中性子生成時間

S：外部中性子源強度

nt ：中性子計数率

β, λ, Λ, Sなどの定数は，予め評価しておく必要があ

るが，中性子計数率 ntの入力から，反応度 ρtをリア

ルタイムに評価できることから，炉物理試験に要する時

間の短縮が期待できる。PWRではこの手法を用いた反

応度計がシステムとして実用化されている4)。

BWR でも実用化に向けた取り組みが行われており，

その一環で 3 次元炉心シミュレータ AETNA5)を用いた

仮想 ABWR を対象に制御棒反応度価値測定試験のシ

ミュレーションを行い，反応度計の適用性を検討した6)。

シミュレーションでは，測定対象制御棒周りの制御棒を

段階的に引き抜き臨界超過とした後，対象制御棒をスク

ラム挿入した。解析によるスクラム挿入前後の起動領域

中性子モニター(以下，ÑSRNMÒという。)の計数率を反

応度計モデルに連続的に与え，反応度を評価した。この

結果，リアルタイムに反応度を評価できていることに加

えて，スクラム挿入前後の反応度の差をとることで，容

( 50 ) 日本原子力学会誌，Vol.62，No.4 (2020)
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図 1 停止余裕の設計例

図 2 停止余裕試験の制御棒パターン例

図 3 冷温臨界試験の制御棒パターン例

図 4 ペリオド評価の概念図
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易に制御棒反応度価値を求められることも確認できた

(図 5, 6参照)。なお，通常のBWRの制御棒反応度価値

測定試験では，前述のペリオド法又は制御棒落下法が用

いられるが，いずれも相応に時間を要するため，BWR

でも反応度計を導入するメリットは多分にある。

Ⅲ．未臨界度監視の技術開発

1．BWRの未臨界度監視手法

未臨界度の評価手法には様々なものがある(第 3 回

Ñ未臨界度測定のいろはÒを参照)。それぞれに特徴があ

るので，状況や目的に応じて使い分ける事が重要であ

る。BWR の未臨界度監視に適切な手法を考えてみる。

通常，BWRには加速器は併設されていないため加速器

が必要な手法は適用できない。また，中性子相関の分析

に基づく手法では，1 kHz程度のデータサンプリングが

必要であるが，BWR で一般的な起動領域中性子モニ

ター(以下，ÑSRNMÒという。)のサンプリング周波数は

10 Hz程度と低いため，やはり適用できない。ここでは

挙げなかった他の多くの手法についても，それぞれに適

用が困難な理由が挙げられる。(1)式の逆動特性法は，

炉心内の空間依存性を考慮しない 1点炉近似であること

と，中性子計数率 Pt以外の変数は定数であるため評価

中の大きな変化は許容されないことに留意が必要だが，

評価される反応度は正だけではなく，原理的には負(す

なわち未臨界)も取り扱えるため，未臨界度監視が出来

そうである。

さて，Ⅱ章で述べたように発電用原子炉で反応度を測

定する炉物理試験では，炉心を臨界又は臨界超過状態に

している。この時の炉心内の中性子の殆どは核分裂連鎖

反応に由来しており，外部中性子源に由来しているもの

は僅かである。すなわち(1)式の外部中性子源強度を含

んだ項は無視することができ，現に反応度計ではこの項

を無視している。一方，未臨界炉心では，核分裂反応が

少ないため，外部中性子源に由来した中性子の影響が大

きくなる。そのため，外部中性子源強度を含んだ項は無

視せず，正確に評価することが重要である。また，停止

中は中性子束レベルが低いため，検出信号にノイズの影

響が大きくなる。ノイズ要因は様々であるため，様々な

状態に柔軟に適応できるノイズ対策が重要である。

2．中性子源強度の評価

中性子源の核種および反応は様々あるが，照射済み

BWR燃料中では，次の三つが主である7)。

� 140Laの 2H(, n)1H反応

� 242Cmの自発核分裂および(, n)反応

� 244Cmの自発核分裂および(, n)反応

これら核種の半減期はそれぞれかなり異なってい

る。140Laはその親核種である 140Baと過渡平衡状態に

あり，140Ba の半減期に支配されるため，半減期は約

12.8 日である。242Cm と 244Cm の半減期はそれぞれ約

163日と約 18.1年である。これらの核種を考慮した適切

な燃焼チェーンに基づき，炉心を空間的に分割した小領

域毎に，運転履歴と停止時間を考慮した燃焼計算(個々

の核種の個数密度の変化を追跡するミクロ燃焼計算)を

行うことで，原子炉停止中のこれらの核種の量と分布の

評価が行える。3 次元炉心シミュレータ AETNAには，

ミクロ燃焼計算に基づく中性子源強度評価機能と中性子

計数率の予測関数が組み込まれており，停止中の中性子

計数率を正確に予測することができる(図 7参照)8)。

3．ノイズ対策

反応度計の基本モデルは，(1)式で示した逆動特性法

である。この式自体には信号に含まれているノイズ成分

を低減する機能(ノイズフィルタ機能)がないため，IPK

を用いる際は，ノイズフィルタと併用されている。この

時，反応度計の実績に基づいて，実用的なノイズフィル

タを設計している。しかし，未臨界度監視は反応度計よ

りも，適用すべき範囲が非常に広いため，実績に基づく

( 51 )日本原子力学会誌，Vol.62，No.4 (2020)
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図 5 反応度計のBWR適用性検討の解析条件

図 6 制御棒反応度価値測定試験のシミュレーション例

図 7 中性子計数率予測と測定値の比較
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設定は困難であり，何らかの工夫が必要である。

その工夫の一つが拡張カルマンフィルタ法(EKF;

Extended Kalman Filter)を適用した反応度計である9)。

反応度の評価モデルは，IPKと同様に，中性子の動特性

方程式に基づいている。IPKではこれを反応度につい

て解き，計数率に対する反応度で表現している(単入力

単出力系)。一方，EKFでは計数率を含む諸変量間の関

係をそれぞれ一次微分方程式で表現している(多入力多

出力系)。これら諸変量を逐次的に予測し，観測値を用

いて予測値の修正を行うが，炉心の状態に応じて，自動

で理論的に最適な修正を行える特徴がある。ただし，煩

雑な行列計算を行うため計算量が多いことや，条件に

よっては値が発散することが課題である。

そこで，提案されたのが簡易フィードバック法(SRE;

Simple Reactivity Estimator)である10)。SRE でも，予

測を行い，観測値を使って予測値の修正を行う点は

EKFと同様である。しかし，修正量の見積もり計算で，

理論的な最適性を犠牲にする代わりに計算量を大幅に削

減すると同時に，値の発散も防いでいる。さらに計数率

の高低によって，修正量のゲインを補正することができ

ることから，未臨界度監視の広範な適用範囲に耐えうる

ロバスト性を備えている特徴がある。

4．未臨界度監視手法の検証

(1)炉心シミュレーション(燃料移動作業：シャフリング)

AETNAを用いて ABWRの燃料シャフリングシミュ

レーションを行い，各シャフリングステップの SRNM

計数率(10個；A, B, C, D, E, F, G, H, J, L)と未臨界度を

求めた(図 8 参照)。未臨界度と 10 個の SRNM 計数率

は，遠目では連動しているように見えるが，よく見ると

それぞれの連動は弱くバラバラに変化している箇所がた

くさんあることが分かる。これは未臨界の場合には中性

子計数率の検出器空間依存性の影響が強いため，反応度

が変化しても体系全体の中性子束の大きさが全体的に増

減する効果よりも(中性子生成率・吸収率が局所的に変

化した領域の近傍で)中性子束分布が局所的に変化する

効果が大きく現れやすいためであり，局所的な反応度変

化(中性子検出器が調べることができる局所的な領域で

考えたÑ(中性子生成率−中性子吸収率)÷中性子生成

率Òの量)の影響が炉心の全体的な反応度特性に殆ど影

響を与えていないからである。すなわち，燃料の取出し

などを行った付近の検出器は変化を検知するが，遠くの

検出器は検知が難しい事を意味している。未臨界度は炉

心で一つの値であるが，10個の検出器でそれぞれ未臨界

度を監視した場合，シャフリングの進行に伴って，測定

された未臨界度にばらつきが発生する(したがって，何

が正しい測定か分からなくなる)。そのため，シャフリ

ングがある程度進行したら，解析などで求めた未臨界度

を元に各検出器の外部中性子源強度を校正する事が必要

である。例えば 1日 1回程度の少ない補正ならば負担は

それほど増えないし，実用的な精度で未臨界度を評価で

きる見通しを得ている。

(2)実機信号(燃料取出し)

北陸電力株式会社志賀原子力発電所 2号機で，燃料の

炉心内から燃料貯蔵プールへの移動が行われ，作業中の

信号を採取した。作業中でも保安規定で定められた最小

計数率(3cps)を上回ることができるように，作業の初め

に SRNM周りの燃料を燃料貯蔵プール中の燃焼が進ん

だ燃料に置き換えて，計数率測定を実施した(図 9 参

照)。この時，燃焼が進んだ(核分裂を起こしにくい)燃

料によって囲まれた SRNMでは，中性子源強度の変化

によって計数率が変動しているが，他の検出器は一定値

を保っていた。これにそのまま IPKを適用すると，中

性子源強度の変化の影響を受けた検出器のみ未臨界度の

変化があったと評価され，検出器毎で異なる評価結果と

なってしまう。計画的な燃料 1体の操作では，経験的に

最も近い一つの SRNM しか応答変化がないことが分

かっている。そこで，単一検出器のみ一定以上の未臨界

度の変化を検知した場合は，炉心の未臨界度が変化した

のではなく，当該検出器の実効的な中性子源強度が変

わったものと判定し，当該検出器の未臨界度を維持する

ように中性子源強度を調整することで妥当な結果が得ら

れることを確認している。燃料置き換え作業以外にも，

停止中の貴重なデータを幅広く採取できたため，この調

整方法の妥当性などに関して，引き続き検証を行う。

5．複数信号による縮約

Ⅲ章の 4節で示した通り，停止中の未臨界度評価で

は，検出器ごとに未臨界度評価結果が大きく異なるのが

当たり前の事である。検出器それぞれの評価結果は，各
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図 8 燃料シャフリングシミュレーション結果

図 9 燃料置き換え作業時の計数率の例



49-53_vol62_04-F_連載講座_PK.smd  Page 5 20/03/06 13:57  v3.40

検出器周りの局所的な未臨界度特性に対応しており，局

所的な反応度変化を調べるのに役に立つ。一方，未臨界

度は本来，炉心で唯一の値として定義された大局的な量

であるため，複数の検出器信号から一つの尤もらしい未

臨界に縮約する事も重要である。そこで，制御棒誤引き

抜き解析のシミュレーション解析を行い，それぞれの計

数率を足し合わせた合計値(縮約)から反応度を評価し，

AETNAによる反応度と比較した(図 10参照)。検出器

毎の反応度は，誤引き抜き制御棒に近い検出器から順番

に増加したが，また縮約に基づく反応度と AETNAの

反応度との比較においては，立ち上がりなどに違いは確

認できるものの，実用上は問題なく，一つの尤もらしい

反応度を評価できているといえる。

Ⅳ．今後の展開

既存の二つの技術(ミクロ燃焼モデルを備えた炉心シ

ミュレーション技術およびノイズフィルタ機能を備えた

反応度技術)を組み合わせることで，BWRに適用できる

未臨界度監視技術を開発した。

将来的には，この開発手法を搭載した未臨界度監視装

置を実機プラントに適用することで，原子力発電所の安

全性向上および研究成果の社会還元に貢献できると考え

ている。実機プラントに適用すべく，未臨界度監視装置

の信頼性向上に関する取り組みを継続するとともに，原

子力発電事業者に採用に向けた提案を行っていきたい。
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Short Report

IAEA 総会に参加して〜ブース展示と幹部懇談〜

日本原子力産業協会 Liu Daniel

毎年 9 月にオーストリア・ウィーンにある国際原子力機関(IAEA)で年次総会が開催され，

世界中から計 171 の加盟国代表団が集まり，核不拡散や原子力安全について議論する。IAEA

のキーメンバーである日本からは，一週間にわたる会合やサイドイベントに政府代表をはじめ

とする幅広い分野から原子力関係者が参加し，日本における原子力平和利用の取り組みを積極

的にアピールしている。ここでは昨年の総会で原産協会担当者として主に関わった活動を紹介

する。

Ⅰ．参加概要

第63回 IAEA総会は 2019年 9月 16日(月)〜20日(金)

の期間にウィーンの Vienna International Centre(VIC)

で開催された。当協会理事長等は IAEA 総会のオブ

ザーバーとして参加するとともに，政府および民間関係

機関との連携協力のもとでの日本ブース展示をとりまと

め，日本の原子力についてアピールを行った。また，

IAEA幹部との会談も積極的に行い，日本の原子力の現

状や今後の展望についての発信に努めつつ，サイドイベ

ントへの出席や他国の参加者との交流を通じて情報交換

を行った。

Ⅱ．総会

今回は，去る 7月に天野之弥事務局長が逝去してから

初めての総会で，冒頭，出席者一同が同氏に対する黙と

うを捧げ哀悼の意を表した。日本の政府代表である竹本

直一科学技術政策担当大臣は代表演説で，福島第一原子

力発電所(以下，福島第一)の廃炉に向けた取り組みを継

続していくと強調するとともに，対外的な説明努力に関

しては，とくに事故発生後から継続して行ってきた外交

団向け説明の実績にも言及し，今後も国際社会に対して

透明性をもって説明していく姿勢を強調した。竹本大臣

は，最近の事例を踏まえ，廃炉・汚染水対策に関し事実

や科学的根拠に基づかない批判を受けているとしたうえ

で，日本が公表している情報をもとに，すべての国が公

正で理性的な議論を行うよう訴えた。

Ⅲ．展示会

毎年 Rotunda という丸型のビルロビーで開催される

展示会には申込先着順で 18か国が出展する。多くの出

展国でそれぞれの担当機関が一つの明確なテーマで展示

を行うが，日本ブースでは参加機関が多く，一つのテー

マに絞ることは毎年の課題となっている。例えば今年

は，実際に展示コンテンツを提供したかどうかに限ら

ず，準備段階から参加した機関は，内閣府，外務省，経

済産業省，文部科学省，環境省，日本原子力研究開発機

構(JAEA)，量子科学技術研究開発機構(QST)，国際廃

炉研究開発機構(IRID)，東京電力 HD，東芝 ESS，日立

GE，三菱重工と事務局の当協会であった(計 13 機関)。

近年同様，基本テーマを｢Life, Safety and Prosperity｣

とし，総会参加者および IAEA職員に対し｢日本は人々

のくらしと安全を守り繁栄するために原子力の平和利用

を進める｣ということを訴求するほか，原子力イノベー

ションを促進する政策的取り組みや，各機関の｢従来型

から革新している｣技術を紹介するなど，次のような

様々な展示物の組み合わせにより｢イノベーションを目

指す姿｣をアピールした。

1．模型：①高温ガス炉燃料体模型(JAEA)，②量子メ

ス・PET模型(QST)

2．パネル：日本のエネルギー政策，原子力イノベーショ

ン推進事業(NEXIP)の紹介(経産省，文科省)

3．映像：①福島第一関連映像(経産省，JAEA，東京電

力 HD，三菱重工，東芝 ESS)，②各機関からの関連

映像

4．特設ウェブサイト：紙資料の配布は必要最低限とし，

日本ブース資料をダウンロードできる特設ウェブサ

イトを設けた。(https://www.jaif.or.jp/IAEA2019/)。

ブースへの来訪者数は延べ約 700名となり，主な来訪

者は，竹本大臣，岡原子力委員長，ほか主要原子力発電

国や新規導入国，その他開発途上国の各国代表団，

IAEA職員・コンサルタント・専門家等(N. モクタール

IAEA 事務局次長やアフガニスタン大使)であった。実

際に展示した模型も注目を集めたが。来訪者に一番関心

を持ってもらったことは福島の現状であった。福島第一

事故が発生して 8年以上経っている今も外国の方に廃炉

進捗，汚染水対策，放射線による住民や食品への影響，

再稼働状況などの海外向けの情報を発信することは何よ
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りも重要だと強く感じた。その一方で，アフリカなどの

開発途上国の来訪者は農業や医療といった発電以外の原

子力利用について非常に興味を示した。

Ⅳ．IAEA幹部との懇談

今回の総会参加にあわせ，4 名の IAEA 事務局次長

(DDG)と懇談を行い，当協会幹部からはエネルギー基本

計画，再稼働状況と特定重大事故等対処施設(特重施設)

問題，福島第一の廃炉状況，原子力エネルギー協議会

(ATENA)の設立，世論調査，人材育成活動などについ

て紹介し，意見交換を行った。

M. チュダコフ原子力エネルギー局 DDGと J.C. レン

ティッホ原子力安全・セキュリティ局 DDGの両者は，

原子力発電所における特定重要事故等対処施設(特重施

設)の建設遅延の問題に懸念を示し，特にレンティッホ

DDGからは，これまで原子力規制庁に対して規制評価

を実施してきたことや福島県に対しても助言を行ってき

たこと，今後も要請に応じて(寿命延長の審査実施も含

めた)安全規制面での専門的助言をしていく用意がある

との発言があった。また，福島第一の処理水問題で，基

準値以下のトリチウムの放出は世界的にも一般的に行わ

れているため，何年もタンクに貯めて置くような状況が

続いている状況に懸念を示していた。

モクタール原子力科学・応用局 DDGからは，IAEA

と日本は原子力科学・応用の分野で大きな協力関係を築

いているほか，日本の 11 大学・研究機関と核医学教育に

関する協定を締結したことが紹介された。また，コスト

フリーエキスパートとして働く日本人職員の IAEA に

対する多大なる貢献にも感謝の意が表明された。

M.A. ヘイワード管理局DDGからは，次世代を惹きつ

けるために，小型モジュール炉(SMR)は今後の日本が注

力していく一つの選択肢になるとの発言があった。ま

た，IAEA は 2020 年に日本で開催される世界原子力大

学・夏季研修(WNU-SI)を強くサポートしており，ホス

トである日本からも多くの若者が参加し，今後の政策決

定を担う人材や将来の顧客となり得る世界各国からの参

加者とのコネクションを広げて欲しいとのコメントが

あった。

Ⅴ．所感

筆者は，IAEA 総会展示の事務局担当となり今年で 4

回目となるが，今まで大変お世話になった天野事務局長

の逝去は大変残念であった。ここ数年，展示ブースに必ず

足を運んで頂いたことを鮮明に記憶しており，そのような

中で今回も現地での活動に臨むことができ感慨深いもの

があった。また，国際機関における多様な人種構成を肌で

感じることができ，改めて良い経験をさせて頂いた。

日本ブースは，例年と同様，多くの参加機関・企業で

構成されているため展示内容も発電分野から医療分野ま

で多岐にわたった。当協会の役割は，政府機関や国内参

加機関，ウィーン現地業者とのリエゾンでもあり，半年

以上の期間で事前の準備調整や，現地運営，事後処理ま

で全てに関わっている。担当者としては精神的にも体力

的にも負担は大きいが，自身の語学力や国際経験を生か

してこのプロジェクトを成功させることができた達成感

やここで得た国内外の人脈，経験は何にも代えがたい貴

重な財産となった。

展示内容については，公募中であった原子力イノベー

ションに関する日本の取組みの一つである NEXIP と

いったタイムリーな内容を，公表のタイミングが難しい

中，パネルとして展示できたことは良かった。2020 年

は，福島の現状紹介以外にも，日本の原子力産業界の停

滞がある中で，一層｢イノベーション｣について，具体的

な事例・情報が発信できることを期待する。

(2019 年 12 月 25日 記)
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談話室
リケジョの思い(10)

新学科生に幸あれ

お久しぶりです。口町です。お元気ですか。今年は気

温の上下も激しく，体調を崩しやすい冬だったと思いま

す。北海道も少しずつ春に近づき，新入生を迎える時期

になりました。

私は普段少しだけ，物理学科の広報のお仕事もしてい

ます。物理学科でのイベントを宣伝したり，先生方の研

究成果を発信したりするお仕事です。

最近ホットな話題は学部・学科紹介。北海道大学では

多くの学生が 1 年生の終わり頃に学部・学科を選び，2

年生から配属されます。そのため，この時期は各学部・

学科が 1 年生にカリキュラムや研究を紹介しています。

私たちも，1年生に向けて SNSで投稿することになりま

した。今日は投稿作成中です。

さて，何を書きましょうか…｢物理学科へようこそ！

こんな研究があります。こんなところが楽しいですよ｣

…うむ，悪くないけれど，なんだかきれいすぎるような

気がします。もちろん，物理学を学ぶ中で楽しい瞬間は

あるけれど，恥ずかしながら辛いこともありました…。

何度やっても計算が合わなかったり，議論が収束しな

かったり…演習問題を解ききれなかったり…。｢楽しい

ですよ｣とだけ宣伝してしまうと，きれいなものだけ見

せている罪悪感があります…！

では，少し角度を変えて自分が物理学科に進学した

きっかけを考えてみます。テレビの科学番組かな。高校

の先生が嬉しそうに授業してくれたことかな。大学の先

輩が真剣に議論していたのも，ワクワクしたな…。

ああ，物理学者，寺田寅彦先生のエッセイもそう

だ。科学を身近におもしろく書いてくださってい

た。思い出すと，きっかけは物理学を楽しそう

に，熱く語ってくれる人たちでした。

その時も，苦労があることは予想できていまし

た。それでも時間をかけてもいいと思えたのは，

先生や先輩たちが見ている景色を共有したくなっ

たからです。どんな思考回路で，どう楽しんでい

るのか，この目で見てみたくなったからです。

そう思うと，私も後輩さんには物理学の楽しい

ところを，熱心に伝えたほうが良いのかな。それ

に私たちの発信する｢物理学の楽しさ｣に魅力を感

じた人は，実際に物理学を学ぶこと，研究するこ

とを楽しめるかもしれない。

ああ，全ての新 2年生に幸あれ。新 2年生たち

が，学びの楽しさを凝縮した一瞬をもつことがで

きますように。その時間ができる限り長くなりま

すように。そのように私も広報したいです。

推敲続行です。後輩さんにも意見を聞いてみよ

うと思います。

著者紹介

口町和香 (くちまち・わか)

北海道大学理学院物性物理学専

攻，修士 2 年です。統計物理学

と研究を学ぶ傍ら，科学コミュ

ニケーションを手掛けています。
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〜福島浜通りだより〜(11)

ふくしまで遊ぶ

一般社団法人AFW 吉川 彰浩

東京で暮らす友人から電話がかかってきた。馴染みの

仲間たちと福島に遊びに行きたいと。

普段かかってくる連絡は｢被災地｣を学びたいという連

絡が常だ。もうそれは何年も続いている。

東日本大震災・原子力発電所事故という出来事を語り

残していくこと，そしてその出来事によって新しく生ま

れた，これまでの生き方や暮らしの在り方を問い直して

いくということの，教訓は必要性と重要性があると私も

思っている。

その一方で，浜通りに暮らす一人の人間としては，｢被

災地｣ではない関わり合い方を求めている。

多くの人が｢被災地｣だから訪れる理由が続くなか，た

だ遊びに行きたいのだけど，といった連絡は心地良さを

感じた。

困りもした｢遊ぶ｣といってもだ。どんな遊び方がある

のだろうかと。震災をきっかけに自分に生まれてしまっ

た過剰な清く正しくなくてはならない，この地域で遊ぶ

など持っての他など…という生真面目さが邪魔をする。

ホストであるというのに困り果ててしまい，その友人

に何がしたいかと聞いてしまった。あっけらかんと，美

味い魚があるじゃないか，酒も美味い，美味しいものを

友人と食べる，それだけで立派な遊びだとかえってき

た。

なるほどと思った。気の合う友人たちと何も掲げず

に，ただ飲んで，食べて，くだらない会話をし自由に時

間を使う。ふと，そんなことは震災の前には当たり前に

やっていたではないかと思い出した。

それではと，早速その一日はどうしようかと考えてみ

る。美味いものとはなんだ，出来ればそれは自分達で調

達できるとその時間も楽しかろうと，こんな時，今では

釣りが出来るようになった海は心強い。知り合いの漁師

もいる。船を貸し切りにすることにした。そしてそこで

釣った魚で美味いものを食べようと。

せっかくの機会だ，友人のシェフにも声をかける。よ

り美味いものが食べたいなら，調理のプロにお願いをし

てみようと。福島の海で釣りがしたかったと二つ返事で

快諾をもらった。

自分達で作った新米もふるまうことにした。低農薬で

育てあげ，天日干しをしたコシヒカリを，みんなで食べ

ようと。

平日に休みを合わせ，さぁ今日は遊ぶぞ！とその日を

迎えた。遊びだ，自由なものだ。友人たちには釣りに

行ってもらい，私は迎える家の掃除やらを始めた。

先ほどまで福島沖を元気に泳ぎ回っていた魚達を誇ら

しげにもって現れた。どうだと言わんばかりだ。

早速，調理にかかる。といっても，シェフの友人が凄

まじい手際の良さで，どんどん切り身を作っていくもの

だから，周りはちょっとした手伝いをしながら，買い込

んできたビールに手を伸ばし，話に華を咲かせていく。

積みあがったアラは鍋にいれられ，しばらく流水にさ

らし，そこから煮込み始める，しばらくしてちょいと一

つまみの塩が入る。飲んでみて！と促された。味わった

ことのない透き通った臭みのない，何種類もの野菜を煮

込んだようなダシが出来上がっていた。思わず唸ってし

まう。これで新米を炊くからまっててね！ワクワクが止

まらないことを言ってくれる。

ブリの子供，イナダを刺身にし，香味野菜とあえて

シェフならではのソースがかけられたサラダが出てく

る。これまた美味い！酒も話も進む。

しまいにはパエリアまで出てきた。土鍋の蓋を開ける

と，ぶわっと出汁の効いた香が立ち上がった。イナダの

お頭をほぐしていく，待ちきれないと大の大人達が土鍋

をのぞき込む。

自分の暮らしの中に，美味しいと楽しいが溢れ，あっ

という間に時間が過ぎていった。

その時，自分の中にあった｢被災地としての福島｣は吹

き飛び，｢遊びの場としての福島｣が存在していた。肩の

荷を自然と降ろしていた。

終電で帰る彼らを見送った。ホームには自分一人がい

る。軽くなった身体に心地良く荷を担いだ。より楽しく

遊べるようにと。

(2019年 12 月 16日 記)
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理事会だより
本年度の予算方針について

はじめに

昨年 6月に理事に就任しました。どうぞ，よろしくお

願いします。今回は財務を担当する立場から，理事会か

らのメッセージとして，学会を取り巻く状況や近年の学

会財務状況を踏まえて，本年度の予算方針について説明

いたします。

学会を取り巻く状況 これまでの学会予算

東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所事故から 9

年が過ぎ，この間，事故の収束と原子力に対する国民の

信頼回復に努力が払われてきました。福島県内において

は福島第一原子力発電所オンサイトでの廃炉に向けた作

業や，オフサイトにおける環境修復が進んでおり，安全

を第一に更なる進展が期待されます。一方，日本国内に

おける原子力発電所の再稼働は，未だ一部に留まってい

ます。こうした状況のなかで，より一層の取り組みが求

められています。

このような中で，学会員の皆様には，学会の重要性，

役割を認識され，学会活動を積極的に推進いただいてお

ります。

さて，学会の財務状況は，数年来続いている会員数の

減少や賛助会費の減少等により，収入に当たる経常収益

が減少傾向にあることから，厳しい情勢にあります。経

営改善の努力により収支の安定化が図られ，数年前まで

は正味財産も増加しておりましたが，一昨年度より収支

が赤字傾向になってきています。このような状況下にお

いても，社会に貢献する，より魅力ある学会を目指して

新しい地平を拓いて行くための活動に挑戦する予算を確

保することが重要と認識しています。

本年度予算の基本的考え方

学会の事業環境は大きな好転が見込めない情勢ですの

で，引き続き常置委員会については，予算を効率的に運

用する方針としました。

また，各組織単位での収支均衡運用の方針を継続し，

学会本部収入の一定割合を各組織に割り振るとともに，

これまでと同様，各組織の受託等の外部資金を加えて各

組織の収入としました。

一方，各組織の支出に関しては，ここ数年来続いてい

る申請予算と予算執行実績額との乖離が無くなるよう

に，過去 3年の実績を支出目安とすることを基本としま

した。そのうえで，支出目安を超える予算については，

活動実施計画を明確にして，独自収入により活動費をま

かなうことを原則としました。

また，会員獲得・国民の原子力理解を継続するため，

この活動には正味財産を活用することにしました。

本年度の予算方針

収入については，福島第一原子力発電所事故以降の直

近 5年間に注目し，会費収入の減少傾向が継続している

ことや，受託事業収入の変動が著しいことなどを考慮し

て，昨年度と同様に堅く見積もることとしました。な

お，会員獲得・原子力理解活動については，2017年に決

定した方針を継続し，これまでと同様に蓄積した正味財

産を財源として有効活用します。

一方で支出に関しては，学会の健全な財政運営のため

に，収入に見合った予算とする必要があります。2019 年

度の会費収入は依然として減少傾向です。このような状

況ですが，大会事業の収支改善と，経営合理化による収

支改善を踏まえて，学会にとって重要な専門委員会や支

部などの活動費，会員サービス向上，新たな活動分野へ

の挑戦に予算を振り向けることにしました。

シンポジウム・セミナー等の開催については，これま

でと同様に独立採算を原則としています。但し，学会活

動の更なる活性化の趣旨で，予算編成時に計画されて理

事会の承認を得た場合には，繰越金の活用が認められる

仕組みになっています。また，繰越金のみでは不足の場

合には，配分金の活用も認めることとしています。

基本は収支均衡であるものの，特に保有する繰越金が

増加傾向にある組織には，単年度収支均衡に固執せず，

繰越金も活用した活動の活性化を推奨しました。

おわりに

学会全体の予算運営を行っている総務財務委員会で

は，実情に合った予算執行によって学会活動が推進され

るように，制度を適宜見直す検討も行っています。

今後もこの活動を通じて，学会活動がより活発になる

ようにして行きたいと思います。学会員の皆様も本学会

の活動がより活発になるようにご協力いただきたく，お

願いいたします。

(日立 GEニュークリア・エナジー(株)・川村 愼一)

｢理事会だより｣へのご意見，ご提案の送り先

rijikaidayori@aesj.or.jp
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